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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

６．＜展開科目の科目区分等が不明確＞ 
展開科目を通じて、どのような能力を育成しようとしているのか不明確であるほ

か、その目的は育成する専門職業人にとって有意義な内容であるのか不明なた

め、学科ごとに明確に説明すること。その際、その目的を達成するために必要な

科目が適切に配置されていることを併せて説明すること。【２学科共通】 

 
（対応） 
審査意見 1、5 を考慮し、展開科目を通じて育成する能力を見直し、修正を行った。 
以下、展開科目の修正の要点とともに、展開科目を通じてどのような能力を養成しようとして

いるのかを説明する。 
 
 
■展開科目の修正について 
 本審査意見とともに、審査意見 1 や 5 を中心に、養成する人材像の変更、教育課程の「重複」

などから、展開科目を見直した。 
 要点は以下である。 
 
①学部・学科のディプロマ・ポリシー“9. 異分野・他文化とのコミュニケーション能力を有して 
いる。”に伴い、「企画・発想法Ⅱ」の区分について、基礎科目が相応しくなったため、基礎 
科目に区分を変更し、授業名称をわかりやすくするために「コミュニケーションツール」と変 
更する。加えて、「企画・発想法Ⅰ」について、「企画・発想法Ⅱ」の削除から、科目名称を

「企画・発想法」に変更する。 
②学部・学科のディプロマ・ポリシー“10. 協調性をもって、主体的に行動することができる。加 
えて、リーダーシップを発揮することができる。”に対し、協調性とリーダーシップを担保す

る科目「チームワークとリーダーシップ」を新規に配置する。 
③学部・学科のディプロマ・ポリシー“3. ビジネスの仕組みと関連する知識を理解している”に対 
し、「リソースマネジメント」、「サプライチェーンマネジメント」、「企業経営論」、「プ 
ロジェクトマネジメント」の科目間の重複、他区分の教育課程との関係性（特に、「臨地実務 
実習Ⅰ～Ⅲ」）、養成する人材像に必要な能力の過不足を踏まえ修正を行う。 
対象領域に関する基本知識については、情報工学科、デジタルエンタテインメント学科同一で 
あるから、同じ教育課程に変更するとともに、経営資源”ヒト”、“モノ”、“カネ”を観点として 
授業内容を整理し、効果的に学べるように各科目に配当し直すために「プロジェクトマネジメ 
ント」、「企業経営論」については、授業計画を一部修正し他科目の内容を集約、新たに「ベ 
ンチャー起業経営」を配置する。 

④学部・学科のディプロマ・ポリシー“12. 環境や社会への配慮し、最適解を選択する能力を有し 
ている”に対し、その能力を担保する科目がなかったため、新たに「持続可能な社会」を配置 
する。 

 
 
 
■展開科目を通じて養成すべき能力について 

本学は工科分野において日本の首都東京で国際性を理解し、社会の発展と調和を目指した教

育・研究・実践活動を行い、真のイノベーションの実現者となるような人材を養成することを目

的としている。そのような、人材を養成するために展開科目区分で修得すべき能力は、『鋭敏な

ビジネスセンス』である。真のイノベーションの実現者となるような人材、つまり、“Designer 
in Society（社会とともにあるデザイナー）”は社会の期待、あるいは自己の夢の実現を目指し
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ているが、それはビジネス原則を無視しては叶わないことも理解する必要があり、この能力を涵

養するべきである。 
加えて、専門職大学では、いわゆる社会人基礎力の涵養も重要である。ここでいう社会人基礎

力とは、「前に踏み出す力（アクション）」（主体性、働きかけ力、実行力）、「考え抜く力

（シンキング）」（課題発見力、計画力、創造力）、「チームで働く力（チームワーク）」（発

信力、傾聴力、柔軟性、状況把握力、規律性、ストレスコントロール力）の 3 つからなり、企業

は学生に対し「前に踏み出す力」をまず期待し、能力では実行力に期待している。一方、学生は

専門的な知識やスキルに不安を感じているが、企業側は「主体性」、「粘り強さ」、「コミュニ

ケーション能力」が不足と感じている 1。具体的には、主体的に行動を起こし最後まで粘り強く

やり抜く力、またそのプロセスでのコミュニケーション能力の涵養が求められる。 
大学生（特に学部新卒者）が卒業時に持つべき知識・能力についての調査結果がある 2。この

調査によると特に大学、企業の両方が重要と考える能力は、「チャレンジ精神」、「チームワー

ク能力」、「コミュニケーション能力」などの一般的な社会人基礎力に加えて、「問題解決・物

を作り出していく能力」、「課題を見出す能力」、「倫理観」などの専門的能力である。企業側

からは、学部新卒者に不足する知識・能力として、「問題解決・物を作り出していく能力」、

「チャレンジ精神」、「コミュニケーション能力」、「専門分野に関する基礎的知識」、「文系

分野も含む幅広い教養」という指摘があった。 
さらに、日本経済再生本部第 4次産業革命人材育成推進会議は、ITを中心とした必要人材のス

キル・コンピテンシーを次のように設定している 3。 
(1) 課題設定力、目的設定力 
(2) データ活用や IT にかかる能力・スキル 
(3) コンピュータ等の IT リテラシー 
(4) コミュニケーション能力 
(5) 分野を超えて専門知や技能を組み合わせる実践力 
(6) リーダーになる資質 
 
 よって、社会人基礎力にはビジネスの原則を知るだけではなく、「前に踏み出す力（主体的に

行動を起こし最後まで粘り強くやり抜く力）」、「チャレンジ精神」、「コミュニケーション能

力」、「チームワーク能力」、「リーダーシップ」も重視する必要もある。 
 
以上をまとめると、展開科目を中心として『鋭敏なビジネスセンス』を養成するその必要性と

は、 
1. ビジネスの仕組みを知らないといけない 
2. 協調性を持って行動できないといけない 
3. リーダーになる資質を持っていないといけない 
4. 新しいものでも躊躇せず、新しい働きや変化に好んで対応できないといけない 
5. 机上のデータのみならず、働きかけられないといけない 
6. 社会の問題解決だけではなく、真のイノベータとして持続可能かつ発展性まで考慮できな

いといけない 
が列挙でき、そのために具体的には 
1. 経営資源の知識・理解 
2. チームワーク力 
3. リーダーシップ力 

                                                   
1大学生の「社会人観」の把握と「社会人基礎力」の認知度向上実証に関する調査、経済産業

省、平成 22 年 6 月 
2平成 28 年度文部科学省「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」工学分野における理工

系人材育成の在り方に関する調査研究、千葉大学(2016) 
3第 4 次産業革命 人材育成推進会議（第 2 回）配布資料、日本経済再生本部、平成 29 年 2 月 
 



3 
 

4. チャレンジ精神 
5. 三現主義 
6. 社会倫理 
といった、「知識・理解」、「能力」、「志向・態度」を養成するべきである。 
 
 
■展開科目を通じて養成すべき能力の目的を達成するために必要な科目について 
上記で説明した、 
1. 経営資源の知識・理解 
2. チームワーク力 
3. リーダーシップ力 
4. チャレンジ精神 
5. 三現主義 
6.   社会倫理 
 
といった、「知識・理解」、「能力」、「志向・態度」を養成する目的を達成するために具体

的に配置した科目について以下に説明する。 
 
【知識・理解】 
1.  経営資源の知識・理解 
経営資源とは「ヒト」、「モノ」、「カネ」であるそれらを学ぶために、以下の科目を配する。 

 
① 経営資源“ヒト”、組織マネジメントにおける基礎力を養成する「プロジェクトマネジメン

ト」 
具体的にはイノベーションを推進するプロジェクトの管理方法を修得する。 

② 経営資源“モノ”のルールについて学ぶ「知的財産権論」 
本学科の卒業生の多くがその生産者になると見込まれる知的財産について、権利の獲得、保

護、活用といった、イノベーションの成果物を守り、付加価値を高める方法を身につける。 
③ 経営資源“モノ”と“カネ”の戦略について学ぶ「グローバル市場化戦略」 

非技術イノベーションの一翼であるマーケティングイノベーションに直結する科目であり、

販売・価格設定や販路開拓方法の修得を図る。 
④ 経営資源 “カネ”を中心に“ヒト”“モノ”の関係性の基礎も学ぶ「企業経営論」 

現代企業経営のテーマである「終わりなきイノベーションの追求」にかかる様々な論点を学

修する。 
⑤ 経営資源 “カネ”“ヒト”“モノ”の総まとめとしてビジネス法規を学ぶ「ベンチャー起業

経営」 
イノベータの養成にあたる企業経営に必要な会計・財務、モチベーションの高め方、経営戦

略などにかかる知識・技術を修得する。 
 

【能力】 
2. チームワーク力 
3. リーダーシップ力 
コミュニケーション能力は、産業からのニーズが非常に高い。そこで、各種実習で体感するの

は勿論、本学では基礎科目で学んだ基本的なコミュニケーション力に加えて、鋭敏なビジネスセ

ンスを養成するためにチームワークとリーダーシップについて学ぶ講義・演習科目を配する。 
 

⑥ コミュニケーション力の向上と組織マネジメントにおける応用力の養成：「チームワークと

リーダーシップ」 
組織マネジメントと絡めた協調性と主体性について学ぶことで、イノベーションを生み出

すための基本単位であるチームと、その活動を推進するリーダーの役割を学ぶ。 
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【志向・態度】 
4. チャレンジ精神 
5. 三現主義 
これらは志向・態度であるから、実習を通して修得されるべきである。特に、地域との連携が

重要である専門職大学として、地域と実際に連携する実習科目を配する。 
⑦ 対象社会を実際に知る：「地域共創デザイン実習」 

学部横断型プログラムである当該科目は、実際の隣接他部署を想定し、他学科、他コースのメ

ンバーとチームを組んで、イノベーションを推進する方法を学ぶ。並行して、地域、国家、環境、

文化・歴史問題など、技術者がイノベーション実現にあたって留意すべき諸問題との取り組み方

を体得する。 
 
この「地域共創デザイン実習」は実際に教育課程連携協議会の協力と支援を得る、本学の中で

も重要な位置づけとして配している。この科目をより一層有意義にするためには、展開科目も 1
年次から段階的に学ぶべきである。よって、社会の要請に応えるために必要な応用力を学ぶ展開

科目区分の中にも、基礎的な科目は必要であるため、以下の科目を配する。 
⑧ 企画・発想力における基礎力の養成：「企画・発想法」 

科目名称の通り、企画力と発想力を養成する科目。イノベーション実現の基本となる新規性の

ある発想や独創的な提案を発信できる能力を修得する。 
 
6.   社会倫理 
本学は高い倫理観を要求する。基礎的倫理観の養成については基礎科目区分で行うが、社会の

発展と持続に寄与するイノベータ“Designer in Society（社会とともにあるデザイナー）”を養

成するためには、SDGs を理解し、それらが志向・態度に現れるべきである。それを担保する科

目を配する。 
⑨ 専門職として SDGs を学ぶ：「持続可能な社会」 
情報工学分野におけるイノベーションの追求と、地球環境保護や限りある天然資源といった対

照的な問題についてディスカッションベースで取り組みながら、経営者としてのバランス感覚を

養う。 
 
 

 
■展開科目に配された科目の適切な体系について 
 上記で述べた 9 科目について、基礎科目、職業専門科目とのつながりを考え、以下のように科

目を配置する。 
 
⑦ 対象社会を実際に知る：「地域共創デザイン実習」 
 この科目は他の実習科目、特に「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」との関係性が重要である。加えて、こ

の科目は他の実習科目の足掛かりになる科目である。そこで「2 年次」に配置する。 
 
⑧ 企画・発想力における基礎力の養成：「企画・発想法」 
① 経営資源“ヒト”、組織マネジメントにおける基礎力を養成する「プロジェクトマネジメン

ト」 
「地域共創デザイン実習」を有意義にするためには、最低限の企画発想力と、学部横断プロ

ジェクトを効果的に推進するためのマネジメント力が重要である。そこで、「地域共創デザ

イン実習」の前に学べるように「1 年次」に配する。 
 
 

 
⑥ コミュニケーション力の向上と組織マネジメントにおける応用力の養成：「チームワークと 

リーダーシップ」 
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 通年で配されている「地域共創デザイン実習」のみならず「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」を有意義に

するためには、チームワーク力とリーダーシップ力が欠かせない。そこで、この科目は「2 年次」

に配する。 
 
 
 
② 経営資源“モノ”のルールについて学ぶ「知的財産権論」 
③ 経営資源“モノ”と“カネ”の戦略について学ぶ「グローバル市場化戦略」 
④ 経営資源 “カネ”を中心に“ヒト”“モノ”の関係性の基礎も学ぶ「企業経営論」 
 これらの科目は、実際の地域連携科目「地域共創デザイン実習」や「臨地実務実習Ⅰ」等によ

って、ビジネスプロセスを実際に知った後に学ぶことが、より効果的な学修を生むはずである。

よって、「3 年次」に配する。 
その中でも、「知的財産権論」は著作権などについても学ぶが、職業専門科目で画像や音声と

いった素材を実際に利用し、それらの処理を行う 3 年次の他科目との配当に留意した時、3 年次 
の早期段階で学ぶことが効果的である。 
 
⑤ 経営資源 “カネ”、“ヒト”、“モノ”の総まとめとしてビジネス法規を学ぶ「ベンチャ 
ー起業経営」 

⑨ 専門職として SDGs を学ぶ：「持続可能な社会」 
 これらの科目は、各種の学びが成熟し、専門職として社会に排出されるイメージが学生の中で

具現化してきたときに学ぶことが有効である。よって、「4 年次」に配する。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
 
4. 教育課程の編成における考え方及び特色 
教育課程の編成及び実施の方針 

 カリキュラム・ポリシー（大学教育課

程の編成・実施方針） 
本学では以下のようにカリキュラム・ポリシ

ーを定め、教育課程を編成、実施する。参考

資料として教育課程の進行が把握しやすいカ

リキュラム配置（資料 8）や、教育課程の科

目群が把握しやすいカリキュラムツリー（資

料 9）を添付する。また、各ディプロマ・ポ

リシーに対して以下のカリキュラム・ポリシ

ーがどのように対応しているのかが明確にな

るように（資料 10）を添付する。 
 
4.1.1.1 東京国際工科専門職大学のカリキュラ

ム・ポリシー（大学教育課程の編成・実施方

針） 
東京国際工科専門職大学では、ディプロマ・

ポリシーに掲げた学修成果を得るために、デ

ザイン思考の教育課程を編成する。 
学修方法･学修過程、学修成果の評価の在り方

は以下のように定める。 
＜教育課程の区分＞ 
 教育課程は①対象領域を俯瞰し、②問

題・課題を発見し、③解決策を考え、④

 
4. 教育課程の編成における考え方及び特色教

育課程の編成及び実施の方針 
4.1.1 カリキュラム・ポリシー（大学教育課

程の編成・実施方針） 
本学では以下のようにカリキュラム・ポリシ

ーを定め、教育課程を編成、実施する。参考

資料として教育課程の進行が把握しやすいカ

リキュラム配置（資料 9）や、教育課程の科

目群が把握しやすいカリキュラムマップ（資

料 10）を添付する。 
 
4.1.1.1 東京国際工科専門職大学のカリキュラ

ム・ポリシー 
東京国際工科専門職大学では、ディプロマ・

ポリシーに掲げた学修成果を得るために、教

育課程を「基礎科目」、「職業専門科目」、

「展開科目」及び「総合科目」に区分する。

加えて、思考の出発は分析する対象としての

ものではなく、社会に存在する多様な期待で

ある。よって、従来の思考過程を逆転するデ

ザイン志向の教育課程を編成する。 
このように体系立てられ編成される教育課程

に対し、学修方法･学修過程、学修成果の評価

の在り方は以下のように定める。 
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プロトタイプを開発し、⑤評価から①に

戻る一連の過程に必要な知識、能力を得

られる教育課程とする。 
 専門職人材としてプロトタイプ開発を行

う実践力とビジネスセンスを磨き倫理観

をもって対象領域にアプローチするため

に必要な科目を配する。 
 
 実習科目を中心として志向・態度を学

び、チャレンジ精神、向上心、探究心を

涵養する 
 
＜教育内容・方法＞ 
本学では「担任制度」を設け、学生 10名程度

に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・履

修登録のみならず、より良い教育及び学修を

円滑に運営するための人間環境を整え「個に

対する教育」を行う。 
（学修方法） 
科目が初歩的なものから専門的なものへと進

行する配置の中で、初歩的過程で学んだ科目

内容が、どのようにして専門的な科目の基礎

をなすか、また専門的科目の内容がどのよう

にして社会にどのように役立つかを実習科目

や総合科目を通じて学ぶ。この実感が、

“Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”の基礎となる。したがって、科

目配列は特に１年次では最初に動機付け及び

トピックへのエクスポージャを目的とした科

目によって原理や理論を深く学ぶのではな

く、何に使われているかを中心に理解する。

その後に原理や理論を学ぶ科目を配置してい

る。これは自分が持っている社会に役立ちた

いという動機が、学問によって裏付けられる

ことを経験し、実感的動機を科目学修動機に

変換させることでもある。それに基づいて、

専門的な科目は動機を満たすものとして自発

的に学習することが可能となる。これを実現

するために、実務経験のある教員から何を学

ぶかを知り、また実習、演習、インターンシ

ップなども、漫然と課題に向かうのでなく、

自発的に学習するものとして位置づけること

ができるものとなる。 
 
 
4.1.1.2 工科学部のカリキュラム・ポリシー 
工科学部では、ディプロマ・ポリシーに掲げ

た能力を身につけることができるように、以

下のように教育課程を編成する。このように

体系立てられ編成される教育課程に対し、学

＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
伝統的な領域科学志向の考え方と異なるデザ

イン志向の論理を身につける感性的思考を支

援する知識群を置く。 
【職業専門科目】 
各専門職を特徴づける教育内容に応じて講

義・演習・実習を適切に組み合わせた授業を

実施する。数多くの制作経験を通して学生の

入学時に持つ実感的なモノづくりに対し、論

理に裏付けられた表現能力としてさらに展開

される科目群である。 
【展開科目】 
卒業後専門職として歩む道には、専門職の能

力を高めつつ、さらに別な視点や学問領域か

らの取り組みが必要となる。例えば社会のリ

ーダーとして活躍するために必要な知識や、

世界的視野からの問題解決のためのアプロー

チも必要となる。職業専門科目に直接隣接す

る分野ではなく、学修成果を広範な視点から

取り組み、入学時の動機を成熟させて卒業時

の動機となる科目である。 
【総合科目】 
個別対象を離れた総合的視点から俯瞰し、新

たなデザイン思考や共創行為が可能となる。

これらの学修は卒業研究制作の学修を通して

社会の課題解決を実際に経験することにより

強化される。 
 
＜教育内容・方法＞ 
 本学では「担任制度」を設け、学生 40名程

度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・

履修登録のみならず、より良い教育及び学修

を円滑に運営するための人間環境を整え“個に

対する教育”と同時に、“集団に対する教育”を
行う 
【通常授業】 
 単位認定は所定の授業回数の出席を前提と

し、その上で、各授業に応じて評価すること

とする。詳細の評価については、各種シラバ

スで明示する。 
【臨地実務実習】 
 臨地実務実習科目においては、受け入れ先

の企業との連携の重要性から、必ずルーブリ

ック評価表を用い、公平で客観的かつ厳格な

成績評価を行うこととする。 
 
 
4.1.1.2 工科学部のカリキュラム・ポリシー 
工科学部では、工科領域におけるディプロ
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修方法･学修過程、学修成果の評価の在り方は

以下のように定める。 
＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
 広義のデザインにおける感性的思考を支

援する知識・理解の科目を置く  広義のデ

ザインにおける感性的思考を支援する知

識・理解の科目を基盤科目として添え

る。これらを基盤科目群とする。 
 “Designer in Society（社会とともにあ

るデザイナー）”の根幹に当たる倫理観

を確立する科目を置く 
 グローバルに活躍するために必要なコミ

ュニケーションの汎用的技能を育成する

科目を置く 
【職業専門科目】 
 設定された問題を解決するための理論科

目と、正確な判断力を養成する科目を置

く。これらの科目は職業専門科目の講義

科目として配する 
 問題・課題解決のために知識を総合し、

価値創造の方法論を学ぶ科目を配する。 
【職業専門科目と展開科目における実習科

目】 
 プロトタイプ開発を主軸とする実習科目

を配置する 
 俯瞰力と問題発見力を涵養する実習科目

を配置する 
 多くの実習科目を通し、新しいモノ・コ

トでも躊躇せず、変化を好んで対応し、

対話を通じて他者と協力し、机上のデー

タだけではなく、自分の目で見て耳で聞

く行動指針を養成する 
【展開科目】 
 ビジネスの仕組みと関連する知識を養成

する科目を配置する 
 環境や社会への配慮し、持続可能な解を

生み出すための知識を学ぶ 
 実習による実践だけではなく、協調性を

もって、チームメンバーとして主体的に

行動する、または、リーダーとして、指

導力を発揮する原理を学ぶ科目を配する 
【総合科目】 
 キャップストーン科目として卒業研究制

作を実施します。この科目は、英語での

発表を義務付けている 
 
＜教育内容・方法＞ 
（教育方法） 
 本学では「担任制度」を設け、学生１０名

マ・ポリシーに掲げる目標を達成するため

に、教育課程を「基礎科目」、「職業専門科

目」、「展開科目」及び「総合科目」に区分

し、講義、演習、実験、実習を適切に組み合

わせた授業科目を開講し、従来の思考過程を

逆転するデザイン志向の教育課程を編成す

る。 
 このように体系立てられ編成される教育課

程に対し、学修方法･学修過程、学修成果の評

価の在り方は以下のように定める。 
 
＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
伝統的な領域科学志向の考え方と異なるデザ

イン志向の論理を身につける感性的思考を支

援する知識群を置く。 
①コミュニケーション・スキル： 
 グローバルに活躍するための汎用的技能を

育成する科目を配する。具体的には英語を指

す。これらをグローバル・コミュニケーショ

ン科目群とする。 
②倫理： 
 “Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”の根幹に当たる倫理観を確立する

科目を据える。これらを倫理科目群とする。 
③社会の中のデザイナー思考： 
  広義のデザインにおける感性的思考を支援

する知識・理解の科目を基盤科目として添え

る。これらを基盤科目群とする。 
 
 
【職業専門科目】 
各専門職を特徴づける教育内容に応じて講

義・演習・実習を適切に組み合わせた授業を

実施する。数多くの制作経験を通して学生の

入学時に持つ実感的なモノづくりに対し、論

理に裏付けられた表現能力としてさらに展開

される科目群である。 
①デザイン学的思考： 
伝統的な領域科学志向の考え方と異なるデザ

イン志向の論理を身につける科目として学科

包括科目を配する 
②論理的思考・デザイン的思考能力： 
推論過程である帰納法・演繹法はもちろん、

社会の中のデザイナーに必要な仮説検証に必

要な感性を養成する 
③理論と実践力： 
動機の実現を軸としてプロトタイプ制作を行

い、それに必要な基礎知識を身につけられる

教育課程とする 
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程度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計

画・履修登録のみならず、より良い教育及び

学修を円滑に運営するための人間環境を整え

「個に対する教育」を行う。 
（学修方法） 
科目が初歩的なものから専門的なものへと進

行する配置の中で、初歩的過程で学んだ科目

内容が、どのようにして専門的な科目の基礎

をなすか、また専門的科目の内容がどのよう

にして社会にどのように役立つかを実習科目

や総合科目を通じて学ぶ。この実感が、

“Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”の基礎となる。したがって、科

目配列は特に１年次では最初に動機付け及び

トピックへのエクスポージャを目的とした科

目によって原理や理論を深く学ぶのではな

く、何に使われているかを中心に理解する。

その後に原理や理論を学ぶ科目を配置してい

る。これは自分が持っている社会に役立ちた

いという動機が、学問によって裏付けられる

ことを経験し、実感的動機を科目学修動機に

変換させることでもある。それに基づいて、

専門的な科目は動機を満たすものとして自発

的に学習することが可能となる。これを実現

するために、実務経験のある教員から何を学

ぶかを知り、また実習、演習、インターンシ

ップなども、漫然と課題に向かうのでなく、

自発的に学習するものとして位置づけること

ができるものとなる。 
 
＜学修成果の評価＞ 
【通常授業】 
 単位認定は所定の授業回数の 8 割以上の出

席・課題提出を前提とし、その上で、各授業

に応じて評価することとする。詳細の評価に

ついては、各種シラバスで明示する。 
【臨地実務実習】 
 臨地実務実習科目においては、受け入れ先

の企業との連携の重要性から、必ずルーブリ

ック評価表を用い、公平で客観的かつ厳格な

成績評価を行うこととする。詳細の評価につ

いては、各種シラバスで明示する。 
 
4.1.1.3 情報工学科のカリキュラム・ポリシー 
情報工学科ではディプロマ・ポリシーに掲げ

た能力を身につけることができるように、以

下のように教育課程を編成する。 
 このように体系立てられ編成される教育課

程に対し、学修方法･学修過程、学修成果の評

価の在り方は以下のように定める。 

【展開科目】 
卒業後専門職として歩む道として、専門職の

能力を高めつつ、さらに別な視点や学問領域

からの取り組みが必要となる。例えば社会の

リーダーとして活躍するために必要な知識

や、世界的視野からの問題解決のためのアプ

ローチも必要となる。職業専門科目に直接隣

接する分野ではなく、学修成果を広範な視点

から取り組み、入学時の動機を成熟させて卒

業時の動機となる科目である。 
【総合科目】 
個別対象を離れた総合的視点から俯瞰し、新

たなデザイン思考や共創行為が可能となる。

これらの学修は卒業研究制作の学修を通して

社会の課題解決を実際に経験することにより

強化される。 
 
＜教育内容・方法＞ 
（教育方法） 
 本学では「担任制度」を設け、学生 40名程

度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・

履修登録のみならず、より良い教育及び学修

を円滑に運営するための人間環境を整え“個に

対する教育”と同時に、“集団に対する教育”を
行う。 
（学習方法） 
各科目群は、学年の進行に従って学習が容易

なように配置される。よって、その時々に強

調されるのが、入学から卒業までに、

“Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”という基本を身に着けることで

ある。科目が初歩的なものから専門的なもの

へと進行する配置の中で、初歩的過程で学ん

だ科目が、専門的な科目においてはその科学

や技術が社会にどのように役立つかを学ぶこ

と。この実感が、“Designer in Society（社

会とともにあるデザイナー）”の基礎とな

る。したがって、学習はまず初年度一学期に

自分が持っている社会に役立ちたいという動

機が、学問によって裏付けられることを経験

し、実感的動機を科目学習動機に変換させ

る。それに基づいて、専門的な科目は動機を

満たすものとして自発的に学習することが可

能となる。これを実現するために、実務経験

のある教員から何を学ぶかを知り、また実

習、演習、インターンシップなども、漫然と

課題に向かうのでなく、自発的に学習するも

のとして位置づけることができるものとな

る。 
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＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
 広義のデザインにおける感性的思考を支

援する知識・理解の科目を置く 
 “Designer in Society（社会とともにあ

るデザイナー）”の根幹に当たる倫理観

を確立する科目を置く 
 グローバルに活躍するために必要なコミ

ュニケーションの汎用的技能を育成する

科目を置く 
【職業専門科目】 
 設定された問題を分析するためのモデル

構築及び解法の理論科目として数学や、

物理学と共に、情報技術の基礎的な知識

に関する理論科目を配置する。「電子回

路基礎」「コンピュータシステム基礎」

「情報数学」「線形代数」「解析学」

「確率統計論」「データベース基礎と応

用」「技術英語」「情報セキュリティ応

用」「力学」「人工知能数学」「自然言

語処理」「人工知能数学」「制御工学基

礎」「センサ・アクチュエータ」「材料

力学・材料工学」「データ解析」「技術

英語」 
 問題解決のために情報技術を統合し、価

値創造の方法論を学ぶ科目を配する。

「C 言語基礎」「組込み C,C++言語」

「回路・プリント基板設計」「プログラ

ミング概論」「ソフトウェアシステム開

発」「Python プログラミング」「機械学

習」「デバイス・ネットワーク」「IoT
デバイスプログラミングⅠ」「機械設

計」「深層学習」「画像・音声認識」

「サーバ・ネットワーク」「IoT デバイ

スプログラミングⅡ」「ロボット機構」

「ロボット制御」 
【職業専門科目と展開科目における実習科

目】 
 デザイン思考の実践を含む実習の反復を

通し、学生が持つ知的好奇心を向上させ

ながら探究心を身につけるとともに、チ

ャレンジ精神を養成する。 
 本学科が扱う 3 履修モデル（AI, IoT, ロ

ボット）と対象領域が抱える問題を見つ

けるための俯瞰力と問題発見力、その問

題を解決するための知識の総合力を養成

する科目を配する。 
「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」「ソリューション開

発Ⅰ、Ⅱ」「地域共創デザイン実習」「人工

＜学修成果の評価＞ 
【通常授業】 
 単位認定は所定の授業回数の 8 割以上の出

席・課題提出を前提とし、その上で、各授業

に応じて評価することとする。詳細の評価に

ついては、各種シラバスで明示する。 
【臨地実務実習】 
 臨地実務実習科目においては、受け入れ先

の企業との連携の重要性から、必ずルーブリ

ック評価表を用い、公平で客観的かつ厳格な

成績評価を行うこととする。詳細の評価につ

いては、各種シラバスで明示する。 
 
 
4.1.1.3 情報工学科のカリキュラム・ポリシー 
情報工学科ではディプロマ・ポリシーに掲げ

た能力を身につけることができるように、以

下のように教育課程を編成する。 
 このように体系立てられ編成される教育課

程に対し、学修方法･学修過程、学修成果の評

価の在り方は以下のように定める。 
 
＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
基礎科目群に外国語科目を入学年から卒業年

まで配し、グローバルコミュニケーション力

を養成する。さらに社会倫理、コミュニケー

ション、人の感性など生涯継続して学修する

素養を身につける。 
【職業専門科目】 
職業専門科目群には、専門技術領域を体系的

に修得する科目群とそれを修得するための基

礎的な科目群を配し基礎力とスキルを修得す

る。主に実習科目で行われるプロトタイプ制

作を通して、問題発見力、解決過程でのデザ

イン的思考能力を育成し、新たな価値創造に

重きを置いた教育を行う。 
【展開科目】 
 グローバルな市場化戦略、知的財産、企業

経営論などの将来の専門的活動分野に発展さ

せるのに有効な科目群を配し、本学がめざす

ビジネスリーダの素養を身につける。また、

地域貢献を目的として地域共創デザイン実習

科目を配し、社会や異分野に対し専門性を活

かした強いアンテナを持つ人材育成を行う。 
【総合科目】 
卒業研究制作科目を配する。グローバル展開

の拠点である東京の強みを活かしたビジネス

につながる応用研究をテーマとする。 
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知能システムⅠ、Ⅱ」「メディア情報処理」

「人工知能応用」「IoT システム開発Ⅰ、

Ⅱ」「IoT サービスデザイン」「組込みシス

テム制御実習」「産業用ロボット実習」 
【展開科目】 
 専門職人材として、主体的にかつ協調性

を持って行動する手法を講義と演習を組

み合わせて学ぶ 
 環境や社会への配慮し、持続可能な解を

生み出すための知識を養成する 
 社会人として相応しい志向と態度を身に

つけるために、経営資産についての知識

を習得する科目を配する。 
【総合科目】 
 キャップストーン科目として卒業研究制

作を実施する。この科目は、英語での発

表を義務付けている。 
 
＜教育内容・方法＞ 
 本学では「担任制度」を設け、学生 10 名程

度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・

履修登録のみならず、より良い教育及び学修

を円滑に運営するための人間環境を整え「個

に対する教育」を行う。 
 
＜学修成果の評価＞ 
(1) 基礎学力や情報活用能力、総合力を目指し

たそれぞれの科目は、カリキュラム・ポリシ

ーに従って作成されたシラバスによって学修

進行し、シラバスに予め記された評価の方法

によって科目の合否を決定する。 
(2) 相互に関係し積み上げ学修がなされる科目

においては定められた順序に科目取得を行

う。 
(3) 各学年進級時に定められた単位数を取得し

ていなければならない。 
(4) 個々の学生の学びの過程と評価については

スタディーログとして記録し、教育の評価や

点検の材料として積極的に利用した教育方法

論の開発を行う。 
(5) 科目ごとに成績基準や評価方法を決定し学

生に開示する。評価の客観性を得るために必

要な科目にはルーブリック評価を取り入れ

る。 
(6) 各学年終了時に、年次の必修科目の単位取

得を判定し進級の判断を行う。履修状況に基

づき学生指導を実施する。学生アンケートに

よりカリキュラムの評価を行い次年度に活か

す。 
 

＜教育内容・方法＞ 
 本学では「担任制度」を設け、学生 40名程

度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・

履修登録のみならず、より良い教育及び学修

を円滑に運営するための人間環境を整え“個に

対する教育”と同時に、“集団に対する教育”を
行う 
 
＜学修成果の評価＞ 
(1) 基礎学力や情報活用能力、総合力を目指し

たそれぞれの科目は、カリキュラム・ポリシ

ーに従って作成されたシラバスによって学修

進行し、シラバスに記された評価の方法によ

って科目の合否を決定する。 
(2) 相互に関係し積み上げ学修がなされる科目

においては定められた順序に科目取得を行

う。 
(3) 各学年進級時に定められた単位数を取得し

ていなければならない。 
(4) 個々の学生の学びの過程と評価については

スタディーログとして記録し、教育の評価や

点検の材料として積極的に利用し、先端技術

を背景とした教育方法論の開発を行う。 
(5) 科目ごとに成績基準や評価方法を決定し学

生に開示する。評価の客観性を得るために必

要な科目にはルーブリック評価を取り入れ

る。 
(6) 各学年終了時に、年次の必修科目の単位取

得を判定し進級の判断を行う。履修状況に基

づき学生指導を実施する。学生アンケートに

よりカリキュラムの評価を行い次年度に活か

す。 
 
4.1.1.4 デジタルエンタテインメント学科のカ

リキュラム・ポリシー 
デジタルエンタテインメント学科ではディプ

ロマ・ポリシーに掲げた能力を身につけるこ

とができるように、以下のように教育課程を

編成する。 
 このように体系立てられ編成される教育課

程に対し、学修方法･学修過程、学修成果の評

価の在り方は以下のように定める。 
 
 
 
 
＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
基礎科目群に外国語科目を入学年から卒業年

まで配し、グローバルコミュニケーション力
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4.1.1.4 デジタルエンタテインメント学科のカ

リキュラム・ポリシー 
デジタルエンタテインメント学科ではディプ

ロマ・ポリシーに掲げた能力を身につけるこ

とができるように、以下のように教育課程を

編成する。このように体系立てられ編成され

る教育課程に対し、学修方法･学修過程、学修

成果の評価の在り方は以下のように定める。 
 
＜教育課程の区分＞ 
【基礎科目】 
 広義のデザインにおける感性的思考を支

援する知識・理解の科目を置く 
 “Designer in Society（社会とともにあ

るデザイナー）”の根幹に当たる倫理観

を確立する科目を置く 
 グローバルに活躍するために必要なコミ

ュニケーションの汎用的技能を育成する

科目を置く 
【職業専門科目】 
 設定された問題を分析するためのモデル

構築及び解法の理論科目として数学とと

もに、技術の基礎的な知識に関する理論

科目を配置する。「コンピュータグラフ

ィックスⅠ」「電子情報工学概論」「ゲ

ーム構成論Ⅰ」「線形代数」「解析学」

「コンピュータグラフィックスⅡ」「統

計論」「ゲームアルゴリズム」「コンテ

ンツ制作マネジメント」「映像論」「ゲ

ーム構成論Ⅱ」「ゲームハード概論」

「技術英語」 
 問題解決のためにデジタルゲーム、およ

びコンピュータグラフィックス技術を統

合し、価値創造の方法論を学び芸術的感

性を涵養する科目を配する。「ゲームプ

ログラム構成基礎Ⅰ」「デジタル造形

Ⅰ」「CG デザイン基礎」「プログラミ

ング言語基礎」「デジタル造形Ⅱ」「ゲ

ーム AIⅠ」「エンタテインメント設計」

「ゲームプログラム構成基礎Ⅱ」「デジ

タル映像表現技法基礎」「ゲームプログ

ラム構成基礎Ⅲ」「デジタル映像表現技

法応用」「ゲームプログラミングⅠ」

「ゲームデザイン実践演習」「デジタル

キャラクタ実践演習」「ゲームプログラ

ミングⅡ」「インターフェースデザイ

ン」「ゲームプログラミングⅢ」「ゲー

ム AI Ⅱ」「CG アニメーション総合演

習」 
【職業専門科目と展開科目における実習科

を養成する。さらに社会倫理、コミュニケー

ション、人の感性など生涯継続して学修する

素養を身につける。 
【職業専門科目】 
（学科内共通） 
論理的思考の基盤となる、計算機幾何学やコ

ンピュータ言語の学修と共に芸術的感性及び

論理的思考との関連を重視した科目、例えば

数理造形論や生態の観察と表現を体系的に学

修する。当該学科において必要な論理的思考

のための学修として数理造形論や計算機幾何

学、プログラム言語等を設置している。  
（ゲームプロデュースコース） 
ゲームプロデュースコースでは、デジタルコ

ンテンツの主要産業であるゲームを具体化す

るために、人間の感覚・知覚的特性とマシン

に対する反応や行動などを考慮しながら、ゲ

ームの手順を考えプログラム化する過程を学

ぶ。またゲーム流通にかかわるビジネス戦略

やコンテンツの流通や権利に関する知的財産

等の外的要因についても学ぶ。講義・演習と

ともに PBL を通してトータルなゲームクリエ

ータ・設計家を目指すためのカリキュラムを

構成する。 また、本コースは、プランナーと

プログラマーにさらに細分化される。 
（CG アニメーションコース） 
CG アニメーションコースでは創作イメージ

を具体化するために、対象の観察や法則性の

理解などを基盤として制作までの過程を論理

化する。さらに論理化された創作イメージを

アルゴリズムとして手続化し、その結果を映

像やサウンドなどに表出することで具体化す

る。また出来上がったコンテンツを評価しア

イデアやプログラムを修正しながら作品を得

る過程を学修する。これらの学修の成果は、

広範な分野における CG の応用に展開するこ

とができる。芸術的感性の育成においても、

文理、芸術系の融合を図ったプログラムの工

夫を行っている、CG デザイン・デジタル造

形系科目群の生体の観察と表現では、従来の

美術系教育にみられる観察能力を主としたデ

ッサンとともにデジタルデータやドローイン

グによる平面立体表現も含めて行う。さらに

仮想身体制作では本格的な産業応用に対応す

る時系列モーションデータや身体アニメーシ

ョンデータを制作し、プログラミング能力と

芸術的感性の育成を融合した新しい指向の特

徴的授業を行う。 
【展開科目】 
展開科目では、創業し自立していくための基
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目】 
 デザイン思考の実践を含む実習の反復

を通し、学生が持つ知的好奇心を向上

させながら探究心を身につけるととも

に、チャレンジ精神を養成する。 
 本学科が扱う 2 履修モデル（ゲーム、

CG）と対象領域が抱える問題を見つけ

るための俯瞰力と問題発見力、その問

題を解決するための知識の総合力を養

成する科目を配する。 
「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」「デジタルコンテン

ツ創造実習」「デジタルコンテンツ総合実

習」「地域共創デザイン実習」「ゲーム制作

技術創造実習Ⅰ、Ⅱ」「CG アニメーション

総合実習Ⅰ、Ⅱ」 
【展開科目】 
 専門職人材として、主体的にかつ協調

性を持って行動する手法を講義と演習

を組み合わせて学ぶ 
 環境や社会への配慮し、持続可能な解

を生み出すための知識を養成する 
 社会人として相応しい志向と態度を身

につけるために、経営資産についての

知識を習得する科目を配する 
【総合科目】 
 キャップストーン科目として卒業研究制

作を実施する。この科目は、英語での発

表を義務付けている。 
 
＜教育内容・方法＞ 
 本学では「担任制度」を設け、学生 10 名程

度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・

履修登録のみならず、より良い教育及び学修

を円滑に運営するための人間環境を整え「個

に対する教育」を行う。 
 
＜学修成果の評価＞ 
(1) 基礎学力や情報活用能力、総合力を目指し

たそれぞれの科目は、カリキュラム・ポリシ

ーに従って作成されたシラバスによって学修

進行し、シラバスに予め記された評価の方法

によって科目の合否を決定する。 
(2) 相互に関係し積み上げ学修がなされる科目

においては定められた順序に科目取得を行

う。 
(3) 各学年進級時に定められた単位数を取得し

ていなければならない。 
(4) 個々の学生の学びの過程と評価については

スタディーログとして記録し、教育の評価や

点検の材料として積極的に利用した教育方法

礎となる企画・発想法やリーダーシップ論、

経営論などについて学ぶ。 
【総合科目】 
４年間の学修の総合的な結果としての卒業研

究制作を行う。 
 
＜教育内容・方法＞ 
 本学では「担任制度」を設け、学生 40名程

度に 1 名以上の担当教員を配し、学修計画・

履修登録のみならず、より良い教育及び学修

を円滑に運営するための人間環境を整え“個に

対する教育”と同時に、“集団に対する教育”を
行う 
 
＜学修成果の評価＞ 
(1) 基礎学力や情報活用能力、総合力を目指し

たそれぞれの科目は、カリキュラム・ポリシ

ーに従って作成されたシラバスによって学修

進行し、シラバスに記された評価の方法によ

って科目の合否を決定する。 
(2) 相互に関係し積み上げ学修がなされる科目

においては定められた順序に科目取得を行

う。 
(3) 各学年進級時に定められた単位数を取得し

ていなければならない 
(4) 個々の学生の学びの過程と評価については

スタディーログとして記録し、教育の評価や

点検の材料として積極的に利用し、先端技術

を背景とした教育方法論の開発を行う。 
(5) 科目ごとに成績基準や評価方法を決定し学

生に開示する。評価の客観性を得るために必

要な科目にはルーブリック評価を取り入れ

る。 
(6) 各学年終了時に、年次の必修科目の単位取

得を判定し進級の判断を行う。履修状況に基

づき学生指導を実施する。学生アンケートに

よりカリキュラムの評価を行い次年度に活か

す。 
 
 
4.1.2 教育課程の体系本学は学生が持つ知的好

奇心を起点とした「理念的ものづくり」力を

育成する教育課程の体系をとる。それがデザ

イン学的な教育体系であって、具体的には 1
年次前期に動機を定着させる科目を配し、一

年次後期に理論の科目を配する。 
 
近年、技術系教育では自ら起業して新しい市

場を開拓するなど、現在の産業活動の発展に

寄与する人材が想定されるようになった。こ
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論の開発を行う。 
(5) 科目ごとに成績基準や評価方法を決定し学

生に開示する。評価の客観性を得るために必

要な科目にはルーブリック評価を取り入れ

る。 
(6) 各学年終了時に、年次の必修科目の単位取

得を判定し進級の判断を行う。履修状況に基

づき学生指導を実施する。学生アンケートに

よりカリキュラムの評価を行い次年度に活か

す。 
 
4.1.2 教育課程の体系本学は学生が持つ知的好

奇心を起点とした教育課程の体系をとる。具

体的には 1 年次前期に動機を定着させる科目

を配し、一年次後期に理論の科目を配する。 
 
本学の教育課程の編成における考え方と特色

は以下である。 
まず１年次については、1 年次前期に学修の

動機づけ及び専門技術の紹介（エクスポージ

ャ）に当たる科目（学科包括科目）を基本的

に配置し、理論的な内容等を学ぶ科目につい

ては 1 年次後期から基本的に学修が始まるよ

うにしている。このような教育課程にした理

由は、従来の大学では 1 年次前期から、卒業

に向けて段階的に理論を積み上げていくが、

数学などの基礎的科目の関連性の欠如から学

習興味が喪失することが往々にしてある。そ

こでこれらの科目の前に動機付け科目を配す

ることで、学生が入学時に持つ学修の動機、

好奇心、興味関心をより鮮明にさせるととも

に、理論が未定着であるがゆえに可能になる

創造的な制作・開発の体験をする。その体験

を一度経た上で、学生は工科学部に相応しい

線形代数や解析学などの理論を学ぶ。 
2 年次以降は、極力 PBL を意識し、ディプロ

マ・ポリシーにある「分析」と「判断」を涵

養する理論系科目と、ディプロマ・ポリシー

にある「創造（力）」と「プロトタイプ開

発」を涵養する演習科目と同時に学べるよう

に留意するとともに、講義・演習が実習と交

互に配置されるように配慮した。このよう

に、教育課程が体系立てられることによっ

て、分析、判断、創造、プロトタイプ開発と

いう 4 つの項目が効果的に学べる。よって、

本学の科目には、講義や演習といった区分が

明確化された授業のみならず、講義・演習科

目が混在している。  
加えて、実習系の教育課程にも留意した。情

報工学科では 1 年次前期の動機づけと 1 年次

れは重要な進歩である。しかし本学の設置の

目的は、より大きな課題の達成に置く。それ

は未来の社会的期待に応える産業の創出を目

標としつつ働く専門職に必要な、新しい思考

形式を持つ人材の育成である。この人材の思

考形式とは、課題を発見してその解決策を創

出する思考である。 
従来の大学では、専門が理系、文系の二つの

柱のもとに、それぞれ学問の構造に従って学

部、学科などの組織が作られ、各組織で自立

した教育が行われる。それは基礎科学である

法（基礎）、経（基礎）などの社会科学、文

学などの文系科学、物理などの理系科学と、

専門職に対応する法、経、医、工、農、薬な

どの臨床科学の教育である。その結果、教育

を受けたものは、特定の学問分野における独

自の視点を持つ専門家となる。例えば工学で

いえば、熱力学、電磁気学などの専門家とな

り、企業に入れば様々な製品の創出にその専

門的視点で広く寄与するのが専門的な仕事と

される。このような専門職で構成される我が

国の企業は、高性能、長寿命、低価格の製品

で世界を制覇したのであった。この専門家の

思考形式は、与えられた対象を専門的に分析

し、性能の高度化に必要な事項を指摘するこ

とであり、教育はそれを可能にするように行

われてきたのである。 
本学の目標とする思考形式はこれと逆であ

る。思考の出発は分析する対象としてのもの

ではなく、社会に存在する多様な期待であ

る。ここで顕在する期待だけでなく潜在する

期待も含めて「社会的期待」と呼ぶ。まず期

待を探索し、それを実現するための知識を収

集あるいは創出し、それを統合して製品・サ

ービスや技術システム・社会システムなどの

“もの”をデザインする。従来の大学ではもの

から知識を抽出する分析科学的な能力を身に

つけるのに対し、本学では知識から“もの”を
創出するデザイン能力を身につける。 
この生み出す“もの”は「人工物」である。す

ると伝統的な科学が「自然物を思索して知識

を生み出す（Create knowledge through the 
think of existence〈nature〉」のに対し、

「知識を思索して人工物を生み出す（Create 
existence〈artifacts〉through the think of 
knowledge）」と表現することができて、科

学とデザインが逆の構造を持つことが端的に

示される。 
社会的期待はいつの時代にも存在したが、そ

れが学問の世界で明示的に議論されることは
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後期の理論の定着を踏んだ後に始まる 2 年次

以降の教育課程は、コースごとの履修モデル

も始まるため、それに特化した実習が配され

ている。一方で、展開科目に配した学部横断

の実習科目である「地域共創デザイン実習」

によって、特定の学問領域に囚われることな

く、課題を俯瞰し問題解決を体感的に同時に

学ぶことも可能となっている。さらに、2 年

間の学びの集大成として、2 年次の最終科目

を「臨地実務実習Ⅰ」とすることによって、

最低限のコースごとの知識と教養とともに、

社会を俯瞰し問題解決する前に重要な問題発

見のための社会のプロセスを、実社会での学

びを通して学ぶという段階的な教育となっ

た。 
 3 年次からは、これまでに学修した知識や

能力のさらなる深化とともに、実社会に対し

ての理解を深めることのできるような教育課

程に変更することで、専門職人材の養成によ

り近づく体系になった。例えば、情報工学科

で言えば、実社会でソフトウェア・インテン

シブな製品を開発する場合、システムエンジ

ニア、プログラマー、データ分析者、企画

者、ソフトウェア開発部門とハードウェア開

発部門、といった具合に、それぞれの専門職

が集まりプロジェクトを進める。そこで、情

報工学科の実習科目においては、AI 分野、

IoT 分野、ロボット分野のコースごとの実習

科目を 3 年次で高度化するが、引続いて実施

する 3 年次後期の「ソリューション開発

Ⅰ」、4 年次前期の「ソリューション開発

Ⅱ」では、これらの専門職グループの共同作

業として 1 つのプロジェクトに取り組むこと

を体験するために、学科横断でのチーム編成

を行う。これはデジタルエンタテインメント

学科でも同様で、例えば、実社会でデジタル

ゲームを開発する場合、ゲームプランナー、

プログラマー、アーティスト、ビジュアルエ

フェクトエンジニア、ソフトウェア開発部門

とハードウェア開発部門、といった具合に、

それぞれの専門職が集まりプロジェクトを進

める。そこで、デジタルエンタテインメント

学科の実習科目においては、ゲーム分野と

CG分野のコースごとの実習科目を 3年次で高

度化するが、引続いて実施する 3 年次後期の

「デジタルコンテンツ制作応用」、4 年次前

期の「デジタルコンテンツ総合実習」では、

これらの専門職グループの共同作業として１

つのプロジェクトに取り組むことを体験する

ために、学科横断でのチーム編成を行う。 

ほとんどなく、したがってその探索と解決に

ついての能力を獲得するための学修を可能に

する大学は存在しなかった。社会的期待は伝

統的な大学教育においては学問の外にあるも

のとされ、それは普通の個人または企業など

の、大学で身につけた学問分野を持つ専門家

を含む組織が探索し決定するものであり、基

本的には各組織に定められた目的の範囲とい

う条件のもとに決定するものとされていた。 
学問が真実の発見を目的とする以上、それは

純粋な知的好奇心のみに駆動されて行われる

思索によって進められるべきであり、社会的

期待のように個人の主観に依存しまた時代に

よって変動するような“世俗的な”ものに関心

を持てば、それが生きるために重要であるこ

とは十分認めるけれども、得られた知識は個

人や時代に影響を受けた偶発的なものとな

り、無意味あるいは貧弱な真実しか得られな

いとする考え方が学問の中心に置かれてきた

し （ Charles Sanders Peirce, Collected 
Papers of Charles Peirce, Vol.1, p.349, C. 
Hartshorne, Paul Weiss (eds.), Thoemmes 
Press, 1931）、それは現代でも根強い考え方

である。  
この思想が人類に、主義主張や立場にかかわ

らずすべての人に常に有用である科学知識を

生み出したことは紛れもない事実である。し

かし現代においてこの事情は一変した。それ

はこの定義に基づく科学の否定ではなく、科

学が無視してきた空間にもう一つ別の知識体

系が存在することの発見である。それは科学

的知識が持つ現実世界への不可避的な影響で

あり、それを探索しない限り伝統的な科学の

正当性の中に安住していることができなくな

ったという事実の出現である。科学が存在の

真実を求めてきたとすれば、もう一つの知識

体系は「影響の真実」と呼ぶべきものであ

る。 
伝統的科学においては、工学や農学などの、

有用性を目標とする分野も作られたが、それ

は物理学や生物学の応用と考えられ、独立の

科学分野とは考えられず、大学の分野として

は認知されてこなかった。我が国でいち早く

それを大学組織に取り込む政策をとったのは

特筆するべき政策であったが、それはあくま

で応用分野という定義のもとに存在していた

のである。 
いま科学技術の社会への影響が大きくなり、

多様化・複雑化するにつれ、その恩恵と脅威

に対する理解が不可欠となり、顕在するか潜
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さらに 2 学科共通の展開科目には、実社会を

理解する科目を置いている。先に述べた、コ

ース横断の実習科目は、社内の能力を結集し

創造する能力や隣接他部署とのコミュニケー

ション力を高めることはできるが、実社会で

の課題を俯瞰し創造するための知識・理解、

能力や、クライアント、顧客、仕入れ先、業

務委託先など、社外と効果的なコミュニケー

ションを取るための実社会の深い理解が不足

しているであろう。そこで、3 年次以降の展

開科目には、知的財産権、ファイナンス、企

業組織、法務、人材、CSR などを学ぶ科目を

配している。 
 3 年次からの教育課程は 1 年次や 2 年次に

見られる、学問の追及、分析ではなく、創造

（統合）にシフトされており、養成する人材

像と整合性が高いと考える。さらに、これら

を強化するために、これらの創造も講義・演

習、学内実習と臨地実務実習とを往復するこ

とでより、専門職として確かな実践力を養成

することができるような教育課程となってい

る。 
 「臨地実務実習Ⅱ」は 3 年次の後期に配さ

れ、コース別の学修が終盤に差しかかり、専

門職として必要な知識をある程度修得してい

るタイミングで取り組むことができる。加え

て、展開科目の一部によって、対象社会のビ

ジネスルールやプロセスの理解も最低限備え

ている。よって、3 年次後期に配された「臨

地実務実習Ⅱ」の到達目標は「製品、業務内

容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や

課題の理解」が相応しい。 
 先に述べた「ソリューション開発Ⅰ、Ⅱ」

や「デジタルコンテンツ制作応用」、「デジ

タルコンテンツ総合実習」は、2 年次に配さ

れた「地域共創デザイン実習」での課題を発

展させ、最終的にプロトタイプを生み出すた

めの学内実習の総まとめとして位置づけてお

り、専門技術の習得のまとめであると同時

に、最終課題と言ってもよい「臨地実務実習

Ⅲ」と「卒業研究制作」を繋ぐ科目として、

重要な位置づけとなっている。 
 先に述べた「臨地実務実習Ⅲ」は 4 年次前

期に配され、総合科目に配された、卒業研究

制作を除く全ての教育課程が履修されたタイ

ミングで行われる。「臨地実務実習Ⅲ」の到

達目標は、学部・学科以下ののディプロマ・

ポリシーの 7 項に直結している。 
 そして、今までの学びの総まとめとして位

置する科目が「卒業研究制作」である。1 年

在的かを問わず満たすべき社会的期待を探索

することが重要な仕事となる。これは目的を

定められた組織や制度によっては探索するこ

とができず、自由な個人の社会に対する感受

性を中心とする独創性によってはじめて可能

となる時代が到来した。これは現代の「知的

好奇心」である。発見された期待は、分野を

超えた知識及び新しい知識を使いこなしつつ

解を求めるデザイン型の思考によってその解

が求められる。 
社会的期待実現のために知識を使用する方法

の創出の仕事が新知識を創出する科学的仕事

と並んで重要な時代が到来したことは、既に

平成 11 年の国際科学会議 ICSU と UNESCO
が主催した世界科学会議（World Conference 
on Science, WCS, Budapest）のブダペスト宣

言で明確に述べられている（資料 11）。また

平成 27年の国連で決議された「持続可能な開

発のためのアジェンダ 2030（Sustainable 
Development Goals, SDGs）（資料 3）」に

おいては、世界においてすべての国が努力し

て実現するべきものとして 17 個の社会的期待

が合意されたものとして明示され詳述され

た。このように、もはや社会的期待は大学や

専門家の外にあるものではなく、大学をはじ

め、諸機関の専門職が重点的に取り組むべき

大きな公的課題になりつつあるのが世界的な

流れである。本学ではこの流れを受け止め、

国内のみならず世界の社会的期待を感知し、

その解決のための方法を身につけ、世界で活

躍する専門職となるべく教育を行う。 
このような従来の思考過程を逆転するデザイ

ン志向の教育は、従来の大学が持つ学部学科

組織の下で個別学問分野を専門とする教員が

行う教育とは異なるものであるが、伝統的人

事構造の中に安住する人材に対する批判が産

業を中心に広範囲に広がり、これを克服する

人材が強く求められ始めた状況に応えるもの

である。したがって、本大学の使命は、前述

の基本的に新しい教育を若者に対して実施す

るだけでなく、企業人の再教育にも大きな責

任を負っていると認識し、社会人学生の入学

も予想している。 
 
上記で明記した教育を具現化するために、例

えば、「確率統計論」「線形代数」「解析

学」等の数学における理論科目は、1 年前期

の「情報工学演習」を前段の科目として後期

に実施する。学問の追及は従来の大学が担う

べき役割であるが、専門職大学である本学は
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次の学修の動機づけと身につけた理論、2 年

次の「地域共創デザイン実習」による自治体

や地域企業などの課題を解決するプロトタイ

プのデザインを通して制作や研究を実践し、

3、4 年次の「ソリューション開発Ⅰ、Ⅱ」、

「デジタルコンテンツ制作応用」、「デジタ

ルコンテンツ総合実習」によって「地域共創

デザイン実習」での課題を専門職として発展

させ、「卒業研究制作」で学生一人一人がま

とめる。そのような重要な位置づけとなって

いるのが、「卒業研究制作」である。 
 
  
上記で明記した教育を具現化するために、例

えば、「線形代数」「解析学」「確率統計

論」等の数学における理論科目は、1 年前期

の「情報工学概論」を前段の科目として後期

に実施する。先ずは手を動かしモノに触れる

ような授業として情報工学科では「情報工学

概論」を、デジタルエンタテインメント学科

では「コンテンツデザイン概論」等を配し、

従来の工学系大学において 1 年次前期によく

見られる理論系の科目を後期に配する。これ

によって学生が入学前に持っていた創造への

期待を学修への動機へと転換する。 
さらに「情報工学演習」、と「コンテンツデ

ザイン概論」は学科包括科目として、1 年次

後期から始まる、コース体系をアナウンスす

る科目でもある。各学科内でもさらにコース

別に細分化される本学特有の教育課程ををガ

イダンスする科目である。加えて、学科の特

性上情報工学科について更に「情報工学演

習」を補佐する「デザインエンジニアリング

概論」も学科包括科目として据える。この科

目は、コース体系をアナウンスしつつ、演習

要素を含んだ科目である「情報工学概論」の

講義部分を補佐する役目を果たす。 
このような、体験かつ学科を包括する科目を

置くことで、何ができるようになるのかを体

感し、体験を通して当該技術が何に役立てら

れるのかを技術の応用側面から理解すること

ができる。これらにより、学修の動機付けと

自らが新たな利用価値を見いだす第一歩を作

り出す。 
加えて、均質な教育が入学する学生に施され

るためには、入学時の学力差について補うこ

とが重要と考えている。そこで、本学では本

申請書にある教育課程として配する科目以外

にも、入学時の学力差補助のために「基礎数

学」、「基礎物理」、「基礎英語」といった

“分析して原理を用いる”が中心ではなく、入

学時、ひいては入学してくる若者や社会人が

今までの人生の中で大事にしてきた事柄、つ

まり“知的好奇心”から生まれる突発的な発想

に基づく自由なアイデアを中心と据える。も

ちろん、多くの理論・原理を身につけている

ことで、良いモノができることは確かであ

る。しかし、必ずしも理論を修得してからで

ないと、価値創造が生み出せないとは限らな

い。先ずは手を動かしモノに触れるような授

業として情報工学科では「情報工学演習」

を、デジタルエンタテインメント学科では

「コンテンツデザイン概論」等を配し、従来

の工学系大学において 1 年次前期によく見ら

れる理論系の科目を後期に配する。 
さらに「情報工学演習」、と「コンテンツデ

ザイン概論」は学科包括科目として、1 年次

後期から始まる、コース体系をアナウンスす

る科目でもある。各学科内でもさらにコース

別に細分化される本学特有の教育課程ををガ

イダンスする科目である。加えて、学科の特

性上情報工学科について更に「情報工学演

習」を補佐する「デザインエンジニアリング

概論」も学科包括科目として据える。この科

目は、コース体系をアナウンスしつつ、演習

要素を含んだ科目である「情報工学演習」の

講義部分を補佐する役目を果たす。 
このような、体験かつ学科を包括する科目を

置くことで、何ができるようになるのかを体

感し、体験を通して当該技術が何に役立てら

れるのかを技術の利用側面から捉えることが

できる。これらにより、学修の動機付けと自

らが新たな利用価値を見いだす第一歩を作り

出す。 
加えて、均質な教育が入学する学生に施され

るためには、入学時の学力差について補うこ

とが重要と考えている。そこで、本学では本

申請書にある教育課程として配する科目以外

にも、入学時の学力差補助のために「基礎数

学」、「基礎物理」、「基礎英語」といった

補講科目を配する。 
 
 
4.1.2.1 実践的能力と応用的能力の育成・展開

本学では既に述べたカリキュラム・ポリシー

やディプロマ・ポリシーに定める専門知識と

専門技能、国際コミュニケーション力、価値

創造力、職業的倫理観等を修得させるため

に、職業に密接に関連した学際的な教育内容

を、順次性を考慮し基礎科目、職業専門科
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補講科目を配する。 
 
 
4.1.2.1 実践的能力と応用的能力の育成・展開

本学では既に述べたカリキュラム・ポリシー

やディプロマ・ポリシーに定める専門知識と

専門技能、国際コミュニケーション力、価値

創造力、職業的倫理観等を修得させるため

に、職業に密接に関連した学際的な教育内容

を、順次性を考慮し基礎科目、職業専門科

目、展開科目、総合科目の区分で編成する。 
それぞれの科目ではその教育内容に応じて講

義・演習・実習を適切に組み合わせた授業体

系とし、特に、実践力の育成と学修内容の定

着度向上を図るため、座学（講義）だけの科

目は極力減らし演習と講義を組み合わせた科

目とする。また、実制作実習科目は教育課程

連携協議会の協力や支援を必ず求めること

で、実社会の課題解決経験も得られる実践的

な教育体系にする。 
各授業科目の単位数は、専門職大学設置基準

第 14 条に則り、本学では講義 30 時間で 2 単

位、演習と実習は 30 時間で 1 単位を基本とす

る。講義 15 時間と演習を 15 時間合わせた授

業の場合には 1.5 単位としている。 
総合科目ではそれまでに学び得た知識、実践

力、職業倫理観等の集大成となる応用的な科

目を配し、さらに、2 学科それぞれが横断す

ることで部門を越えた応用力等も涵養される

ように配慮した。 
この教育編成によって、専門領域や特定のマ

ーケット等に縛られることのない問題発見・

解決思考回路や他業種との交流が図れるよう

な人材を育み、実社会を価値創造へ導くこと

のできる応用力を育成する教育編成とする。 
 
 
教育課程を開発・不断の見直しと反映を行う

仕組み 
本学の教育課程において、臨地実務実習を除

く全ての授業は、基本的に本学が契約した教

員によって行われている。また、臨地実務実

習先（受け入れ先）は、全て臨地実務実習施

設使用承諾書を交わすとともに、臨地実務実

習施設の概要に明記がある通り、実習指導

者・事業の概要・該当施設の選定理由等を、

本学に所属する教職員によって確認し適切と

判断できる企業や団体等に限定している。加

えて、海外臨地実務実習を除く全ての臨地実

務実習では、複数人の教職員による巡回によ

目、展開科目、総合科目の区分で編成する。 
それぞれの科目ではその教育内容に応じて講

義・演習・実習を適切に組み合わせた授業体

系とし、特に、実践力の育成と学修内容の定

着度向上を図るため、座学（講義）だけの科

目は極力減らし演習と講義を組み合わせた科

目とする。また、実制作実習科目は教育課程

連携協議会の協力や支援を必ず求めること

で、実社会の課題解決経験も得られる実践的

な教育体系にする。 
各授業科目の単位数は、専門職大学設置基準

第 14 条に則り、本学では講義 30 時間で 2 単

位、演習と実習は 30 時間で 1 単位を基本とす

る。講義 15 時間と演習を 15 時間合わせた授

業の場合には 1.5 単位としている。 
総合科目ではそれまでに学び得た知識、実践

力、職業倫理観等の集大成となる応用的な科

目を配し、さらに、2 学科それぞれが横断す

ることで部門を越えた応用力等も涵養される

ように配慮した。 
この教育編成によって、専門領域や特定のマ

ーケット等に縛られることのない問題発見・

解決思考回路や他業種との交流が図れるよう

な人材を育み、実社会を価値創造へ導くこと

のできる応用力を育成する教育編成とする。 
 
 
豊かな人間性と職業倫理観の涵養 
1 章で述べた通り、本法人の理念は知性と感

性の総合に支えられた「創造力」と「豊かな

人間性」を教育の根幹とした「人間教育」で

あり、本学はこの理念のもと教育を行う。 
「豊かな人間性」とは、各コースに設ける演

習・実習系の科目等で自らの興味や好奇心を

具現化することで得られる達成感や充実感と

ともに、グループワークや実社会における業

務等で出会う葛藤等を通し、集団において現

象する喜怒哀楽を感受することを通じてはぐ

くまれる人間性の育成である。さらに、変化

スピードが速い現代社会の要求に対し、人間

の感性という普遍的な要素を理解すること

は、プロフェッショナル人材の輩出のために

重要であることは明らかである。そこで、本

学では人間が持つ感性を体系的に理解するだ

けでなく、それを設計に応用できるようにす

るために、各学科に心理関係の科目も配置す

る。 
「職業倫理」の教育に関しても本学は重要視

している。従来の教育機関では座学として一

般教養を学ぶ側面と、プラクティカルに特化
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って、適切に教育が行われているかが確認さ

れる等、実習水準の確保の方策も取ってい

る。これら臨地実務実習に関する詳細につい

ては後の 11 章で言及する。以上のことから、

本学で必要な授業科目を自ら開講していると

いえる。 
教育課程連携協議会についての詳細は後の 7
章で述べるが、今回、編成・設置される教育

課程は、現代社会特有の複雑化した問題に対

峙できるように教育課程連携協議会の意見等

を反映させ、その時世に合った体系に常に変

化させることで教育課程を開発する。 
例えば、教育課程連携協議会の構成員には、

学校教育法第 11 条 2 項（エ）で定義されてい

るように、臨地実務実習先として本学と連携

を取る事業者が含まれる。この構成員によっ

て臨地実務実習の実態として教育課程に反映

すべき意見が出された場合は、必要に応じて

再検討され、所定の手続きをもって「臨地実

務実習Ⅰ～Ⅲ」に反映されるようにする。こ

のように本学では教育課程の開発を行う。 
加えて、臨地実務実習を含む全ての実習科目

は必ず教育課程連携協議会の協力や支援を求

める。教育課程連携協議会では、産業界及び

地域社会との連携による授業科目の開設や、

その他の教育課程の編成に関する基本的な事

項などについて議論される。議論に基づき設

置される臨地実務実習や各学科の職業専門科

目に配した実習科目、並びに、産学官の連携

を目的とする「地域共創デザイン実習」によ

って、学生は技術の社会性を現実的に学ぶ。

具体的な関係性は、科目ごとに以下に記す。 
 
「地域共創デザイン実習」 
報工学科とデジタルエンタテインメント学科

の双方に配置したこの科目については、教育

課程連携協議会の主に「地域」・「協力」区

分に該当するメンバーから協力と支援を得

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマに取り組む際の

企画提案の場の提供等である。 
 
「ソリューション開発Ⅰ」「ソリューション

開発Ⅱ」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマを取り組む際の

共同製品・共同制作物の開発、あるいは企画

した職業倫理を学ぶ側面のどちらか一方であ

ったが、本学では生涯を通して学ぶ必要のあ

る「グローバルコミュニケーション科目」、

「倫理科目」、デザイン学教育のための「基

盤科目」といった学士力に当たる一般教養と

ともに、ビジネス展開のための実践力の養成

に必要な教養科目として、例えば「知的財産

権論」等によって実践力を通して創造された

コンテンツの流通・保護を理解する。 
 
本学の育成するデザイナー像は、仕事の結果

に対する倫理的責任を強く持ちながら、変化

する社会の要請に対して敏感に反応し対応す

る、“Designer in Society（社会とともにある

デザイナー）”の育成を目指している。ここで

は、我々が個人としての活動に責任を持つと

ともに、日常的なデザイン行為や使用してい

る技術、社会的な規範に反しないよう高い倫

理性を持って監視する姿勢を持つことが必要

で、これは、健全な社会を維持していくため

に重要な行為である。技術が社会に打撃を与

える事例が少なからず存在するが、特に現代

において広範な分野で急速に進展する科学的

知識に依拠するデザインは、その効果が未知

の要因を含むことを認識し、新しいデザイン

が人にとって、また社会・自然環境にとっ

て、常によきものであることを希求する倫理

観を身につけることを学修の中心に置く必要

がある。そして近い将来、専門的な職業人と

して属する企業や起業する個人としても、単

に利益を追求するばかりでなく、企業の組織

的活動が社会に与える影響にも責任を持ち、

社会の発展に貢献するための倫理的な責任に

ついて注視する必要がある。この授業では具

体的な個人や組織の社会における倫理性につ

いて事例を挙げて説明するとともに、我々が

将来に向かって、困難な問題を克服し、持続

可能な社会を維持していくための責任につい

ても専門職が社会に対して持たなければなら

ない倫理について学修する。 
さらに、各臨地実務実習等の実践的な教育を

通して、社会人が持ち合わせなければならな

い職業倫観のみならず、1 章で述べた通り、

結果に対する倫理的責任を強く持ちつつ社会

の要求に敏感に応えられる高いレベルの職業

倫理観を涵養することによって、本学が目指

す、“Designer in Society（社会とともにある

デザイナー）”を育成する。 
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提案・報告の場の提供等である。 
 
 
「デジタルコンテンツ制作応用」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力と支援を得る。ここで指す協力と

支援とは、実習テーマ等の共同策定や、その

テーマを取り組む際の共同製品・共同制作物

の開発、あるいは企画提案・報告の場の提供

等である。 
 
「人工知能応用」「IoT サービスデザイン」

「産業用ロボット実習」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力を得る。こ

こで指す協力とは、実習テーマ等の共同策定

等である。 
 
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅰa、Ⅰb」
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅱ」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力を得る。ここで指す協力とは、実

習テーマ等の共同策定等である。 
 
以上のように、上記の科目については必ず教

育課程連携協議会との関係を持つとともに、

開発・不断の見直しを行う。不断の見直しを

行う体制についての詳細は、7 章にて説明す

る。 
 
ここまで述べてきた実習系授業と、教育課程

連携協議会が効果的に連携を取るための機能

として、本学では分科会を設置している。例

えば、「地域共創デザイン実習」の授業実施

おいては地域区分構成員だけでなく、その関

連企業・団体が複数関わることになるため、

「地域共創デザイン実習」の協力企業・団体

からなる分科会を組織し、授業運営に向けた

取り組みを行うこととしている。その分科会

の位置づけは、教育課程連携協議会規定で以

下のように示している。なお、その分科会

は、授業担当の専任教員も構成員となる。 
 
教育課程連携協議会規定に追加する規定【抜

粋】 

教育課程を開発・不断の見直しと反映を行う

仕組み 
本学の教育課程において、臨地実務実習を除

く全ての授業は、基本的に本学が契約した教

員によって行われている。また、臨地実務実

習先（受け入れ先）は、全て臨地実務実習施

設使用承諾書を交わすとともに、臨地実務実

習施設の概要に明記がある通り、実習指導

者・事業の概要・該当施設の選定理由等を、

本学に所属する教職員によって確認し適切と

判断できる企業や団体等に限定している。加

えて、海外臨地実務実習を除く全ての臨地実

務実習では、複数人の教職員による巡回によ

って、適切に教育が行われているかが確認さ

れる等、実習水準の確保の方策も取ってい

る。これら臨地実務実習に関する詳細につい

ては後の 11章で言及する。以上のことから、

本学で必要な授業科目を自ら開講していると

いえる。 
教育課程連携協議会についての詳細は後の 7
章で述べるが、今回、編成・設置される教育

課程は、現代社会特有の複雑化した問題に対

峙できるように教育課程連携協議会の意見等

を反映させ、その時世に合った体系に常に変

化させることで教育課程を開発する。 
例えば、教育課程連携協議会の構成員には、

学校教育法第 11 条 2項（エ）で定義されてい

るように、臨地実務実習先として本学と連携

を取る事業者が含まれる。この構成員によっ

て臨地実務実習の実態として教育課程に反映

すべき意見が出された場合は、必要に応じて

再検討され、所定の手続きをもって「インタ

ーンシップⅠ～Ⅳ」に反映されるようにす

る。このように本学では教育課程の開発を行

う。 
加えて、臨地実務実習を含む全ての実習科目

は必ず教育課程連携協議会の協力や支援を求

める。教育課程連携協議会では、産業界及び

地域社会との連携による授業科目の開設や、

その他の教育課程の編成に関する基本的な事

項などについて議論される。議論に基づき設

置される臨地実務実習や各学科の職業専門科

目に配した実習科目、並びに、産学官の連携

を目的とする「地域共創デザイン実習」によ

って、学生は技術の社会性を現実的に学ぶ。

具体的な関係性は、科目ごとに以下に記す。 
 
「地域共創デザイン実習」 
情報工学科とデジタルエンタテインメント学

科の双方に配置したこの科目については、教
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（分科会） 
第７条 本協議会は、教育課程の見直しなど特

定の分野・目的毎に審議するため、必要に応

じ分科会を置くことができる。 
  ２ 分科会長は、本協議会の構成員から

学長が指名する。 
  ３ 分科会に所属する者は、本協議会の

構成員、専任教員及び教育課程の実施におい

て本学と協力する事業者から学長が指名す

る。 
  ４ 分科会長は当分科会での審議の内容

について協議会に報告し、協議会の了承を得

るものとする。 
 
 
 
4.3 4 つの科目区分の目的と科目配置 
専門職大学設置基準第 13 条に規定された 4 科

目区分ごとに各種科目の配置を行い、それら

該当科目の目的が果たされるように配置され

ている（資料 8, 9）。以下、科目区分別に詳

細を記す。 
 
4.3.1 基礎科目 
 本学を卒業したものが、専門職として社会

に身を置き成長する過程において常に基礎と

するべく、学科にかかわりなく共通して学ぶ

基礎的な必修科目である。 
本学が養成する“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”を養成するために

は、学問領域の専門家になることを目標とす

るのではなく社会的期待の充足に専門職とし

て応えたいという強い意志と目標を持った人

に対し、その目標の実現に必要な論理的思考

能力とデザイン思考の涵養が必要で、モノづ

くりの経験や分析を通し社会との共創を行う

ことによって、未来志向の発想力や創造性を

期待している。 
加えて、経済産業省による「大学生の「社会

人観」の把握と 「社会人基礎力」の認知度向

上実証に関する調査」（平成 22 年（資料

12 ））によると、企業が学生に不足している

と挙げる能力と学生自身が不足していると挙

げる能力に明らかなギャップが生じている。

企業側は学生に対し、「主体性」「粘り強

さ」「コミュニケーション力」といった内面

的な基本能力の不足を感じているが、学生

は、技術・スキル系の能力要素が企業から見

たときに不足していると考えている。このギ

ャップを埋めるために、コミュニケーション

育課程連携協議会の主に「地域」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマに取り組む際の

企画提案の場の提供等である。 
 
「ソリューション開発Ⅰ」「ソリューション

開発Ⅱ」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマを取り組む際の

共同製品・共同制作物の開発、あるいは企画

提案・報告の場の提供等である。 
 
「デジタルコンテンツ制作応用」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力と支援を得る。ここで指す協力と

支援とは、実習テーマ等の共同策定や、その

テーマを取り組む際の共同製品・共同制作物

の開発、あるいは企画提案・報告の場の提供

等である。 
 
「人工知能応用」「IoT サービスデザイン」

「産業用ロボット実習」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力を得る。こ

こで指す協力とは、実習テーマ等の共同策定

等である。 
 
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅰa、Ⅰb」
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅱ」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力を得る。ここで指す協力とは、実

習テーマ等の共同策定等である。 
 
以上のように、上記の科目については必ず教

育課程連携協議会との関係を持つとともに、

開発・不断の見直しを行う。不断の見直しを

行う体制についての詳細は、7 章にて説明す

る。 
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力といった能力の養成には注力する必要があ

る。 
そこで本学の基礎科目には、カリキュラム・

ポリシーにもある通り“Designer in Society
（社会とともにあるデザイナー）”となる為に

最低限必要な能力、例えば、ファッションや

医療といった専門職の分野に関わらず、新し

い思考形式を持ち続けられる人材に必要な能

力、つまり「生涯にわたり自らの資質を向上

させ、社会的及び職業的自立を図るために必

要な能力を育成する」科目を配置する。ま

た、基礎科目に配当する科目には、新しい教

育機関の大学として学士力の養成に必要な科

目とも捕えることができる。よって、主に従

来の大学における教養科目で一部垣間見るこ

とができる授業でもある。 
 
(1) 「専門職のための倫理学」。専門職は、

社会的期待に対する回答を社会に提供す

ることを使命とするのであるから社会に

対して責任を持つ。したがって組織内で

協調的仕事を行う場合も、個人として仕

事をする場合もともに倫理的であること

が必要条件であり、専門職が社会に対し

て持たなければならない倫理について学

修する。 
(2) 「専門職であるために必要な人格の形

成」。専門職は組織の一員として行動す

るだけでなく個人としての責任において

社会的に行動することを基本とする者で

ある。そのためには専門職に課せられる

固有の人格を持つことが求められ、社会

と人間についての洞察力、行動がもたら

す社会への影響の予測力、未来社会を描

き出す構想力などを基礎として持つ必要

がある。これは分野でいえば、文化人類

学、比較文化論、認知心理学、記号学、

科学哲学、社会哲学、など、職能人とし

て基礎的・汎用的な知識・教養を持つこ

とで達成される。 
(3) 「専門職のためのコミュニケーション

論」。社会的期待の探索のために必要な

理解力、及びデザイン結果とその背景の

思想についての社会への正確な発信力

は、専門職にとって不可欠の条件であ

り、生涯にわたり深化させるべき能力で

あって、その基礎を学修する。具体的に

は、コミュニケーションツールの修得と

ともに、国際的活動のためには英語力が

必要で、この学修も必修である。 

4.3  4 つの科目区分の目的と科目配置 
専門職大学設置基準第 13条に規定された 4 科

目区分ごとに各種科目の配置を行い、それら

該当科目の目的が果たされるように配置され

ている（資料 9, 10）。以下、科目区分別に詳

細を記す。 
 
4.3.1 基礎科目 
 本学を卒業したものが、専門職として社会

に身を置き成長する過程において常に基礎と

するべく、学科にかかわりなく共通して学ぶ

基礎的な必修科目である。 
本学が養成する“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”を養成するために

は、学問領域の専門家になることを目標とす

るのではなく社会的期待の充足に専門職とし

て応えたいという強い意志と目標を持った人

に対し、その目標の実現に必要な論理的思考

能力とデザイン思考の涵養が必要で、モノづ

くりの経験や分析を通し社会との共創を行う

ことによって、未来志向の発想力や創造性を

期待している。 
加えて、経済産業省による「大学生の「社会

人観」の把握と 「社会人基礎力」の認知度向

上実証に関する調査」（平成 22 年（資料

12 ））によると、企業が学生に不足している

と挙げる能力と学生自身が不足していると挙

げる能力に明らかなギャップが生じている。

企業側は学生に対し、「主体性」「粘り強

さ」「コミュニケーション力」といった内面

的な基本能力の不足を感じているが、学生

は、技術・スキル系の能力要素が企業から見

たときに不足していると考えている。このギ

ャップを埋めるために、コミュニケーション

力といった能力の養成には注力する必要があ

る。 
そこで本学の基礎科目には、カリキュラム・

ポリシーにもある通り“Designer in Society
（社会とともにあるデザイナー）”となる為に

最低限必要な能力、例えば、ファッションや

医療といった専門職の分野に関わらず、新し

い思考形式を持ち続けられる人材に必要な能

力、つまり「生涯にわたり自らの資質を向上

させ、社会的及び職業的自立を図るために必

要な能力を育成する」科目を配置する。ま

た、基礎科目に配当する科目には、新しい教

育機関の大学として学士力の養成に必要な科

目とも捕えることができる。よって、主に従

来の大学における教養科目で一部垣間見るこ

とができる授業でもある。 
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4.3.2 職業専門科目 
職業専門科目は、理論的かつ専門性の高い即

戦力人材を育成するために、演習・実習を重

視した実践的教育を行うための各種科目を配

置する。各学科内でもさらにコース別に細分

化され、より専門的で実践力に富んだ科目を

配置した。また、学科包括科目を職業専門科

目に配し、各学科の分野全般に精通するため

の科目を設置した(資料 9, 10)。学科包括科目

は、それら分野へのイントロダクションと同

時にデザイン思考を支える科目であって、各

学科の分野全般に精通する要素を含んだ科目

でもある。 
これらの配置によって、学生が専攻する分野

において理論的かつ実践的な能力や、専攻す

る学科の全般を俯瞰できるように配慮してい

る。 
 職業専門科目は基本的には学生本人が関心

を持つ課題、すなわち本人の学修動機を実現

するためのプロトタイプ制作を最終目標とす

る 4 年間の学修において、その実現に必要な

関連教科を、専門家になるためでなく実現に

必要なものとして学ぶ。そしてその学修が将

来にわたりより広い分野で活躍できる専門職

として有用な基礎知識を学修するように配置

される。 
 情報工学科を例にとれば、この関係は以下

のようになる。現在急速に進行中の情報通信

技術についての概説科目の履修を通じて、情

報通信技術を理解するとともにそれによって

社会の進展の可能性を知り、 “Designer in 
Society（社会とともにあるデザイナー）”の
倫理観のもとに自分の使命を認識する。この

使命の実現を目標として科目を学ぶ。各科目

の講義・実習を、自分の関心分野、実現した

いと考えるプロトタイプが含まれる技術分野

の背景知識と位置付けて理解し、特に制作課

題に関連する専門的理論、制作理論などの知

識を実際に使用してプロトタイプの高度化を

図ることによって個別知識の有効性を実感

し、さらに使用法について第三者に説明可能

なように理解を深める。また特に情報工学科

の学生が共通に持つ関心分野、例えば現在急

速に進歩しているビッグデータ、IoT、AI、
ロボットなどの先端分野の進展が社会に及ぼ

す影響について理解する。これらは行政、公

共サービス、企業における設計、製造、製品

 
(4) 「専門職のための倫理学」。専門職は、

社会的期待に対する回答を社会に提供す

ることを使命とするのであるから社会に

対して責任を持つ。したがって組織内で

協調的仕事を行う場合も、個人として仕

事をする場合もともに倫理的であること

が必要条件であり、専門職が社会に対し

て持たなければならない倫理について学

修する。 
(5) 「専門職であるために必要な人格の形

成」。専門職は組織の一員として行動す

るだけでなく個人としての責任において

社会的に行動することを基本とする者で

ある。そのためには専門職に課せられる

固有の人格を持つことが求められ、社会

と人間についての洞察力、行動がもたら

す社会への影響の予測力、未来社会を描

き出す構想力などを基礎として持つ必要

がある。これは分野でいえば、文化人類

学、比較文化論、認知心理学、記号学、

科学哲学、社会哲学、など、職能人とし

て基礎的・汎用的な知識・教養を持つこ

とで達成される。 
(6) 「専門職のためのコミュニケーション

論」。社会的期待の探索のために必要な

理解力、及びデザイン結果とその背景の

思想についての社会への正確な発信力

は、専門職にとって不可欠の条件であ

り、生涯にわたり深化させるべき能力で

あって、その基礎を学修する。国際的活

動のためには英語力が必要で、この学修

も必修である。 
(7) 「デザイン原論（一般設計学）」。従来

の大学では分析型論理に導かれて分科さ

れた領域ごとの教科を学んで領域を専門

とする分析型知性をもつ専門家を育成す

るが、領域を超える総合型の論理の下で

デザインを学ぶ本学では伝統的な領域ご

との学修とは別にデザインに固有の論理

と知識を学ぶことが必要で、これは伝統

的な教科にはないものであり、本学独自

の「デザイン原論」を主体とした学科包

括科目を設置して、本学で共有する。こ

の科目は性格上基礎科目であるが、カリ

キュラム編成上は各学科においてその骨

子を学科の領域に即して、職業専門科目

として教育する方法をとる。 
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サービス、物流などに及ぼす強力な効率化と

質的変化、それが人々の生活に及ぼす効果な

どが予想されるが、それについての分析、評

価、予測などを演習・実習を通じて学ぶ。こ

れらを通じて将来に起こる変化に対して的確

な判断をすることができる専門職になるため

に必要な知識を獲得すると同時に、直観力・

感受性を身につける。 
 デジタルエンタテインメント学科において

も、制作プロトタイプの高度化に必要な科目

を中心に、関心領域の背景知識に関する科

目、学科に関係する先端分野の科目を各学生

の学修計画に対応する配置を定めて学修す

る。これらの学修の実現のためには、各専門

教科において学術的な実績を持つ教員が協力

しつつ専門知識を教育することと並行して、

プロトタイプ制作という学生の動機にかかわ

る教育を担当する実務経験のある教員が協力

して、職業専門科目の配置や教育内容などに

ついて常時検討しつつ各学生にとってそれぞ

れ最適な教育をすることが必要である。 
  
 
4.3.3 展開科目 
本学は工科分野において日本の首都東京で国

際性を理解し、社会の発展と調和を目指した

教育・研究・実践活動を行い、真のイノベー

ションの実現者となるような人材を養成する

ことを目的としている。そのような、人材を

養成するために展開科目区分で修得すべき能

力は、『鋭敏なビジネスセンス』である。真

のイノベーションの実現者となるような人

材、つまり、“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”は社会の期待、あ

るいは自己の夢の実現を目指しているが、そ

れはビジネス原則を無視しては叶わないこと

も理解する必要があり、この能力を涵養する

べきである。 
加えて、専門職大学では、いわゆる社会人基

礎力の涵養も重要である。ここでいう社会人

基礎力とは、「前に踏み出す力（アクショ

ン）」（主体性、働きかけ力、実行力）、

「考え抜く力（シンキング）」（課題発見

力、計画力、創造力）、「チームで働く力

（チームワーク）」（発信力、傾聴力、柔軟

性、状況把握力、規律性、ストレスコントロ

ール力）の 3 つからなり、企業は学生に対し

「前に踏み出す力」をまず期待し、能力では

実行力に期待している。一方、学生は専門的

な知識やスキルに不安を感じているが、企業

4.3.2 職業専門科目 
職業専門科目は、理論的かつ専門性の高い即

戦力人材を育成するために、演習・実習を重

視した実践力的教育を行うための各種科目を

配置する。実践力の修得といった目的が達成

されるように、各学科の専門分野に特化した

授業のみならず、各学科内でもさらにコース

別に細分化され、より専門的で実践力に富ん

だ科目を配置した。また、学科包括科目を職

業専門科目に配し、各学科の分野全般に精通

するための科目を設置した(資料 9, 10)。学科

包括科目は、デザイン学を支える科目であっ

て、実践的な能力と各学科の創造力を支える

科目として配置されており、各学科の分野全

般に精通する要素を含んだ科目でもある。 
これらの配置によって、学生が専攻する分野

において理論的かつ実践的な能力や、専攻す

る学科の全般を俯瞰できるように配慮してい

る。 
 職業専門科目は基本的には学生本人が関心

を持つ課題、すなわち本人の学修動機として

の社会的期待の実現を実体験するためのプロ

トタイプ制作を軸とする 4 年間の制作学修に

おいて、その動機である実現に必要な関連教

科を、専門家になるためでなく制作に必要な

ものとして学ぶ。そしてその学修が将来にわ

たりより広い分野で活躍できる専門職として

有用な基礎知識を学修するように配置され

る。すなわち職業専門科目の学修は、「専門

職になるために知らなければならない科目

群」でなく、「制作中のプロトタイプをより

高度にするための科目群」であって、学修動

機が従来の大学とは異なるように設定され

る。 
 情報工学科を例にとれば、この関係は以下

のようになる。現在急速に進行中の情報通信

技術についての概説科目の履修を通じて、情

報通信技術を理解するとともにそれによって

社会の進展の可能性を知り、“Designer in 
Society（社会とともにあるデザイナー）”の
倫理観のもとに自分の使命を認識する。この

使命の実現を目標として科目を学ぶ。各論の

講義・実習を、自分の関心分野、実現したい

と考えるプロトタイプが含まれる技術分野の

背景知識と位置付けて理解し、特に制作とし

て選んだ課題に関連する専門的理論、制作理

論などの知識を実際に使用してプロトタイプ

の高度化を図ることによって個別知識の有効

性を実感し、さらに使用法について第三者に

説明可能なように理解を深める。また情報技
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側は「主体性」、「粘り強さ」、「コミュニ

ケーション能力」が不足と感じている 4。具体

的には、主体的に行動を起こし最後まで粘り

強くやり抜く力、またそのプロセスでのコミ

ュニケーション能力の涵養が求められる。 
大学生（特に学部新卒者）が卒業時に持つべ

き知識・能力についての調査結果がある 5。こ

の調査によると特に大学、企業の両方が重要

と考える能力は、「チャレンジ精神」、「チ

ームワーク能力」、「コミュニケーション能

力」などの一般的な社会人基礎力に加えて、

「問題解決・物を作り出していく能力」、

「課題を見出す能力」、「倫理観」などの専

門的能力である。企業側からは、学部新卒者

に不足する知識・能力として、「問題解決・

物を作り出していく能力」、「チャレンジ精

神」、「コミュニケーション能力」、「専門

分野に関する基礎的知識」、「文系分野も含

む幅広い教養」という指摘があった。 
さらに、日本経済再生本部第 4 次産業革命人

材育成推進会議は、IT を中心とした必要人材

のスキル・コンピテンシーを次のように設定

している 6。 
(7) 課題設定力、目的設定力 
(8) データ活用や IT にかかる能力・スキル 
(9) コンピュータ等の IT リテラシー 
(10) コミュニケーション能力 
(11) 分野を超えて専門知や技能を組み合わせ

る実践力 
(12) リーダーになる資質 
 
 よって、社会人基礎力にはビジネスの原則

を知るだけではなく、「前に踏み出す力（主

体的に行動を起こし最後まで粘り強くやり抜

く力）」、「チャレンジ精神」、「コミュニ

ケーション能力」、「チームワーク能力」、

「リーダーシップ」も重視する必要もある。 
 
以上をまとめると、展開科目を中心として

『鋭敏なビジネスセンス』を養成するその必

要性とは、 
7. ビジネスの仕組みを知らないといけな

い 

術の進展が社会に及ぼす影響について、特に

情報工学科の学生が共通に持つ関心分野に対

して現在急速に進歩しているビッグデータ、

IoT、AI などの先端分野を学ぶ。これらは行

政、公共サービス、企業における設計、製

造、製品サービス、配送などに及ぼす強力な

効率化と質的変化、それが人々の生活に及ぼ

す効果などが予想されるが、それについての

分析、評価、予測などを演習・実習を通じて

学ぶ。これらを通じて将来に起こる変化に対

して的確な判断をすることができる専門職に

なるために必要な知識を獲得すると同時に、

直観力・感受性を身につける。 
 デジタルエンタテインメント学科において

も、制作プロトタイプの高度化に必要な科目

を中心に、関心領域の背景知識に関する科

目、学科に関係する先端分野の科目を各学生

の学修計画に対応する配置を定めて学修す

る。これらの学修の実現のためには、各専門

教科において学術的な実績を持つ教員が協力

しつつ専門知識を教育することと並行して、

プロトタイプ制作という学生の動機にかかわ

る教育を担当する実務経験のある教員が協力

して、職業専門科目の配置や教育内容などに

ついて常時検討しつつ各学生にとってそれぞ

れ最適な教育をすることが必要である。 
  
 
4.3.3 展開科目 
本学が養成する“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”を養成するために

は、学問領域の専門家になることを目標とす

るのではなく社会的期待の充足に専門職とし

て応えたいという強い意志と目標を持った人

に対し、その目標の実現に必要な論理的思考

能力とデザイン思考の涵養が必要で、モノづ

くりの経験や分析を通し社会との共創を行う

ことによって、未来志向の発想力や創造性を

期待している。 
そこで本学の展開科目には、カリキュラム・

ポリシーにもある通り“Designer in Society
（社会とともにあるデザイナー）”となる為

に、日本の産業界を固定化してしまった学問

                                                   
4大学生の「社会人観」の把握と「社会人基礎力」の認知度向上実証に関する調査、経済産業

省、平成 22 年 6 月 
5平成 28 年度文部科学省「理工系プロフェッショナル教育推進委託事業」工学分野における理工

系人材育成の在り方に関する調査研究、千葉大学(2016) 
6第 4 次産業革命 人材育成推進会議（第 2 回）配布資料、日本経済再生本部、平成 29 年 2 月 
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8. 協調性を持って行動できないといけな

い 
9. リーダーになる資質を持っていないと

いけない 
10. 新しいものでも躊躇せず、新しい働き

や変化に好んで対応できないといけな

い 
11. 机上のデータのみならず、働きかけら

れないといけない 
12. 社会の問題解決だけではなく、真のイ

ノベータとして持続可能かつ発展性ま

で考慮できないといけない 
が列挙でき、そのために具体的には 

7. 経営資源の知識・理解 
8. チームワーク力 
9. リーダーシップ力 
10. チャレンジ精神 
11. 三現主義 
12. 社会倫理 

といった、「知識・理解」、「能力」、「志

向・態度」を養成するべきである。 
 
これらの能力の養成の内、本学では展開科目

に最も重要な科目として「地域共創デザイン

実習」を配する。この科目は実体験に則する

ことが重要で、実際には産学官連携の授業と

して本学が配する。本学が立地する地域が抱

える問題に対して産学官連携で取り組み、授

業評価については指導教員のみならず、連携

した企業や地域団体にも評価を求める。この

実体験によって、我が国の将来において、制

度、社会、産業、国際協力、そして人々の生

活などあらゆる側面への寄与を肌で感じるこ

とが可能となる。加えて、この「地域共創デ

ザイン実習」は 2 学科が協力して学ぶ展開的

な科目で、学部横断で取り組むことによっ

て、それぞれの学科における創造的な役割を

担うための能力を展開させるための授業であ

る。 
 
 
4.3.4 総合科目 
総合科目は、それまでに学んだことを、変化

する社会の要請に対し主体的に、また結果に

対する倫理的責任を強く持ちつつ敏感に応え

る“Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”となるべく、実践的かつ応用的な

能力を総合的に高めるための集大成となる科

目を配置する。 
 

分野でいう工学、産業界では ICT と呼ばれる

ような領域において、その職種が、次々と出

現する技術の可能性を、社会と矛盾すること

なく利用する主役として、これからの社会の

繁栄に大きく貢献するために必要な能力を涵

養する科目を配置する。つまり「専攻する特

定の職業分野に関連する他分野の応用的な能

力であって、当該職業の分野において創造的

な役割を果たすために必要なものを育成す

る」科目を配置する。また、展開科目に配当

する科目には、新しい専門職養成機関として

ビジネス展開のための実践力の養成に必要な

科目とも捕えることができる。よって、既設

の専門学校HAL東京で取り扱う科目で一部垣

間見ることできる授業でもある。 
この展開科目はビジネス教養として、専攻分

野における価値創造といった能力が、実社会

において遺憾なく発揮できるよう、工学分野

ではない科学研究費助成事業 「審査区分表」

（平成 30 年度助成に係る審査より適用）で大

区分 A に該当するような、マーケティングを

学ぶ授業を配置するだけではなく、職業専門

科目で培った実践的かつ専門的な能力で価値

創造を生み出す職能人としてスムーズに社会

で実力が評価されるように、プレゼンテーシ

ョン技術や制作したものを評価し、それをも

って再度制作に取り組むことのできる職業倫

理観等を涵養する科目を配置した。加えて、

2 年次において、実習科目として今まで培っ

てきた実践力のみで価値創造を行う科目を各

学科別に配することで、企画発想、制作、評

価といった一貫した制作過程を実践すること

を通して、価値創造を生み出す過程を体感で

きるように配する。 
この科目は実体験に則することが重要で、実

際には産学官連携の授業として本学が配する

「地域共創デザイン実習」が該当する。本学

が立地する地域が抱える問題に対して産学官

連携で取り組み、授業評価については指導教

員のみならず、連携した企業や地域団体にも

評価を求める。この実体験によって、我が国

の将来において、制度、社会、産業、国際協

力、そして人々の生活などあらゆる側面への

寄与を肌で感じることが可能となる。加え

て、この「地域共創デザイン実習」は 2 学科

が協力して学ぶ展開的な科目で、学科横断で

取り組むことによって、それぞれの学科にお

ける創造的な役割を担うための能力を展開さ

せるための授業である。 
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4.4 4 つの科目区分の観点と体系的教育課程

の編成 
体系的教育課程の編成については資料 8、9に

概念図を記すとともに、以下に説明する。 
 

 4 つの科目区分における体系的教育課

程の編成 
4.1.1.1 基礎科目における体系的教育課程の編

成 
本学の基礎科目は、４本柱として以下を配置

する。教養にあたる基礎的科目のため、英語

を除く科目は主として 1, 2 年次に配置され

る。国際的コミュニケーション力の養成に重

きを置く本学における英語に関連する科目に

ついては 4 年間の学びの場を配置している。 
 
① グローバルコミュニケーション科目 
グローバルに活躍するための汎用的技能を育

成する科目で構成される。専門職にとって国

際的活動のためには英語力が必要で、この学

修は必修である。以下の配置による、臨地実

務実習の期間と卒業間近の 4 年次後期を除く

期間において、2 単元/週以上英語を学ぶこと

が可能となる。 
＜配置科目＞ 
1 年次 前期：「英語コミュニケーションⅠ

a」後期：「英語コミュニケーションⅠb」 
2 年次 前期：「英語コミュニケーションⅡ

a」後期：「英語コミュニケーションⅡb」 
3 年次 前期：「英語コミュニケーションⅢ

a」後期：「英語コミュニケーションⅢb」 
4 年次 前期：「英語コミュニケーション

Ⅳ」 
 
 
② コミュニケーションツール科目 
①の能力を最大限に生かすためには、社会へ

の正確な発信力が重要である。そこで、発信

力を養成する科目を配する。この科目は、プ

レゼンテーションスキルなどを養成し、単な

る発信力のみではなく、効果的な発信力の養

成を目指す。 
＜配置科目＞ 
1 年次 後期：「コミュニケーションツー

ル」 
 
 
③ 倫理科目 
“Designer in Society（社会とともにあるデザ

 
4.3.4 総合科目 
総合科目は、それまでに学んだことを、変化

する社会の要請に対し主体的に、また結果に

対する倫理的責任を強く持ちつつ敏感に応え

る“Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”となるべく、実践的かつ応用的な

能力を総合的に高めるための集大成となる科

目を配置する。 
 
 
4.4 4 つの科目区分の観点と体系的教育課程

の編成 
体系的教育課程の編成については資料 9, 10に

概念図を記すとともに、以下に説明する。 
 
 
 
 
 

 4 つの科目区分における体系的教育課

程の編成 
基礎科目における体系的教育課程の編成 
上記で述べた能力を養成するために、本学の

基礎科目は、伝統的な領域科学志向の考え方

と異なるデザイン志向の論理を身につける感

性的思考を支援する知識群を置くこととし、

3 本柱として以下を網羅することとする。教

養にあたる基礎的科目のため、英語を除く科

目は全て 1, 2 年次に配置される。加えて、国

際的コミュニケーション力の養成に重きを置

く本学における英語に関連する科目について

は 4 年間学びを通しての全学年に該当する科

目を配置している。 
 
① グローバルコミュニケーション科目 
グローバルに活躍するための汎用的技能を育

成する科目で構成される。 
社会的期待の探索のために必要な理解力、及

びデザイン結果とその背景の思想についての

社会への正確な発信力は、専門職にとって不

可欠の条件であり、生涯にわたり深化させる

べき能力であって、その基礎を学修する。国

際的活動のためには英語力が必要で、この学

修は必修である。以下の配置による、臨地実

務実習の期間と卒業間近の 4 年次後期を除く

期間において、2 単元/週以上英語を学ぶこと

が可能となる。 
＜配置科目＞ 
1 年次 前期：「英語コミュニケーションⅠ



27 
 

イナー）”の根幹に当たる倫理観を確立する科

目を据える。 
専門職は、社会的期待に対する回答を社会に

提供することを使命とするのであるから社会

に対して責任を持つ。したがって組織内で協

調的仕事を行う場合も、個人として仕事をす

る場合もともに倫理的であることが必要条件

であり、専門職が社会に対して持たなければ

ならない倫理について学修する。 
＜配置科目＞ 
3 年次 前期：「社会と倫理」 
 
 
④ 基礎科目 
広義のデザインにおける感性的思考を支援す

る知識・理解の科目を基礎科目の中に加え

る。本学で要請する専門職は情報技術分野で

あるがゆえに特有の感性に基づく判断を求め

られる。これを涵養するために、感性そのも

のの取り扱いに加え、比較文化論、記号学、

などに関する、職能人として基礎的・汎用的

な知識・教養を持つことで達成される。また

比較文化論は文化に対する感性、記号論はコ

ミュニケーションにおける基礎的な理論の役

割を果たす。これは情報工学科（例えばユー

ザーインターフェース設計などで有益）、デ

ジタルエンタテインメント学科（例えば CG
やデジタルゲーム制作では直接必要となる）

の両学科の学生に有益である。 
 
＜配置科目＞ 
1 年次  前期：「比較文化論」、「感性をは

かる」 
後期：「コミュニケーションと記号論」 
 
 
4.1.1.2 職業専門科目における体系的教育課程

の編成 
本学では 4.3 節で言及した目的と配置をもっ

て、職業専門科目は学科内で共通する科目を

集めた学科共通科目と、各学科に据えたコー

スに呼応したコース別科目の 2 種類に分類さ

れる。その中でも共通科目についてはデザイ

ン的思考に対し中核的な科目となる「学科包

括科目」となる「情報工学演習」、「デザイ

ンエンジニア概論」、「コンテンツデザイン

概論」を体系的に用意し編成する。プロトタ

イプを作成する能力が身につく職業専門科目

は、年次が上がるにつれ内容が高度化する。 
また、臨地実務実習科目も職業専門科目内に

a」後期：「英語コミュニケーションⅠb」 
2 年次 前期：「英語コミュニケーションⅡ

a」後期：「英語コミュニケーションⅡb」 
3 年次 前期：「英語コミュニケーションⅢ

a」後期：「英語コミュニケーションⅢb」 
4 年次 前期：「英語コミュニケーション

Ⅳ」 
 
（追加） 
 
② 倫理科目 
“Designer in Society（社会とともにあるデザ

イナー）”の根幹に当たる倫理観を確立する科

目を据える。 
専門職は、社会的期待に対する回答を社会に

提供することを使命とするのであるから社会

に対して責任を持つ。したがって組織内で協

調的仕事を行う場合も、個人として仕事をす

る場合もともに倫理的であることが必要条件

であり、専門職が社会に対して持たなければ

ならない倫理について学修する。 
＜配置科目＞ 
1 年次 前期：「社会と倫理」 
 
 
 
 
③ 基盤科目 
広義のデザインにおける感性的思考を支援す

る知識・理解の科目を基盤科目として添え

る。 
専門職は組織の一員として行動するだけでな

く個人としての責任において社会的に行動す

ることを基本とする者である。そのためには

専門職に課せられる固有の人格を持つことが

求められ、社会と人間についての洞察力、行

動がもたらす社会への影響の予測力、未来社

会を描き出す構想力などを基礎として持つ必

要がある。これは分野でいえば、職能人とし

て基礎的・汎用的な知識・教養を持つことで

達成される。 
＜配置科目＞ 
1 年次  前期：「比較文化論」、「感性をは

かる」 
後期：「コミュニケーションと記号論」 
 
 
4.1.2.1 職業専門科目における体系的教育課程

の編成 
本学では 4.3 節で言及した目的と配置をもっ
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体系的に用意し編成する。臨地実務実習科目

に当たる「臨地実務実習位置～Ⅲ」について

は、後の 11 章「実習の具体的計画」で明記す

る。 
 
職業専門科目は、各学科に特徴が出る科目で

ある。以下に、学科別に記す。 
 情報工学科は、最も大きな分類として AI、
IoT、ロボットといった、本学科が用意した 3
コースと呼応し、大きく 2 つの科目群に分か

れる。全コースに共通して修得すべき能力を

養成する科目を「共通（必修）」科目群、コ

ース別でより一層技術力を深化させる科目を

「コース別（選択）」科目群とし、「共通

（必修）」科目群はさらに、該当分野全般に

精通する「学科包括」科目群、工学に絡んだ

数学や英語の理論を修得する「数理英」科目

群の他に、「電子回路」「プログラム言語」

「情報通信」といった科目群が揃う。選択科

目は AI, IoT, ロボットといった 3 コースに呼

応する履修モデルである。AI 戦略コース（資

料 9-1-1）の特徴は、学科共通で学ぶ解析学や

確率統計論などの理論科目に続き、「人工知

能数学」という AI 戦略コースに特化した数学

が配されていることや、「人工知能基礎」と

った、学科包括科目の AI コースを俯瞰する歴

史的背景など導入部分の科目があること、加

えて、他コースとは違った実習の動きをし、

自然言語処理に特化した実習「メディア情報

処理実習」が、講義科目を踏まえた後に実施

されるように教育課程が体系だっている。

IoT システムコース（資料 9-1-2）の特徴は、

資料 9-1 を見ると分かるように、AI 戦略コー

スと、ロボット開発コースの双方に共通の科

目が配されていることが特徴である。段階的

に、ハードウェア側とソフトウェア側両方を

学びながら、最終的に IoT サービスデザイン

といった、他コースには感性も必要とする科

目が配されている。ロボット開発コース（資

料 9-1-3）の特徴は、物理の理論科目「力学」

に加え、「材料工学・材料力学」といった、

理論科目が順序だてて配されていることが他

コースには無い特徴であるといえよう。 
デジタルエンタテインメント学科も、最も大

きな分類としてゲームと CG といった、本学

科が用意した 2 コースと呼応する形で、共通

して修得すべき科目と、各コースに特化した

科目の大きく 2 つの科目群に基本的に分かれ

る。情報工学科と同様に、本学の工科学部と

して「学科包括」、「数英」、「情報通信」

て、職業専門科目は学科内で共通する科目を

集めた学科共通科目と、各学科に据えたコー

スに呼応したコース別科目の 2 種類に分類さ

れる。その中でも共通科目についてはデザイ

ン的思考に対し中核的な科目となる「学科包

括科目」となる「情報工学演習」、「デザイ

ンエンジニア概論」、「コンテンツデザイン

概論」を体系的に用意し編成する。プロトタ

イプを作成する能力が身につく職業専門科目

は、年次が上がるにつれ内容が高度化する。 
また、臨地実務実習科目も職業専門科目内に

体系的に用意し編成する。臨地実務実習科目

に当たる「インターンシップⅠ～Ⅳ」につい

ては、後の 11 章「実習の具体的計画」で明記

する。 
 
職業専門科目は、各学科に特徴が出る科目で

ある。以下に、学科別に記す。 
 情報工学科は、最も大きな分類として AI、
IoT、ロボットといった、本学科が用意した 3
コースと呼応し、大きく 2 つの科目群に分か

れる。全コースに共通して修得すべき能力を

養成する科目を「共通（必修）」科目群、コ

ース別でより一層技術力を深化させる科目を

「コース別（選択）」科目群とし、「共通

（必修）」科目群はさらに、該当分野全般に

精通する「学科包括」科目群、工学に絡んだ

数学や英語の理論を修得する「数理英」科目

群の他に、「電子回路」「プログラム言語」

「情報通信」といった科目群が揃う。 
 
（追加） 
 
デジタルエンタテインメント学科も、最も大

きな分類としてゲームと CG といった、本学

科が用意した 2 コースと呼応する形で、共通

して修得すべき科目と、各コースに特化した

科目の大きく 2 つの科目群に基本的に分かれ

る。情報工学科と同様に、本学の工科学部と

して「学科包括」、「数理英」、「情報通

信」が配され、その他はコースごとにさらに

細分化され学年の進行とともに深化してい

く。 
 
（追加） 
 
デジタルエンタテインメント学科で特徴的な

のは、ゲームと CG は関係性が強いこと、企

業側が採用時からプランナーとプログラマー

といった職種別で入り口を分けていること
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が配され、その他はコースごとにさらに細分

化され学年の進行とともに深化していく。選

択科目は、情報工学科同様、ゲームとCGの2
コースに呼応する履修モデルが配されてい

る。ゲームプロデュースコースの特徴は、こ

のコースの中でも 2 つの履修モデルが想定で

きるところが特徴である。これは、産業界が

プログラマーとプランナーそれぞれに特化し

た人事配置などを行っていることを鑑み他結

果でもある。CG アニメーションコースの特

徴は、段階的に積み上げられた最後に総合演

習が組まれていることである。CG 映像の基

礎から、表現について段階的に学び、キャラ

クタデザインのみならず、UI/UXやゲームAI
についても学び、最終的にそれらを統合する

力がより求められているといえよう。 
 
4.4.1.3 展開科目における体系的教育課程の編

成 
本学の展開科目は、社会的期待を探索しつ

つ、その実現について学ぶために、課題を達

成するための知識に加え、社会に発信し説明

するために必要な知識を学修する。国内のみ

ならず世界の社会的期待を感知し、その解決

をビジネスとして実現するためには鋭敏なビ

ジネスセンスが必要であることは言うまでも

ない。 
基礎科目、職業専門科目の学修によって得た

思考能力及び知識を身につけて卒業し、それ

を源泉として自ら専門職の仕事をする場を設

定したとき、その能力・知識を有効に発揮・

使用し、さらに能力を深化させていくために

は、その場で遭遇する多様な社会、組織、協

力者などの環境と矛盾することなく行動する

ことが必要である。これは専門職としての仕

事をする場において関与する環境とそれに対

応する方法に関する知識であるといってよ

い。 
それは卒業後専門職として歩む道として、専

門職の能力を高めつつ成長を続け、最終的に

はリーダーとして社会に寄与するという一つ

の典型を考えた時、その計画を現実化する道

で身につけてゆくべきものであり、入学時の

動機を成熟させて卒業時の動機とするために

必要な科目である。 
 

(ア)  ビジネス教養科目群 
アイデアはアイデアであって、アウトプット

によってビジネスに変換することで実社会に

初めて価値がもたらされるものである。そこ

等、エンタテインメント業界における明確な

産業界の動向を鑑みて、必修科目群と選択科

目群がコースの内外に混在していることであ

る。例えばゲームプロデュースコースを希望

すると、低学年の CG コースの授業も必修科

目として受講する。このような教育課程の体

系を取ることで、専門職として社会に飛び出

し他後、どの職種であろうとエンタテインメ

ントという比較的広範囲でない業界で連携を

取るに必要な多職種の理解につながる。 
 
 
4.4.1.3 展開科目における体系的教育課程の編

成 
本学の展開科目は本学が位置する東京都を中

心とした地域の持つ独自の産業、文化、生活

などの具体的な環境の中で、社会的期待を探

索しつつ、その実現について学ぶために、課

題を達成するための知識に加え、社会に発信

し説明するために必要な知識を学修する。国

内のみならず世界の社会的期待を感知し、そ

の解決のための方法を身につける知識群を置

くこととし、それらは以下を網羅することと

する。 
基礎科目、職業専門科目の学修によって得た

思考能力及び知識を身につけて卒業し、それ

を源泉として自ら専門職の仕事をする場を設

定したとき、その能力・知識を有効に発揮・

使用し、さらに能力を深化させて専門職とし

ての能力を向上し自らが目標とする専門職に

なるためには、その場で遭遇する多様な社

会、組織、協力者などの環境と矛盾すること

なく行動することが必要である。これは専門

職としての仕事をする場において関与する環

境とそれに対応する方法に関する知識である

といってよい。 
これらは、卒業後専門職として歩む道とし

て、専門職の能力を高めつつ成長を続け、最

終的には社長（リーダーシップ力）として社

会に寄与するという一つの典型を考えた時、

その計画を現実化する道で身につけてゆくべ

きものであり、入学時の動機を成熟させて卒

業時の動機とするために必要な科目である。 
 
① ビジネス教養科目群 
アイデアはアイデアであって、アウトプット

によって実社会に初めて価値がもたらされる

ものである。 
行動に関する知識や指針となる、企画力、発

信力、マネジメント力、市場戦略力、知的財
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で、行動に関する知識や指針となる、企画

力、発信力、マネジメント力、市場戦略力、

知的財産の保護、現在の諸問題から鑑みる潜

在的社会問題を察知するビジネス展開力など

を配する。 
＜配置科目＞ 
1 年次 前期：「企画・発想法」 
後期：「プロジェクトマネジメント」 
 2 年次 後期：「チームワークとリーダー

シップ」 
３年次 前期：「知的財産権論」 
3 年次 後期：「企業経営論」、「グローバ

ル市場化戦略」 
4 年次 前期：「ベンチャー起業経営」 
 
「企画・発想法」はプロジェクトの企画方

法、アイデアの発想法のツールやテクニック

に関する科目である。 
これに対して、プロジェクトやチームといっ

た比較的小さな組織単位におけるマネジメン

ト手法やツールについて議論する科目が２つ

あり、「プロジェクトマネジメント」は科目

の名の通り、プロジェクトマネジメントの手

法やツールに関する一般的、実践的な科目で

ある。一方、「チームワークとリーダーシッ

プ」はチーム内でのチームワーク力やリーダ

ーシップ力といった個人の能力の養成を意図

している。 
これらに対し、「知的財産権論」では特許、

著作権、意匠権などの知的財産権を取得、保

護する法令、メカニズムについて、これらに

直接かかわることの多い専門職として学修す

る。最近は個人情報の保護なども関連してき

ておりこの科目の重要性は増している。 
残りの３科目はビジネスを企業という単位で

見たときの重要なトピックをカバーする。ま

ず「企業経営論」では特に企業のビジネスプ

ラン、ビジネスモデル、経営戦略と言った経

営の根幹にかかわる事項を学修する。「グロ

ーバル市場化戦略」は商品マーケティング、

市場開拓、海外進出、海外市場戦略などにつ

いて論じる。最後に「ベンチャー起業経営」

はおそらく本学の卒業生の長い人生の中で経

験するかもしれぬベンチャー企業の起業につ

いて、特に「ヒト」「モノ」「カネ」に関す

る基本的知識を学ぶ。 
 

(イ)  地域ビジネス実践科目 
産学官連携による実習科目で、テーマ選定、

プロジェクト指導、成果評価などを教育課程

産の保護、現在の諸問題から鑑みる潜在的社

会問題を察知するビジネス展開力などを配す

る。 
 
＜配置科目＞ 
1 年次 前期：「企画・発想法Ⅰ」 
後期：「企画・発想法Ⅱ」『マネジメント

論』 
 3 年次 前期：「知的財産権論」、『ビジ

ネス課程論』 
3 年次 後期：「グローバル市場化戦略」、

「リソースマネジメント」 
4 年次 前期：「企業経営論」 
 
上記に記した科目のうち、該当職業分野を鑑

み『マネジメント論』と『ビジネス課程論』

は学科ごとに違う科目を配する。 
『マネジメント論』については「プロジェク

トマネジメント」と「組織化とリーダーシッ

プ」科目を用意し、「プロジェクトマネジメ

ント」は情報工学科に、「組織化とリーダー

シップ」はデジタルエンタテインメント学科

に配する。ここでは科目の名の通り、プロジ

ェクトマネジメント力やリーダーシップ力と

いった能力の養成を意図しているが、デジタ

ルエンタテインメント学科においては、職業

専門科目に配した「プロジェクトマネジメン

ト（ゲーム）」を配しているため、その関係

性も考慮し、学科ごとに違う科目を配する。 
『ビジネス課程論』については、実際のビジ

ネス展開が社会でどのように行われるのか、

企業内・企業間の取引やその役割を学ぶ科目

である。該当職業分野を鑑みた時、行動に関

する知識や指針に対してより適切な科目を配

するために、情報工学科では「サプライチェ

ーンマネジメント」を、デジタルエンタテイ

ンメント学科では「ビジネスマネジメント」

を配する。 
 
 
② 地域ビジネス実践科目 
産学官連携による実習科目で、評価を実際に

外の機関にも委ねる。加えて、この授業は教

育課程連携協議会の地域（若しくは協力）に

該当するメンバーから協力と支援を得る。 
企画発想・制作・評価の一貫した制作過程を

実践することを通して、地域産業、さらに広

く社会一般において価値が創造される過程を

実感的に学び、社会の中で働く専門職として

東京から発信する真の地方創生力や国際力と
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連携協議会のメンバー機関に協力と支援を依

頼する。 
企画発想・制作・評価の一貫した制作過程を

実践することを通して、地域産業、さらに広

く社会一般において価値が創造される過程を

実感的に学び、社会の中で働く専門職として

地域創生力や国際力といった価値創造を牽引

する能力を身につける。 
 
＜配置科目＞ 
2 年次 通期：「地域共創デザイン実習」 
 
 
4.4.1.4 総合科目における体系的教育課程の編

成 
本学では 4.3 節で言及した目的と配置をもっ

て、「卒業研究制作」を 4 年次に配すること

で、本学の学びの集大成となるように体系的

な教育課程を編成する。 
＜配置科目＞ 
4 年次 通期：「卒業研究制作」 
 
 
4.4.2 臨地実務実習を含む実習について 
本学では専門職大学設置基準に則り、実習に

よる授業科目を 40単位以上配している。加え

て、実習科目は全て 30 時間から 45 時間まで

の範囲時間の授業をもって 1 単位としてお

り、実習が適切に教育課程に含まれている。 
また、後の 11章で詳細を述べるが、全学部全

学科に共通で配置されている臨地実務実習に

あたる「インターンシップⅠ～Ⅳ」の臨地実

務実習先の確保状況は、平成 30 年 10 月時点

で既に定員数を上回っており、十分数確保し

ているといえる。さらに、学生の希望に応じ

て実習先を選択できるよう、開学に向けてさ

らに実習先を確保する。加えて、「インター

ンシップⅢ～Ⅳ」の実習先については、海外

における臨地実務実習も一定数確保してお

り、一定の条件を満たすことで海外での実習

も参加可能である。 
 
 
 
4.5 教育課程編成上の工夫 

4.5.1 臨地実務実習実施における教育上の工

夫 
臨地実務実習に当たる「臨地実務実習Ⅰ～

Ⅳ」において、受け入れ先企業の新規開拓は

特別な期間を定めることなく実施するととも

いった価値創造を牽引する能力を身につけ

る。 
 
＜配置科目＞ 
2 年次 通期：「地域共創デザイン実習」 
 
4.4.1.4 総合科目における体系的教育課程の編

成本学では 4.3 節で言及した目的と配置をも

って、「卒業研究制作」を 4 年次に配するこ

とで、本学の学びの集大成となるように体系

的な教育課程を編成する。 
＜配置科目＞ 
4 年次 通期：「卒業研究制作」 
 
 
4.4.2 臨地実務実習を含む実習について 
本学では専門職大学設置基準に則り、実習に

よる授業科目を 40 単位以上配している。加え

て、実習科目は全て 30 時間から 45 時間まで

の範囲時間の授業をもって 1 単位としてお

り、実習が適切に教育課程に含まれている。 
また、後の 11 章で詳細を述べるが、全学部全

学科に共通で配置されている臨地実務実習に

あたる「インターンシップⅠ～Ⅳ」の臨地実

務実習先の確保状況は、平成 29 年 10 月時点

で既に定員数を上回っており、十分数確保し

ているといえる。さらに、学生の希望に応じ

て実習先を選択できるよう、開学に向けてさ

らに実習先を確保する。加えて、「インター

ンシップⅢ～Ⅳ」の実習先については、海外

における臨地実務実習も一定数確保してお

り、一定の条件を満たすことで海外での実習

も参加可能である。 
 
 
 
4.5 教育課程編成上の工夫 

4.5.1 臨地実務実習実施における教育上の工

夫 
臨地実務実習に当たる「インターンシップⅠ

～Ⅳ」において、受け入れ先企業の新規開拓

は特別な期間を定めることなく実施するとと

もに、学生が望む企業にて実習ができるよう

に受け入れ先企業の希望調査を事前に行い、

必要に応じて新規開拓に努める。加えて、海

外臨地実務実習に参加する学生について、各

インターン実施期間に対し時間的余裕をもた

せて確定させることで、ビザの取得といった

諸手続きの不足等で参加できないといった事

態にならないように配慮する。 



32 
 

に、学生が望む企業にて実習ができるように

受け入れ先企業の希望調査を事前に行い、必

要に応じて新規開拓に努める。加えて、海外

臨地実務実習に参加する学生について、各イ

ンターン実施期間に対し時間的余裕をもたせ

て確定させることで、ビザの取得といった諸

手続きの不足等で参加できないといった事態

にならないように配慮する。 
また、初めての臨地実務実習が行われる「臨

地実務実習Ⅰ」の事前指導として、名刺交

換、電話の受け答え、メールのやり取りとい

った社会人のマナー基礎や、臨地実務実習で

知り得た機密事項の取り扱い等について学内

でオリエンテーションを行い、学生が実習を

スムーズに始められるように配慮する。 
 
 

 入学時の学力差異の補助 
入学生の基礎学力格差等を解消できるよう

に、高校の数学・物理・英語を補う「基礎数

学」、「基礎物理」と「基礎英語」を開講す

る。これらは卒業要件に含まれない科目であ

るが、入学直後に基礎学力の確認を行い、各

学科の 1 年次における授業の習熟に影響が出

ると判断される学生に対しては受講を促す。

上記で説明した通り、「基礎数学」、「基礎

物理」及び「基礎英語」については、入学時

の学力差を担保するための科目であり、補講

にあたる科目である。よって、大学教育とし

て適切な水準となっていない科目に当たるた

め、卒業要件に係る単位を与えていない補講

科目として設定している。 
 
 
4.6 研究活動に関する考え方 
本学が掲げる“Designer in Society（社会とと

もにあるデザイナー）”を養成するために、数

学、物理学、制御工学、機械設計など工科に

おける基礎知識に加え、情報科学として、情

報数学、人工知能、情報システム、機械学

習、コンピュータグラフィックス、ソフトウ

ェア工学など、またより高度な階層をもつ

IoT、ロボテイックス、などを学ぶ。これら

は社会の中のデザイナーとなるために必修の

科目である。またデザイナーは、専門分野を

熟知するだけの専門家でなく、実際に社会の

中で行為する人であるから、これらの学んだ

知識を使ってデザインという行為をすると

き、それが外界に与える効果について十分な

理解を持つために、３年次に配当された「社

また、初めての臨地実務実習が行われる「イ

ンターンシップⅠ」の事前指導として、名刺

交換、電話の受け答え、メールのやり取りと

いった社会人のマナー基礎や、臨地実務実習

で知り得た機密事項の取り扱い等について学

内でオリエンテーションを行い、学生が実習

をスムーズに始められるように配慮する。 
 
 

4.1.2 入学時の学力差異の補助 
入学生の基礎学力格差等を解消できるよう

に、高校の数学・物理・英語を補う「基礎数

学」、「基礎物理」と「基礎英語」を開講す

る。これらは卒業要件に含まれない科目であ

るが、入学直後に基礎学力の確認を行い、各

学科の 1 年次における授業の習熟に影響が出

ると判断される学生に対しては受講を促す。

上記で説明した通り、「基礎数学」、「基礎

物理」及び「基礎英語」については、入学時

の学力差を担保するための科目であり、補講

にあたる科目である。よって、大学教育とし

て適切な水準となっていない科目に当たるた

め、卒業要件に係る単位を与えていない補講

科目として設定している。 
 
 
 
4.6 研究活動に関する考え方 
本学が掲げる“Designer in Society（社会とと

もにあるデザイナー）”を養成するために、機

械設計、回路設計、制御システム設計など工

科における基礎知識に加え、情報科学とし

て、情報数学、人工知能、情報システム、機

械学習、OSなど、またより高度な階層をもつ

IoT、ロボテイックス、などを学ぶ。これら

は社会の中のデザイナーとなるために必修の

科目である。またデザイナーは、専門分野を

熟知するだけの専門家でなく、実際に社会の

中で行為する人であるから、これらの学んだ

知識を使ってデザインという行為をすると

き、それが外界に与える効果について十分な

理解を持つことが求められる。そのために、

自らの制作が社会にとってどの様な意義を持

つのかを深く認識するために 1 年次に配当さ

れた「社会と倫理」、「比較文化論」などの

科目を通して、技術によってもたらされる環

境破壊などの社会問題を考察する道徳心や、

そのための広いコミュニケーションを可能に

する外国語（英語）を学ぶ。また 2 年次に配

当され産学官連携を目的とした「地域共創デ
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会と倫理」、４年次の「持続可能な社会」な

どの科目を学ぶ。さらに、自分のデザインの

ための広いコミュニケーションを可能にする

外国語（英語）を学ぶ。また 2 年次に配当さ

れ産学官連携を目的とした「地域共創デザイ

ン実習」、3 年次にはグローバルな視野を養

成する「グローバル市場化戦略」は、幅広い

連携相手、手段を知る機会である。 
このように、デザイン行為のための必要な能

力、デザイナーとして社会で行動するときに

必要なグローバルな思考や地域文化と国際性

の理解に必要な能力が習得される。それらを

前提とし、4 年間の学びの集大成の科目とし

て 4 年次に「卒業研究制作」を全学部全学科

に必修科目として配置し、研究・制作を行う

教育課程を編成している。 
 このような教育を支えるために必要な研究

をすべての教員が行う。研究は科学的知識生

産のための領域別に固有の方法による研究で

なく、「領域×IT」という応用領域において

社会的期待に対しデザイナーとして応える創

造行為のための研究である。科学的知識生産

のための研究は分析的、説明的であるが、

「領域×IT」という応用領域におけるデザイ

ンは、異なる複数の領域に関わる知識を運用

し説明ではなく新たな人工物を創造する。例

えば、電気モータの性能を電磁気学の知識を

応用して分析的に説明するのが科学的知識で

あるが、モータの設計はそのような性能を満

たすモータの諸元を電磁気学、モータの回路

理論、モータの冷却の知識、モータの制御工

学といったありとあらゆる知識を動員して導

出する。モータの設計ですらこうなのである

から、ロボットの設計ではこれをはるかに超

える量と幅の知識が必要となり、ロボットを

一つのエージェントとする IoT システムの設

計はさらに複雑になることは言うまでもな

い。そのことはロボット・デザイナーになる

ための知識量が極めて膨大となることを意味

するが、一方で幸いなことにコンピュータの

力やチームワークのおかげですべてを必ずも

知る必要もなく、チームワークやリーダシッ

プを実習の過程で学ぶことの重要性が正当化

される。 
このようないわば複合領域、多領域融合にお

ける知識の統合、それはデザイン思考に基づ

くシステムインテグレーションの結果、ソフ

トウェアとしてインプリメントする過程であ

ると言えるが、このような研究が両学科での

研究の主要な形態の一つであると予想され、

ザイン実習」、3 年次にはグローバルな視野

を養成する「グローバル市場化戦略」といっ

た科目を学ぶ。 
このように、デザイン行為のための必要な能

力、デザイナーとして社会で行動するときに

必要なグローバルな思考や地域文化と国際性

の理解に必要な能力が習得される。それらを

前提とし、4 年間の学びの集大成の科目とし

て 4 年次に「卒業研究制作」を全学部全学科

に必修科目として配置し、研究・制作を行う

教育課程を編成している。 
 
 このような教育を支えるために必要な研究

をすべての教員が行う。研究は伝統的な科学

分野で行われる、科学的知識生産のための領

域別に固有の方法による研究でなく、社会的

期待にデザイナーとして応えるデザイン行為

にとって有用なデザイン支援知識体系の創出

のための研究である。従来は、あらゆる工学

領域に存在するデザイン、あるいは設計は、

各工学領域固有の知識の適用によって行われ

てきた。例えば建築設計では、建築物の強度

や居住性などの機能とは何かが説明される。

機械設計では、機械システムの動力、安定性

などの機能が説明される。この説明は分析的

であり、独自の方法、多くは数学であるが、

それを使って体系的な説明が行われる。この

ように、従来の領域における研究・教育のい

ずれも、ものが与えられてそれを分析し、分

析結果である科学的知識を生産し学ぶことに

主眼が置かれる。この場合、それらの知識を

使用して“もの”を作るのは、発明と呼び、正

規のカリキュラムには取り上げられない。各

領域で生み出された知識は科学的知識と呼ば

れ論文として登録される。このようにして科

学的知識は常に増大して行くが、それは豊富

でありこれがその後の科学研究を知性によっ

て行うことを可能にしている。 
 一方、本学のザインを主体とする教育・研

究では、一般には言葉で述べられる期待を出

発点とし、“もの”を創出することが目的であ

る。このとき、このデザインを支援する体系

的知識がない。したがってデザインは感性に

よって行われるといわれることが多い。デザ

インも、もちろん科学的知識を使って知性に

よって行われるが、科学的知識の及ばない部

分を多く含み、特に独創的デザインには感性

が重要な働きをする。この感性を支援する体

系知識の欠落は、人工物が自然及び社会と矛

盾する状況を生むが、これは現代の深刻な問
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4 年次総合科目「卒業研究制作」において行

う学生の研究でも、スケールは小さくなるも

ののそのことは変わらないであろう。つま

り、その時点までに修得した基礎科目、職業

専門科目、展開科目に関する技術・知識を集

結し、テーマ選定におけるニーズ調査、分析

においては学術論文・特許調査、学会等での

研究発表の聴講、専門技術展での情報収集、

アンケート等によるユーザー調査を基に行

う。これまでに学んできたグローバル性や地

域性を考慮しビジネスとの接点に重きを置い

た応用研究がテーマとなるのである。 
学生の研究成果は卒業制作や卒業論文として

まとめ、制作物つまりプロトタイプは学内に

展示し継承するが、研究成果を対外コンペテ

ィションや企業向けプレゼンテーション、学

会などで公開し評価を受け、参加者との交流

により情報交換及び人脈作りを行うことも本

人の成長のために重要である。 
 一方、特にデジタルエンタテインメント学

科での作品制作は人工物の設計とは、やや色

合いが異なる。これは科学的知識、工学的知

識だけを統合してプログラムの動作原理とし

てインプリメントするのが情報工学科におけ

る研究であるのに対比して、デジタルエンタ

テインメント学科での作品制作は、科学的知

識、工学的知識に加えて感性に基づく判断が

大きな役割を果たす。もちろん、感性に基づ

く判断は情報工学科の人工物設計でも必要で

ある。例えばユーザーインターフェースの設

計やユーザビリティの考慮といった時、客観

的に計測できる物理量以外のファクタを考慮

せねばならない。それは情報工学科でも同様

の事情であり、したがって両学科ともに感性

を涵養する科目群を学び、また演習や実習、

卒業研究制作でも感性に基づく判断を求めら

れ、最終的には研究にも反映していく。 
 
 

題である。本学教育の中心に据えるデザイン

学は、この体系化を目標とするものである

が、これは各教員研究のみならず、学生の制

作においても重要な課題と位置づけ、制作に

おいては“もの”を作るとともに、その過程で

得られたデザイン学の要素を表現することを

求める。 
 本学における研究領域の具体的な説明につ

いては、後の 8 章でも述べるが、『Getting 
started with the SDGs in Universities（資料

13）』を参考に、SDGs の指針に合った研究

を推奨する。加えて、研究家と実務家が連携

することは、後の 5 章でふれる教員組織のう

ち、特に研究実務家や研究家を目指す実務家

教員の育成にもつながる。 
 
学生の研究は、4 年次総合科目「卒業研究制

作」において行う。これまでに修得した基礎

科目、職業専門科目、展開科目に関する技

術・知識を集結して取り組む。テーマ選定に

おけるニーズ調査、分析においては学術論

文・特許調査、学会等での研究発表の聴講、

専門技術展での情報収集、アンケート等によ

るユーザー調査を基に行う。これまでに学ん

できたグローバル性や地域性を考慮しビジネ

スとの接点に重きを置いた応用研究をテーマ

とする。デザイン思考に基づき得られた成果

を対外コンペティションや企業向けプレゼン

テーション、学会などで公開し評価を受け

る。参加者との交流により情報交換及び人脈

作りを行う。成果は卒業制作や卒業論文とし

てまとめ制作物は学内に展示し継承する。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 
新 旧 

資料 8  
カリキュラム配置 

資料 9 
カリキュラム配置 

資料 9 
カリキュラムツリー 

（追加） 

資料 10 
ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリ

シーの関係 

（追加） 

 
 
 
 



シラバス （工科学部 情報工学科） 

 

新 旧 
【通番】1 

 

【通番】1 
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1

履修方法 必修/選択 科目群 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

基礎科目 必修

グローバルコ
ミュニケーション

英語コミュ
ニケーショ
ンⅠa

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅠb

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅡa

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅡb

1
英語コミュ
ニケーショ
ンⅢa

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅢb

1
英語コミュ
ニケーショ
ンⅣ

1

コミュニ
ケーション

スキル

コミュニケー
ションツール 1

20 20
倫理

社会と倫理

2

単位 比較文化論

2
コミュニ
ケーション
と記号論

2

感性をはかる

2

必修

20
単位

必修

6
単位

選択

（ｺｰｽ別）

8
単位以上

ﾛﾎﾞｯﾄ

組込みシステ
ム制御実習 3

自動制御機
械開発実習 3

産業用ロ
ボット実習 2

情報工学概
論 2

デザインエ
ンジニアリ
ング概論

3

職業専門
科目

情報数学
2

確率統計論
2

技術英語
2

79.5

線形代数
2

単位
以上

必修

解析学
2

36.5

プログラミ
ング

C言語基礎

3
組込みC,
C++言語 3

プログラミング
概論 1.5

ソフトウェ
アシステム
開発

2

単位
情報
通信

コンピュータシ
ステム基礎 2

データベー
ス基礎と応
用

2
情報セキュ
リティ応用 2

電子
回路

電子回路基
礎 3

回路・プリ
ント基板設
計

3

人工知能基
礎 1.5

機械学習

2
深層学習

2

自然言語処
理 1.5

画像・音声
認識 2

人工知能数
学 1.5

デバイス・ネッ
トワーク 1.5

サーバ・
ネットワー
ク

1.5

9.0

IoTデバイス
プログラミ
ングⅠ

1
IoTデバイス
プログラミング
Ⅲ

2

単位以上 制御工学基
礎 2

IoTデバイス
プログラミング
Ⅱ

1

力学

2
制御工学基
礎 2

材料力学・材
料工学 2

ロボット機
構 2

機械設計

2
ロボット制
御 2

展開科目 必修

企画・発想法

1.5
プロジェク
トマネジメ
ント

2
知的財産権
論 2

グローバル
市場化戦略 2

持続可能な社
会 2

20.5 20.5

チームワーク
とリーダー
シップ 1.5

企業経営論

2
ベンチャー起
業経営 1.5

単位

実習

単位 地域
ビジネス

実践
6

総合科目

4
単位

卒業要件 計 124 単位以上 選択科目

卒業研究制作 4

AI

IoT

必修科目

ﾛﾎﾞｯﾄ

演習
必修
4単位

研究
制作

講義
・

演習

ビジネス
教養

地域共創デザイン実習

講義
・

演習

Pythonプロ
グラミング

数学
物理
英語

選択

学科
包括

1.5

センサ・アク
チュエータ 2

カリキュラム配置  工科学部　情報工学科 資料　8

　科目区分 １年 ２年 ３年 ４年

後期 前期 後期科目種別 前期 後期 前期 後期 前期

基盤

IoT
IoTシステム
開発Ⅰ 3

学科
共通

32

単位

臨地実務実習Ⅱ 7.5 臨地実務実習Ⅲ

ソリュー
ション開発
Ⅱ

4

AI

講義
・

演習

実習

臨地実務
実習

臨地実務実習Ⅰ 5.0

人工知能シ
ステム開発
Ⅰ

1
メディア情報
処理実習

人工知能シ
ステム開発
Ⅱ

データ解析

IoTシステム
開発Ⅱ 3

IoTサービス
デザイン 2

2
人工知能応
用

7.5

ソリュー
ション開発
Ⅰ

2

1.5

動機付け
動機からの
基礎理論

定着

研究・実務力
学びの集大成

キャリアプラン
最終形成
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履修方法 必修/選択 科目群 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位 科目名 単位

基礎科目 必修

グローバルコ

ミュニケーショ

ン

英語コミュ
ニケーショ
ンⅠa

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅠb

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅡa

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅡb

1
英語コミュ
ニケーショ
ンⅢa

2
英語コミュ
ニケーショ
ンⅢb

1
英語コミュ
ニケーショ
ンⅣ

1

コミュニ
ケーション

スキル

コミュニケー
ションツール 1

20 20
倫理

社会と倫理

2

単位 単位 比較文化論

2
コミュニ
ケーション
と記号論

2

感性をはかる

2

必修

20
単位

必修

9
単位

選択

5
単位以上

学科包括

コンテンツ
デザイン概
論

2

職業専門
科目

線形代数

2
統計論

2
技術英語

2

解析学

2

必修

コンピュータ
グラフィックス
Ⅰ 2

コンピュータ
グラフィックス
Ⅱ 2

79.5 39

情報
通信

電子情報工
学概論 2

単位
以上

単位 ゲーム構成論
Ⅰ 2

プログラミング
言語基礎 1.5

ゲームアルゴ
リズム 2

ゲームAI Ⅰ

1.5

ゲームプログ
ラム構成基礎
Ⅰ 3

コンテンツ制
作マネジメント 2

エンタテインメ
ント設計 1.5

デジタル造形
Ⅰ 3

デジタル造
形Ⅱ 3

映像論

2

CGデザイン
基礎 1.5

ゲームプログ
ラム構成基礎
Ⅱ 1.5

ゲームプログ
ラミングⅠ 1.5

ゲームプログ
ラミングⅡ 1.5

ゲームプログ
ラミングⅢ 1

選択

6.5
単位以上 ゲーム構成論

Ⅱ 1.5
ゲームデザイ
ン実践演習 1

インターフェー
スデザイン 1

デジタル映像
表現技法基
礎 1.5

デジタル映像
表現技法応
用 3

デジタルキャ
ラクタ実践演
習 3

インターフェー
スデザイン 1

CGアニメー
ション総合
演習

1

展開科目 必修

企画・発想法

1.5
プロジェク
トマネジメ
ント

2
知的財産権
論 2

グローバル
市場化戦略 2

持続可能な社
会 2

20.5 20.5

チームワーク
とリーダー
シップ 1.5

企業経営論

2
ベンチャー起
業経営 1.5

単位

実習

単位 地域
ビジネス

実践
6

総合科目 必修

4 4
単位 単位

卒業要件 計 124 単位以上

デジタルコンテンツ制作応用

6 3
デジタルコン
テンツ総合実
習

臨地実務実習Ⅲ

CGアニメー
ション総合実
習Ⅰ

3 2
CGアニメー
ション総合実
習Ⅱ

カリキュラム配置　工科学部 デジタルエンタテインメント学科 資料　8

　科目区分 １年 ２年 ３年 ４年

後期前期後期 前期 後期科目種別 前期 後期 前期

講義
・

演習

基盤

臨地実務実習Ⅱ 7.5

ｹﾞｰﾑ

ゲーム制作技
術総合実習
Ⅰ

3

実習

臨地実務
実習

臨地実務実習Ⅰ 5

ゲーム制作技
術総合実習
Ⅱ

2

CG

学科
共通

講義
・

演習

ｹﾞｰﾑ

CG

ｹﾞｰﾑ
（ﾌﾟﾛｸﾞﾗ

ﾏｰ）

ｹﾞｰﾑ
（ﾌﾟﾗﾝﾅｰ）

数学
物理
英語

3
ゲームプログ
ラム構成基礎
Ⅲ

3
ゲームAI Ⅱ

演習
研究
制作

CG

講義
・

演習

ビジネス
教養

1.5

地域共創デザイン実習

7.5

卒業研究制作 4

必修科目 選択科目

ゲームハード
概論

動機付け
動機からの
基礎理論

定着

研究・実務力
学びの集大成

キャリアプラン
最終形成



資料9-1【工科学部 情報工学科】 カリキュラムツリー
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資料9-1-1
【工科学部 情報工学科 ＡＩ戦略コース】 カリキュラムツリー
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3

【工科学部 情報工学科 ＩｏＴシステムコース】 カリキュラムツリー



資料9-1-3

4

【工科学部 情報工学科 ロボット開発コース】 カリキュラムツリー



資料9-1-4

5

【工科学部 情報工学科】 理論科目の学習体系について
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資料10-1

ディプロマ・ポリシー
（学位授与の方針）

カリキュラム・ポリシー
（教育課程編成・実施の

方針）

冒
頭

　本学は、卓越した機能によ
る技術的価値と優れた芸術的
表現による文化的価値を備
え、ビジネス上の成功を目指
しつつ社会や環境への配慮を
欠かさない人工物の創造をす
る“Designer in Society（社
会とともにあるデザイ
ナー）”となるために、定め
られた在籍期間、及び、所定
の単位を取得し、必修等の条
件を満たすこと等を卒業要件
とし、卒業を認定し学位を授
与する。

東京国際工科専門職大学
では、ディプロマ・ポリ
シーに掲げた学修成果を
得るために、デザイン思
考の教育課程を編成す
る。
学修方法･学修過程、学修
成果の評価の在り方は以
下のように定める。

冒
頭

本学部は情報技術を応用する領域におけ
る専門職を養成する。そのため、本学の
「ディプロマ・ポリシー」を踏まえた上
で、定められた課程において以下の知
識・能力を修得し、教育の理念である
「Designer in Society（社会とともに
あるデザイナー）」に従い、ものを創る
ことができる学生に対し、卒業を認定し
学位を授与する。

工科学部では、ディプロマ・ポリシー
に掲げた能力を身につけることができ
るように、以下のように教育課程を編
成する。
このように体系立てられ編成される教
育課程に対し、学修方法･学修過程、学
修成果の評価の在り方は以下のように
定める。

DP
No.

keywords
科目
区分

主な
授業形
態

DP
No.

keywords ＜教育課程の区分＞

1 分析

問題を正しく分析する数学、物理学など
の基礎知識とともに、コンピュータシス
テムの構成に関する知識を有している

3
創造力と
表現力

 広義のデザインにおける感性的思考を
支援する知識・理解の科目を置く

2 創造

AI, IoT, ロボットの各分野において、
価値創造のためのソフトウェアアルゴリ
ズムやシステム構成方法論について理解
している。
・AI戦略コースに所属する学生は、人工
知能システムに関する論理的・数学的知
識を有している
・IoTシステムコースに所属する学生
は、ソフトウェア、ハードウェア、ネッ
トワークとデータ解析の知識を有してい
る
・ロボット開発コースに所属する学生
は、ハードウェアとソフトウェアのバラ
ンスした知識を有している

11 倫理観

“Designer in Society（社会とともに
あるデザイナー）”の根幹に当たる倫
理観を確立する科目を置く

3
ビジネス
の仕組み

ビジネスの仕組みと関連する知識を理解
している

演習 9
コミュニ
ケーショ
ン力

グローバルに活躍するために必要なコ
ミュニケーションの汎用的技能を育成
する科目を置く

4 俯瞰力

本学科が扱う3履修モデル（AI, IoT, ロ
ボット）と社会との接点を理解し、情報
システム技術をコアとして、システムイ
ンテグレーションに関する知識を総合的
に俯瞰することができる 1 分析

5
問題発見
力

情報工学を主導する専門職人材として問
題を発見する力を有している

8 判断力

6
創造力と
表現力

感性と教養にもとづく創造力および表現
力を有している

演習 2 創造

問題・課題解決のために知識を総合
し、価値創造の方法論を学ぶ科目を配
する。

7
プロトタ
イプ開発
力

情報技術を応用して対象領域の課題を解
決するソリューションのプロトタイプを
開発する能力を有している。
・AI戦略コースに所属する学生は、人工
知能システムの応用に着目する
・IoTシステムコースに所属する学生
は、IoTシステムのプロトタイプ開発を
行い、サービスデザインにも着目する
・ロボット開発コースに所属する学生
は、ロボットの応用に関する実践的プロ
トタイプ開発に着目する

7
プロトタ
イプ開発
力

プロトタイプ開発を主軸とする実習科
目を配置する

8 判断力

論理的思考能力と科学的知識によって最
適解を判断することができる 4 俯瞰力

9
コミュニ
ケーショ
ン力

異分野・他文化とのコミュニケーション
能力を有している 5

問題発見
力

13
チャレン
ジ精神

14 三現主義

11

倫理観をもって社会に解決案を提供する
ことができる 3

ビジネス
の仕組み

ビジネスの仕組みと関連する知識を養
成する科目を配置する

12

環境や社会への配慮し、最適解を選択す
る能力を有している 12 倫理観

環境や社会への配慮し、持続可能な解
を生み出すための知識を学ぶ

13
チャレン
ジ精神

向上心を持ってトライアル・アンド・エ
ラーを厭わず最後までやり遂げる

14 三現主義

原理原則で物事を捉えるだけでなく、三
現主義（現場、現実、現物）で行動でき
る

総合科目 まとめ まとめ

キャップストーン科目として卒業研究
制作を実施します。この科目は、英語
での発表を義務付けている

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

工科学部東京国際工科専門職大学

東京国際工科専門職大学　工科学部
ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー＜教育課程の区分＞の比較

10

態
度
・
志
向

倫理観

1. 豊かな創造力
　対象領域を俯瞰し、問題・
課題を発見し科学的根拠を
もって分析するとともに、分
析した結果問題の本質を精査
できる総合力と、解決を複数
考案できる創造力、感性、倫
理観を有している。

2. 確かな実践力
　問題・課題解決に対し、実
際にプロトタイプを開発し複
数インプリメントすることで
実際に解決案を創造するとと
もに、最適解を選択できる社
会的倫理観を持ちながら判断
できる知識・能力を有してい
る

3. 鋭いビジネスセンス
　専門職人材として、顧客や
品質を第一に考えられるとと
もに、現実的判断をもって遂
行することのできるビジネス
スキルと共に、自身が持つ好
奇心の実現に向け協調性を
もって、主体的に行動するこ
とができる。

4. 高い倫理観
　倫理観をもって社会の責務
を認識した行動指針を有して
いるとともに、顕在する問題
解決のみならず、社会の持続
性・発展性まで考慮すること
のできる専門職人材である。

チーム
ワーク力
とリー
ダーシッ
プ力

講義

講義

展開
科目

＜教育課程の区分＞
1. 教育課程は①対象領域
を俯瞰し、②問題・課題
を発見し、③解決策を考
え、④プロトタイプを開
発し、⑤評価から①に戻
る一連の過程に必要な知
識、能力を得られる教育
課程とする。

2. 専門職人材としてプロ
トタイプ開発を行う実践
力とビジネスセンスを磨
き倫理観をもって対象領
域にアプローチするため
に必要な科目を配する。

3．実習科目を中心として
志向・態度を学び、チャ
レンジ精神、向上心、探
究心を涵養する

＜教育内容・方法＞
本学では「担任制度」を
設け、学生10名程度に1名
以上の担当教員を配し、
学修計画・履修登録のみ
ならず、より良い教育及
び学修を円滑に運営する
ための人間環境を整え
「個に対する教育」を行
う。
（学修方法）
科目が初歩的なものから
専門的なものへと進行す
る配置の中で、初歩的過
程で学んだ科目内容が、
どのようにして専門的な
科目の基礎をなすか、ま
た専門的科目の内容がど
のようにして社会にどの
ように役立つかを実習科
目や総合科目を通じて学
ぶ。この実感が、
“Designer in Society
（社会とともにあるデザ
イナー）”の基礎とな
る。したがって、科目配
列は特に１年次では最初
に動機付け及びトピック
へのエクスポージャを目
的とした科目によって原
理や理論を深く学ぶので
はなく、何に使われてい
るかを中心に理解する。
その後に原理や理論を学
ぶ科目を配置している。
これは自分が持っている
社会に役立ちたいという
動機が、学問によって裏
付けられることを経験
し、実感的動機を科目学
修動機に変換させること
でもある。それに基づい
て、専門的な科目は動機
を満たすものとして自発
的に学習することが可能
となる。これを実現する
ために、実務経験のある
教員から何を学ぶかを知
り、また実習、演習、イ
ンターンシップなども、
漫然と課題に向かうので
なく、自発的に学習する
ものとして位置づけるこ
とができるものとなる。

実習

講義・
演習

多くの実習科目を通し、新しいモノ・
コトでも躊躇せず、変化を好んで対応
し、対話を通じて他者と協力し、机上
のデータだけではなく、自分の目で見
て耳で聞く行動指針を養成する

基礎
科目

職業
専門
科目

協調性をもって、主体的に行動すること
ができる。加えて、リーダーシップを発
揮することができる

設定された問題を解決するための理論
科目と、正確な判断力を養成する科目
を置く。これらの科目は職業専門科目
の講義科目として配する

職業
専門
科目

展開
科目

俯瞰力と問題発見力を涵養する実習科
目を配置する

実習による実践だけではなく、協調性
をもって、チームメンバーとして主体
的に行動する、または、リーダーとし
て、指導力を発揮する原理を学ぶ科目
を配する

知
識
・
理
解

能
力

10

チーム
ワーク力
とリー
ダーシッ
プ力
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資料10-2

冒
頭

情報工学科では、人工知能システム、IoTシステム、ロ
ボット中心とした情報工学における教育・研究・実践活
動を通して、情報工学分野における基礎及び専門技術に
関する知識と創造力を身につける。さらに、それらを俯
瞰し情報技術を応用する実践力とコミュニケーション能
力を有し、グローバルに活躍できる技術者を養成する。
卒業要件を充足し、以下の資質・能力を身につけた学生
に学位を授与する。

情報工学科ではディプロマ・ポリシーに掲げた能力を身に
つけることができるように、以下のように教育課程を編成
する。
　このように体系立てられ編成される教育課程に対し、学
修方法･学修過程、学修成果の評価の在り方は以下のよう
に定める。

DP
No.

keywords
科目
区分

授業
形態

DP
No.

keywords

1 分析

問題を正しく分析する数学、物理学などの基礎知識とと
もに、コンピュータシステムの構成に関する知識を有し
ている 3

創造力と
表現力

 広義のデザインにおける感性的思考を支援する知識・理
解の科目を置く

2 創造

AI, IoT, ロボットの各分野において、価値創造のため
のソフトウェアアルゴリズムやシステム構成方法論につ
いて理解している。
・AI戦略コースに所属する学生は、人工知能システムに
関する論理的・数学的知識を有している
・IoTシステムコースに所属する学生は、ソフトウェ
ア、ハードウェア、ネットワークとデータ解析の知識を
有している
・ロボット開発コースに所属する学生は、ハードウェア
とソフトウェアのバランスした知識を有している

11 倫理観

“Designer in Society（社会とともにあるデザイ
ナー）”の根幹に当たる倫理観を確立する科目を置く

3
ビジネス
の仕組み

ビジネスの仕組みと関連する知識を理解している

演習 9
コミュニ
ケーショ
ン力

グローバルに活躍するために必要なコミュニケーションの
汎用的技能を育成する科目を置く

4 俯瞰力

本学科が扱う3履修モデル（AI, IoT, ロボット）と社会
との接点を理解し、情報システム技術をコアとして、シ
ステムインテグレーションに関する知識を総合的に俯瞰
することができる

1 分析

5
問題発見
力

情報工学を主導する専門職人材として問題を発見する力
を有している

8 判断力

6
創造力と
表現力

感性と教養にもとづく創造力および表現力を有している

演習 2 創造

問題解決のために情報技術を統合し、価値創造の方法論を
学ぶ科目を配する。「C言語基礎」「組込みC,C++言語」
「回路・プリント基板設計」「プログラミング概論」「ソ
フトウェアシステム開発」「Pythonプログラミング」「機
械学習」「デバイス・ネットワーク」「IoTデバイスプロ
グラミングⅠ」「機械設計」「深層学習」「画像・音声認
識」「サーバ・ネットワーク」「IoTデバイスプログラミ
ングⅡ」「ロボット機構」「ロボット制御」

7
プロトタ
イプ開発
力

情報技術を応用して対象領域の課題を解決するソリュー
ションのプロトタイプを開発する能力を有している。
・AI戦略コースに所属する学生は、人工知能システムの
応用に着目する
・IoTシステムコースに所属する学生は、IoTシステムの
プロトタイプ開発を行い、サービスデザインにも着目す
る
・ロボット開発コースに所属する学生は、ロボットの応
用に関する実践的プロトタイプ開発に着目する

7
プロトタ
イプ開発
力

8 判断力
論理的思考能力と科学的知識によって最適解を判断する
ことができる 4 俯瞰力

9
コミュニ
ケーショ
ン力

異分野・他文化とのコミュニケーション能力を有してい
る 5

問題発見
力

13
チャレン
ジ精神

14 三現主義

11

倫理観をもって社会に解決案を提供することができる

3
ビジネス
の仕組み

12

環境や社会への配慮し、最適解を選択する能力を有して
いる

12 倫理観

13
チャレン
ジ精神

向上心を持ってトライアル・アンド・エラーを厭わず最
後までやり遂げる

環境や社会への配慮し、持続可能な解を生み出すための知
識を養成する

14 三現主義

原理原則で物事を捉えるだけでなく、三現主義（現場、
現実、現物）で行動できる

社会人として相応しい志向と態度を身につけるために、経
営資産についての知識を習得する科目を配する。

総合科目 まとめ まとめ

キャップストーン科目として卒業研究制作を実施する。こ
の科目は、英語での発表を義務付けている。

東京国際工科専門職大学　工科学部　情報工学科
　ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー＜教育課程の区分＞の比較

情報工学科

知
識
・
理
解

基礎
科目

能
力

職業
専門
科目

講義

講義

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

態
度
・
志
向

倫理観

展開
科目

職業
専門
科目
展開
科目

実習

10

チーム
ワーク力
とリー
ダーシッ
プ力

協調性をもって、主体的に行動することができる。加え
て、リーダーシップを発揮することができる

講
義・
演習

10

チーム
ワーク力
とリー
ダーシッ
プ力

専門職人材として、主体的にかつ協調性を持って行動する
手法を講義と演習を組み合わせて学ぶ

設定された問題を分析するためのモデル構築及び解法の理
論科目として数学や、物理学と共に、情報技術の基礎的な
知識に関する理論科目を配置する。「電子回路基礎」「コ
ンピュータシステム基礎」「情報数学」「線形代数」「解
析学」「確率統計論」「データベース基礎と応用」「技術
英語」「情報セキュリティ応用」「力学」「人工知能基
礎」「自然言語処理」「人工知能数学」「制御工学基礎」
「センサ・アクチュエータ」「材料力学・材料工学」
「データ解析」「技術英語」

デザイン思考の実践を含む実習の反復を通し、学生が持つ
知的好奇心を向上させながら探究心を身につけるととも
に、チャレンジ精神を養成する。

本学科が扱う3履修モデル（AI, IoT, ロボット）と対象領
域が抱える問題を見つけるための俯瞰力と問題発見力、そ
の問題を解決するための知識の総合力を養成する科目を配
する。
「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」「ソリューション開発Ⅰ、Ⅱ」
「地域共創デザイン実習」「人工知能システムⅠ、Ⅱ」
「メディア情報処理」「人工知能応用」「IoTシステム開
発Ⅰ、Ⅱ」「IoTサービスデザイン」「組込みシステム制
御実習」「自動制御機械開発実習」「産業用ロボット実
習」



3

資料10-3

冒
頭

デジタルエンタテインメント学科では、デジタルコンテ
ンツ分野における歴史的・社会的背景、および、デジタ
ルコンテンツの役割や職能を理解し、プロトタイプ開発
を行うことで、グローバルに発信可能なデジタルコンテ
ンツのクリエイターを養成する。
卒業要件を充足し、以下の資質・能力を身につけた学生
に学位を授与する。

デジタルエンタテインメント学科ではディプロマ・ポリ
シーに掲げた能力を身につけることができるように、以下
のように教育課程を編成する。
　このように体系立てられ編成される教育課程に対し、学
修方法･学修過程、学修成果の評価の在り方は以下のように
定める。

DP
No.

keywords
科目
区分

授業
形態

DP
No.

keywords

1 分析

問題を正しく分析する数学、物理学などの基礎知識とと
もに、コンピュータシステムの基本構成やデジタルコン
テンツに関する知識を有している 6

創造力と
表現力

 広義のデザインにおける感性的思考を支援する知識・理解
の科目を置く

2 創造

デジタルゲーム、およびコンピュータグラフィックス技
術を用いた価値創造のためのアルゴリズムや表現方法論
について理解している。
・ゲームプロデュースコースに所属する学生は、コン
ピュータゲームに関するデジタルコンテンツ制作に特化
した知識を有している
・CGアニメーションコースに所属する学生は、映像制
作、キャラクターデザイン等、コンピュータグラフィッ
クスに特化した知識を有している

11 倫理観

“Designer in Society（社会とともにあるデザイナー）”
の根幹に当たる倫理観を確立する科目を置く

3
ビジネス
の仕組み

ビジネスの仕組みと関連する知識を理解している

演習 9
コミュニ
ケーショ
ン力

グローバルに活躍するために必要なコミュニケーションの
汎用的技能を育成する科目を置く

4 俯瞰力

本学科が扱う2履修モデル（ゲーム、CG）と社会との接
点を理解し、デジタルコンテンツ、情報システム技術、
ビジネスに関する知識などを総合的に俯瞰することがで
きる

1 分析

5
問題発見
力

デジタルコンテンツを主導する専門職人材として問題を
発見し設定する能力を有している

8 判断力

6
創造力と
表現力

感性と教養にもとづく創造力および表現力を有してい
る。
・ゲームプロデュースコースに所属する学生は、コン
ピュータゲームデザインおよびプログラミングなどゲー
ム開発に関する総合力を有している
・CGアニメーションコースに所属する学生は、CG映像に
関する一連のプロセスと制作のための総合力を有してい
る 演習 2 創造

問題解決のためにデジタルゲーム、およびコンピュータグ
ラフィックス技術を統合し、価値創造の方法論を学び芸術
的感性を涵養する科目を配する。「ゲームプログラム構成
基礎Ⅰ」「デジタル造形Ⅰ」「CGデザイン基礎」「プログ
ラミング言語基礎」「デジタル造形Ⅱ」「ゲームAIⅠ」
「エンタテインメント設計」「ゲームプログラム構成基礎
Ⅱ」「デジタル映像表現技法基礎」「ゲームプログラム構
成基礎Ⅲ」「デジタル映像表現技法応用」「ゲームプログ
ラミングⅠ」「ゲームデザイン実践演習」「デジタルキャ
ラクタ実践演習」「ゲームプログラミングⅡ」「インター
フェースデザイン」「ゲームプログラミングⅢ」「ゲーム
AI Ⅱ」「CGアニメーション総合演習」

7
プロトタ
イプ開発
力

デジタルコンテンツのプロトタイプを開発する能力を有
している。
・ゲームプロデュースコースに所属する学生は、プロト
タイプを制作する目的を理解し、デジタルゲームに関し
て企画・開発する能力を有している
・CGアニメーションコースに所属する学生は、プロトタ
イプを制作する目的を理解し、CG映像に関して企画・制
作する能力を有している

7
プロトタ
イプ開発
力

8 判断力
論理的思考能力と豊かな感性に依拠して最適解を判断す
ることができる 4 俯瞰力

9
コミュニ
ケーショ
ン力

異分野・他文化とのコミュニケーション能力を有してい
る 5

問題発見
力

13
チャレン
ジ精神

14 三現主義

11

倫理観をもって社会に解決案を提供することができる

3
ビジネス
の仕組み

12

環境や社会への配慮し、最適解を選択する能力を有して
いる

12 倫理観

13
チャレン
ジ精神

向上心を持ってトライアル・アンド・エラーを厭わず最
後までやり遂げる

環境や社会への配慮し、持続可能な解を生み出すための知
識を養成する

14 三現主義

原理原則で物事を捉えるだけでなく、三現主義（現場、
現実、現物）で行動できる

社会人として相応しい志向と態度を身につけるために、経
営資産についての知識を習得する科目を配する

総合科目 まとめ まとめ

キャップストーン科目として卒業研究制作を実施する。こ
の科目は、英語での発表を義務付けている。

東京国際工科専門職大学　工科学部　デジタルエンタテインメント学科
ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシー＜教育課程の区分＞の比較

デジタルエンタテインメント学科

知
識
・
理
解

基礎
科目

講義

カリキュラム・ポリシー（教育課程編成・実施の方針）ディプロマ・ポリシー（学位授与の方針）

能
力

職業
専門
科目

講義

設定された問題を分析するためのモデル構築及び解法の理
論科目として数学とともに、技術の基礎的な知識に関する
理論科目を配置する。「コンピュータグラフィックスⅠ」
「電子情報工学概論」「ゲーム構成論Ⅰ」「線形代数」
「解析学」「コンピュータグラフィックスⅡ」「統計論」
「ゲームアルゴリズム」「コンテンツ制作マネジメント」
「映像論」「ゲーム構成論Ⅱ」「ゲームハード概論」「技
術英語」

職業
専門
科目
展開
科目

実習

デザイン思考の実践を含む実習の反復を通し、学生が持つ
知的好奇心を向上させながら探究心を身につけるととも
に、チャレンジ精神を養成する。

本学科が扱う2履修モデル（ゲーム、CG）と対象領域が抱え
る問題を見つけるための俯瞰力と問題発見力、その問題を
解決するための知識の総合力を養成する科目を配する。
「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」「デジタルコンテンツ総合実習」
「デジタルコンテンツ総合実習」「地域共創デザイン実
習」「ゲーム制作技術総合実習Ⅰ、Ⅱ」「CGアニメーショ
ン総合実習Ⅰ、Ⅱ」

10

チーム
ワーク力
とリー
ダーシッ
プ力

協調性をもって、主体的に行動することができる。加え
て、リーダーシップを発揮することができる

態
度
・
志
向

倫理観

展開
科目

専門職人材として、主体的にかつ協調性を持って行動する
手法を講義と演習を組み合わせて学ぶ

10

チーム
ワーク力
とリー
ダーシッ
プ力

講
義・
演習
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（是正事項） 工科学部   情報工学科

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞

臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】

（１）臨地実務実習施設について、施設の選定理由が不明確であり、当該学科の

教育にふさわしい施設か疑義がある。

（対応）

 臨地実務実習先施設について選定理由が不明確であり、選定が不適切であったため、実習先選

定理由を改めるとともに実習先について見直しを行い、一覧および集計表にまとめた（資料 29-
1、資料 30）。 

審査意見 1、 2、 3、4、 5、 7 等から、臨地実務実習についても改めて見直しを行い、臨地実

務実習にあたる科目「インターンシップⅠ～Ⅳ」について、到達目標、実施内容、実習時期、実

施期間等について修正を行い「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」に改めた。その上で、改めて臨地実務実

習施設が、各学科、各科目それぞれでふさわしい施設かどうか選定理由を明確にし、改めて、

実習先施設を精査し、その基準に満たない場合は削除した。以下に、その詳細を記す。

■臨地実務実習の見直し

審査意見 1、 3、 5、 7(3、 4)等を鑑み、臨地実務実習を以下のように見直す。

表 1 臨地実務実習における変更前後の比較 
変更前 変更後

科目名 実施時期 実施日数 科目名 実施時期 実施日数

「インターンシッ

プⅠ」

2 年次 
7～8 月 

10 日間 （削除） ― ―

「インターンシッ

プⅡ」

2 年次 
1～2 月 

30 日間 「臨地実務実習

Ⅰ」

2 年次 
1～2 月 

20 日間 

「インターンシッ

プⅢ」

3 年次 
10 月～

11 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅱ」

3 年次 
10 月～ 
11 月 

30 日間 

「インターンシッ

プⅣ」

4 年次 
1～2 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅲ」

4 年次 
7～9 月 

30 日間 

※卒業研究制作の終了時期を年度末に変更する

□修正の全体方針

①科目名の変更について

『専門職大学等の臨地実務実習の手引き（平成 31 年 1 月）』では、臨地実務実習及びイ

ンターンシップを以下の通り定義している（4 ページ）。

「臨地実務実習」：専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる「企業その他の事業者

の事業所又はこれに類する場所において、当該事業者の実務に従事する

ことにより行う実習による授業科目」

「インターンシップ」：インターンシップ保険等、専門職大学等の臨地実務実習でないもの

も含めて幅広く企業等の事業所において行われる実習等

 本学が配置する企業等における実習は、専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる

授業科目である。そこで混乱を避けるために、当該科目名については、従来使用してきた

1



「インターンシップ」から「臨地実務実習」へと改める。 
 
②臨地実務実習の科目構成、到達目標、実施日数の見直しについて 
 複数年にわたって実施する臨地実務実習については、教育課程全体の到達目標を踏まえな

がら、各段階の到達目標・教育内容を設定する必要がある。そこで、審査意見 1 及び 5 にお

ける指摘事項である養成人材像や教育課程の抜本的な見直しと併せて、臨地実務実習の科目

構成、到達目標、実施日数などについても以下の通り変更する。 

1. 「インターンシップⅠ」の削除 
  「インターンシップⅠ」の到達目標（要約）は、① 社会人としてのビジネスマナーの修

得、② 社会人、専門職人材としての認識、③学科ごとに学ぶべき業種と、職種特有の技術

などにおけるプロセスへの理解、としてきた。 
  このうち、①及び②の重要性そのものについて疑問を挟む余地はないものの、専門職大

学として相応しい学修基準といった指標や、事前学習において実施期間前指導を徹底する

ことなどを考慮した結果、「インターンシップⅠ」は「臨地実務実習Ⅰ（旧：インターン

シップⅡ）」へ集約する。この変更に対応して、「インターンシップⅢ」は「臨地実務実

習Ⅱ」と、「インターンシップⅣ」は「臨地実務実習Ⅲ」へと科目名を改める。 

2. 「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」の到達目標及び実施日数の変更 
  従前の「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」における授業の到達目標を簡潔にまとめると、

それぞれ以下の通りであった。 

  インターンシップⅡ：業務プロセスの理解（実施日数：30 日間） 
  インターンシップⅢ：プロトタイプの開発（実施日数：20 日間） 
  インターンシップⅣ：価値創造の創出（実施日数：20 日間） 

このように到達目標の難易度は段階的に高まることとなっており、本来であれば難易度

に相応する実施日数を配分するのが適切である。ところが従前は、徐々に実施日数を短く

する計画を立てていたうえ、授業の到達目標についても不明確であった。加えて、他の教

育課程の進行に対して到達目標の難易度が非常に高かった。 
そこで、「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ（旧、インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ）」における授

業の到達目標及び実施日数については、以下の通り改める。 

臨地実務実習Ⅰ：相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解（実施日数：

20 日間） 
臨地実務実習Ⅱ：製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や課題の理解

（実施日数：30 日間） 
臨地実務実習Ⅲ：プロトタイプの実現および評価を理解する（実施日数：30 日間） 

 
 
 
 
■選定理由の明確化 
 上記のように臨地実務実習に当たる科目は「臨地実務実習Ⅰ」、「臨地実務実習Ⅱ」、「臨地

実務実習Ⅲ」に修正になったため、選定理由を改める。以下、選定理由を記す。 
 
 □全科目、全学科、全コースで満たされるべき基準  

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業が、専門職大学の授業科目水準として相応しい実

習指導を行うことができる人物を、実習指導者として配置できるか。 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企業は、本学が主体的に学修内容を決定すること、ま

た、実習を大学教育の一環として行うことについて十分な理解を示している。 
③ 臨地実務実習先となるそれぞれの企業及び施設が、『専門職大学等の臨地実務実習の手

引き（平成 31 年 1 月）』等で定められているその他の要件についても満たしている。 
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 □各学科で満たされるべき基準 

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業の事業内容が、情報工学科の学生が専攻する AI、
IoT、ロボット分野に該当している。加えて、科目の到達目標の全てを達成する指導を

行うことができる。 
 
ここでいう、『科目の到達目標の全てを達成する指導を行うことができる。』とは、

例えば、「臨地実務実習Ⅲ」の場合、シラバスにある到達目標の一つにある『専攻する

学科・コースの技術（AI、 IoT、ロボット）を主に用いた最適解に対し部分的であって

もプロトタイプを実現し、評価することができる。』に対し、実際の実習指導者が指導

を行えるかどうかである。審査意見 7(6)も加味し、例えば、実習指導者によっては、AI
戦略コースの学生の制作物に対して適切なアドバイスや評価を行うことが難しいため、

その場合に該当すると判断した場合、AI 戦略コースの学生は当該施設を選択すること

の内容にリストから外す。 
以上の事柄を精査し、それぞれの科目と企業ごとにコース別で実施可否を資料 29-1

にまとめる。 
 
 □各科目で満たされるべき基準 

「臨地実務実習Ⅰ」 
本学の臨地実務実習として初めて取り組む「臨地実務実習Ⅰ」は本学の教育課程の比較的早期

段階にある。よって、学生に対しての技術指導や課題提示に対して、高度な技術レベルを教えら

れるのではなく、指導の充実が求められる。 
加えて、当該科目の到達目標は、「相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解」

である。ここで言う相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスは企業ごとに様々であるが、当

該科目では特殊なビジネスプロセスではなく一般的なビジネスプロセスの理解を求めている。 
以上の事から、ビジネスプロセスが特殊になりがちな小企業は適切な実習先に満たない可能性

が高い。 
 
「臨地実務実習Ⅱ」 
「臨地実務実習Ⅱ」は本学の教育課程の 3 年次後期に配されている。よって、実習科目で産学

連携等を経験してきた学生へ適切な難度の目標設定などを指導できることが求められる。 
加えて、当該科目の到達目標は、「製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見

や課題の理解」である。よって、企業の性質だけ見れば「臨地実務実習Ⅰ」ほど、学生の専攻

分野にマッチングしている必要性や一般的なビジネスプロセスを踏んでいる企業に限定されるよ

うな基準は必要ない。一方で、課題解決のために学生が専攻する分野の技術を用いた提案をする

手前の段階である課題の発見・理解に位置づけられる当該科目は、課題解決のために学生が専攻

する分野の技術を用いた提案を目的としていないが、それを想定して指導できる必要性はあるた

め、指導者の資質として学生へ適切な難度の目標設定などが指導できる必要性がある。 
以上の事から、実習指導者の資質が重要である。別審査意見 7(2)で詳細は述べるが、指導者に

ついて適切に見直しを計ったため、既に申請している企業で現状問題ないと考える。ただし、教

育課程の進行度から、学生の語学（特に英語）関する能力が当該科目の実習内容を国外で行った

としても同等でできるレベルに達していないと判断したため、「臨地実務実習Ⅱ」から、海外実

習先を全て外す。 
 
「臨地実務実習Ⅲ」 
「臨地実務実習Ⅲ」は本学の教育課程の終盤にある学生に対し、相応に程度の高い要求をしな

がら指導することが求められる。 
当該科目の到達目標は「プロトタイプの実現及び評価を理解する」である。よって、学生が

専攻する分野に置ける制作物に対し、的確な評価ができること求められる。加えて、学生のプロ

トタイプ開発に対し、適切な指導を行う必要性があるため、当該科目の実習先や実習指導者は学
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生の専攻に対して「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ」と同等かそれ以上のマッチング度が求められる。 
 
 
■臨地実務実習先の見直し 
上記で述べたとおり、企業と指導者の基準、学科・コースとの適合性、各科目の適合性から、

改めて実習先の精査を行い、複数の企業が実習先から外れた。ただし、精査を行った上でも、各

学科・各コースの定員を充足した（審査意見7(6)も加味し、コース毎の充足率も記載）。資料30 
に、各臨地実務実習における充足率について、各学科・各コースで記す。 
 加えて、審査意見 2 や 5 等から、教育課程を学生の外国語（英語）における習熟度を改めて確

認した結果、「臨地実務実習Ⅱ」を行う 3 年次後期のタイミングでは、「英語コミュニケーショ

ンⅢb」と「英語コミュニケーションⅣ」の履修が完了しておらず、国内臨地実務実習と同等レ

ベルで実習を行うのに必要な英語レベルに学生が達していない可能性が高いため、「臨地実務実

習Ⅱ（旧インターンシップⅢ）」から、海外実習先を外す。 
 
 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
 

11. 実習の具体的な計画 
11.1 実習の目的 

本学の実習の位置づけは、特にディプロ

マ・ポリシーの以下の項目の養成である。 
＜工科学部ディプロマ・ポリシー【抜粋】

＞ 
4. 情報技術を応用する領域を主導する専門

職人材として、対象領域を俯瞰する能力を有

する 
5. 情報技術を応用する領域を主導する専門

職人材として、問題を発見・設定する力を有

している 
7. プロトタイプを実際に開発する能力を有

している 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 
＜情報工学科ディプロマ・ポリシー【抜

粋】＞ 
4. 本学科が扱う 3 履修モデル（AI, IoT, ロ

ボット）と社会との接点を理解し、情報シス

テム技術をコアとして、システムインテグレ

ーションに関する知識を総合的に俯瞰するこ

とができる 
5. 情報工学を主導する専門職人材として問

題を発見する力を有している 
7. 情報技術を応用して対象領域の課題を解

決するソリューションのプロトタイプを開発

 
11. 実習の具体的な計画 
11.1 実習の目的 
本学の実習の主な目的は東京国際工科専門職

大学 DP（ディプロマ・ポリシー）の「仕事

の結果に対する倫理的責任を強く持ちなが

ら、社会的課題（顕在的・潜在的社会的期

待）に対して敏感に、しかも主体的に応える

ことができる“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”である。」に対

し、学生がその時々で自身の実力を理解する

とともに、制作に対する責任感といった職業

倫理観を養育することと、「工科系産業分野

において、大きな実践力といった感覚を持っ

て活躍できる職業専門知識・技能を修得し、

価値創造を実現するためにプロトタイプを作

り出すことができる。」に対し、4 年次の後

期に配した「インターンシップⅣ」で実際に

価値創造を体験させることである。加えて、

一定の英語力における水準等をクリアし海外

臨地実務実習に参加する学生に対しては、特

に DP（ディプロマ・ポリシー）の「グロー

バルに活躍する、若しくは地域社会で同様に

活躍できるコミュニケーション力などの適応

力を有し、新技術や国際情勢の変化を察知で

きる視野を兼ね備えている。」に対し、実体

験をもって国際情勢やグローバル視野を育成

することも目的となる。 
「インターンシップⅣ」では、具体的に受け

入れ先企業が扱っているサービスやコンテン

ツ、製品に付加価値を高めるための新たな機
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する能力を有している。 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 
＜デジタルエンタテインメント学科ディプ

ロマ・ポリシー＞ 
4. 本学科が扱う 2 履修モデル（ゲーム、

CG）と社会との接点を理解し、デジタルコン

テンツ、情報システム技術、ビジネスに関す

る知識などを総合的に俯瞰することができる 
5. デジタルコンテンツを主導する専門職人

材として問題を発見し設定する能力を有して

いる。 
7. デジタルコンテンツのプロトタイプを開

発する能力を有している 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 

つまり、keywordsは「俯瞰力」、「問題発見

力」、「プロトタイプ開発力」、「チャレン

ジ精神」「三現則」である。本学では以下に

詳細を記すが、「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」を配

し、それらは二年次～四年次まで段階的に配

され、上記の keywords が段階的にクリアで

きるように設定されているところである。別

途、実習の内容で具体的に説明する。 
加えて、一定の英語力等における水準等を

クリアし海外臨地実務実習に参加する学生に

対しては、ディプロマ・ポリシーの「9. 異分

野・他文化とのコミュニケーション能力を有

している」に対し、実体験をもって国際情勢

やグローバル視野を育成することも目的とな

る。 
 
 

 

能の追加やカスタマイズを学生が提案するこ

ととしており、受け入れ先企業の指導者のも

と、プロトタイプの作成及び各種仕様書やテ

スト結果等の資料提出を義務付けており、価

値創造を実現しそれを活用するためのプログ

ラムを用意している。 
 

  
11.2 実習先の確保状況 
11.2.1 実習先の確保状況について 
全学部全学科に共通で配置されている臨地実

務実習「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」における、臨

地実務実習先の確保状況は、定員数を上回っ

ており、十分数確保していると言える。加え

て、コース別の上限にも達している。又、本

学では学生の希望に応じて実習先を選択でき

るよう、開学に向けてさらに実習先を確保す

  
11.2 実習先の確保状況 
11.2.1 実習先の確保状況について 
4 章で既に言及した通り、全学部全学科に共

通で配置されている臨地実務実習「インター

ンシップⅠ～Ⅳ」における、臨地実務実習先

の確保状況は、定員数を上回っており、十分

数確保していると言える。さらに、本学では

学生の希望に応じて実習先を選択できるよ

う、開学に向けてさらに実習先を確保する。
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る。また、「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」の実習先

については、海外における臨地実務実習も一

定数確保しており、条件を満たすことで海外

での実習も参加が可能である。企業の選定理

由については資料 29 に、その結果の実習先の

確保状況については資料 30 に記す。実習先の

選定（妥当性）については、次の項で説明す

る。 
ちなみに、本学は情報工学科とデジタルエ

ンタテインメント学科の 2 学科構成であるた

め、企業によっては 2 学科の学生を同時に受

け入れる企業もあるが、「臨地実務実習先の

確保状況の説明書」にある受け入れ人数は、

学科ごとの最大受け入れ人数である。つま

り、例えば、ある企業で「臨地実務実習Ⅲ」

における受け入れ学生数が情報工学科で 3
名、デジタルエンタテインメント学科で 2 名

であるとすると、その企業は「臨地実務実習

Ⅲ」では最大 5 名の学生を受け入れるという

ことである。加えて、詳細は後述するが、臨

地実務実習先の受け入れ人数は基本的に実習

指導者 1 名に対し学生 6 名、最大学生数 8 名

としているため、9 名以上になる場合は、8 名

増加ごとに 1 名の指導教員をつけることにし

ており、本学は教育の質が担保できるように

重複も加味して各企業に承諾書を得ている。 
もちろん、「臨地実務実習先の確保状況の

説明書」にある各施設の学生受け入れ人数は

最大受け入れ人数として設定・記載している

が、受け入れ先の業務・業績状況によって実

際の受け入れ可能人数が変動する可能性があ

るため、毎年必ず配属先調整前に確認を行

い、学生 6 人に対し 1 名、最大でも学生 8 名

に対し 1 名以上の実習指導者という体系を必

ず維持する。加えて、本学は開学後も実習先

の新規確保に努め、実習先の質と量の更なる

向上を図る。 
 

また、「インターンシップⅢ～Ⅳ」の実習先

については、海外における臨地実務実習も一

定数確保しており、条件を満たすことで海外

での実習も参加が可能である。履修予定学生

数等の詳細については、本大学設置認可申請

の「臨地実務実習先の確保状況の説明書」に

明記するとともに、臨地実務実習先の確保状

況の詳細については学科ごとにインターンシ

ップⅠ～Ⅳ別に資料 24 に記す。 
ちなみに、本学は情報工学科とデジタルエン

タテインメント学科の 2 学科構成であるた

め、企業によっては 2 学科の学生を同時に受

け入れる企業もあるが、「臨地実務実習先の

確保状況の説明書」にある受け入れ人数は、

学科ごとの最大受け入れ人数である。つま

り、例えば、ある企業で「インターンシップ

Ⅳ」における受け入れ学生数が情報工学科で

3名、デジタルエンタテインメント学科で2名
であるとすると、その企業は「インターンシ

ップⅣ」では最大 5 名の学生を受け入れると

いうことである。加えて、詳細は後述する

が、臨地実務実習先の受け入れ人数は基本的

に実習指導者 1 名に対し学生 6 名、最大学生

数 8 名としているため、9 名以上になる場合

は、8 名増加ごとに 1 名の指導教員をつける

ことにしており、本学は教育の質が担保でき

るように重複も加味して各企業に承諾書を得

ている。 
もちろん、「臨地実務実習先の確保状況の説

明書」にある各施設の学生受け入れ人数は最

大受け入れ人数として設定・記載している

が、受け入れ先の業務・業績状況によって実

際の受け入れ可能人数が変動する可能性があ

るため、毎年必ず配属先調整前に確認を行

い、学生 6 人に対し 1 名、最大でも学生 8 名

に対し 1 名以上の実習指導者という体系を必

ず維持する。加えて、本学は開学後も実習先

の新規確保に努め、実習先の質と量の更なる

向上を図る。 
 

 
11.2.2 実習先の妥当性 
以下に、実習先の選定理由について明記す

る。 
 

 
11.2.2 実習先の妥当性 
以下に、実習先の妥当性について明記する。 
 実習先の妥当性を明確にするためには、①

「本学の臨地実務実習に対する考え方」や、

それを満たす企業を抽出するための②「選定

基準」、③「企業で行われる実習内容の正当

性」といった各項目を明確にする必要があ

る。以下、既に記載した内容も含まれるが、

改めて説明する。 
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11.2.2.1 全科目、全学科、全コースで満たさ

れるべき基準  
① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

が、専門職大学の授業科目水準として相応し

い実習指導を行うことができる人物を、実習

指導者として配置できるか。 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

は、本学が主体的に学修内容を決定するこ

と、また、実習を大学教育の一環として行う

ことについて十分な理解を示しているか。 
③ 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

及び施設が、『専門職大学等の臨地実務実習

の手引き（平成 31 年 1 月）』等で定められて

いるその他の要件についても満たしている

か。 

 
11.2.2.1 実習先企業選定の考え方 
本学では、専門知識・技術を活かし、職業倫

理観を持って、新しい価値を創り出すイノベ

ーション人材の育成を目指している。臨地実

務実習を通して、各企業の製品化に向けた組

織的な開発テクニックを学び、関連業務を体

験する。一人一人の社会的・職業的自立に向

けてコミュニケーション能力や職業倫理観な

どの必要な基盤となる能力や態度を身につけ

る。また、独創的な技術やノウハウ等がもた

らす産業のダイナミズムを目の当たりにする

ことにより、未来に向けた新規産業の担い手

となる意識と未知の分野に挑戦する意欲を醸

成する。これらの目的を達成可能な受け入れ

先企業の選定を行っている。 
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11.2.2.2各学科で満たされるべき基準 

＜情報工学科＞ 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企

業の事業内容が、情報工学科の学生

が専攻する AI、IoT、ロボット分野

に該当している。加えて、科目の到

達目標の全てを達成する指導を行う

ことができる。 
＜デジタルエンタテインメント学科＞ 

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企

業の事業内容が、デジタルエンタテ

インメント学科の学生が専攻するゲ

ームプロデュース、CG アニメーシ

ョン分野に該当している。加えて、

科目の到達目標の全てを達成する指

導を行うことができる。 
 
ここでいう、『科目の到達目標の

全てを達成する指導を行うことがで

きる。』とは、例えば、情報工学科

における「臨地実務実習Ⅲ」の場

合、シラバスにある到達目標の一つ

にある『専攻する学科・コースの技

術（AI、 IoT、ロボット）を主に用

いた最適解に対し部分的であっても

プロトタイプを実現し、評価するこ

とができる。』に対し、実際の実習

指導者が指導を行えるかどうかであ

る。審査意見 7(6)も加味し、例え

ば、実習指導者によっては、AI 戦略

コースの学生の制作物に対して適切

なアドバイスや評価を行うことが難

しいため、その場合に該当すると判

断した場合、AI 戦略コースの学生は

当該施設を選択することの内容にリ

ストから外す。 
以上の事柄を精査し、それぞれの

科目と企業ごとにコース別で実施可

否を資料 29-1 にまとめる。 
 

 
11.2.2.2 受け入れ先企業の選定基準 
以下の 4 つの観点から達成目標を立て、到達

度の評価基準となるルーブリック評価（資料

25-1、資料 25-2、資料 25-3、資料 25-4）を作

成している。 
(1) 関心・意欲・態度 ・・・担い手となる意

識と挑戦する意欲 
(2) 思考・判断・表現 ・・・開発関連業務 
(3) 専門知識・技術  ・・・企業の製品化に

向けた開発技法 
(4) 組織的行動力   ・・・組織的な開発技

法、コミュニケーション能力、職業倫理観 
受け入れ先企業の選定は、表に記載された基

準をすべて評価可能かで判定する。 

 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ

 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ

8



るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
ここでいう実習指導者について、本学では一

部企業について、代表取締役を据えている。

こうした企業はすべて、必然的に従業員規模

が 20名以下の企業になった。当該実習先の代

表取締役は技術者でもあり、各臨地実務実習

にある到達目標にある項目を学生が達成する

ために必要な専門的（この場合は、各学科、

各コース）指導も可能なため、実習内容に適

した実習指導を行うことが十分にできる実習

指導者であると判断した。 
 

るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
(追加) 
 
 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 

新 旧 
資料 27 （追加） 
資料 28 （追加） 
資料 29 （追加） 
資料 30 資料 24 
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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞ 
臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】 

（２）実習指導者について、代表取締役や人事担当者を配置しており、実習内容

に適した実習指導を行うことができるか疑義がある。 

 
（対応） 
 代表取締役や人事担当者を実習指導者に配置していた臨地実務実習先について、当該実習

指導者が実習内容に適した実習指導を行うことができるか、その妥当性を改めて検討した。

結果は以下のとおりである。 
 
 
■実習指導者を変更する企業 
 実習指導者に代表取締役や人事担当者の配置を予定していた企業について、実習内容に適

した実習指導を行うことができるか、その妥当性を改めて検討した。その結果、一部企業に

おいて変更が妥当であるという結論に至った。そういった企業については、例えば「代表取

締役」から「システム開発責任者」に、あるいは「人材戦略室長」を「ITサービスマネジメ

ント部長」へと変更している。 
なお、指導者を変更できない、あるいは実習指導者に相応しい人物を確保できないと判断

した企業については、実習先から外すこととした。 
 
 
■実習指導者を変更しない企業 
 実習指導者に代表取締役や人事担当者の配置を予定していた企業について、実習内容に適

した実習指導を行うことができるか、その妥当性を改めて検討した。その結果、変更を加え

なかった企業も若干数残った。こうした企業はすべて、必然的に従業員規模が 20 名以下の

企業になった。当該実習先の代表取締役は技術者でもあり、各臨地実務実習にある到達目標

にある項目を学生が達成するために必要な専門的（この場合は、各学科、各コース）指導も

可能なため、実習内容に適した実習指導を行うことが十分にできる実習指導者であると判断

した。 
 
 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ

るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ

るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ
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の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
ここでいう実習指導者について、本学では一

部企業について、代表取締役を据えている。

こうした企業はすべて、必然的に従業員規模

が 20名以下の企業になった。当該実習先の代

表取締役は技術者でもあり、各臨地実務実習

にある到達目標にある項目を学生が達成する

ために必要な専門的（この場合は、各学科、

各コース）指導も可能なため、実習内容に適

した実習指導を行うことが十分にできる実習

指導者であると判断した。 

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
（追加） 
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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞ 
臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】 

（３）「インターンシップⅣ」について、実施時期が４年次１～２月であるが、

「卒業研究制作」を行う時期でもあるため、実現可能性に疑義がある。学生が不

利益なく実施できるか明確に説明するか、適切に改めること。 

 
（対応） 
 「インターンシップⅣ」の実施時期は 4 年次 1 月から 2 月としていたものの、これが「卒

業研究制作」の繁忙期直後（卒業研究制作は 12 月末にて終了）という点を鑑みると実現可

能性は薄いとの認識に達し、「インターンシップⅣ」の実施時期を見直すこととした。 
その上で、臨地実務実習を全面的に再検証し、科目名、配当年次、実施時期・日数、到達目標

などを見直した。結果は以下の通りである。 
 
 
■臨地実務実習の見直し 
 審査意見 1、5、 7(3)等を鑑み、臨地実務実習を以下のように見直す。 
 

表 1 臨地実務実習における変更前後の比較 
変更前 変更後 

科目名 実施時期 実施日数 科目名 実施時期 実施日数 
「インターンシッ

プⅠ」 
2 年次 
7～8 月 

10 日間 （削除） ―  ― 

「インターンシッ

プⅡ」 
2 年次 
1～2 月 

30 日間 「臨地実務実習

Ⅰ」 
2 年次 

1～2 月 
20 日間 

「インターンシッ

プⅢ」 
3 年次 
10 月～

11 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅱ」 
3 年次 

10 月～ 
11 月 

30 日間 

「インターンシッ

プⅣ」 
4 年次 
1～2 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅲ」 
4 年次 

7～9 月 
30 日間 

※卒業研究制作の終了時期を年度末に変更する 
 

□修正の全体方針 
①科目名の変更について 
 『専門職大学等の臨地実務実習の手引き（平成 31 年 1 月）』では、臨地実務実習及びイ

ンターンシップを以下の通り定義している（4 ページ）。 

「臨地実務実習」：専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる「企業その他の事業者

の事業所又はこれに類する場所において、当該事業者の実務に従事する

ことにより行う実習による授業科目」 
「インターンシップ」：インターンシップ保険等、専門職大学等の臨地実務実習でないもの

も含めて幅広く企業等の事業所において行われる実習等 

 本学が配置する企業等における実習は、専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる

授業科目である。そこで混乱を避けるために、当該科目名については、従来使用してきた

「インターンシップ」から「臨地実務実習」へと改める。 
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②臨地実務実習の科目構成、到達目標、実施日数の見直しについて 
 複数年にわたって実施する臨地実務実習については、教育課程全体の到達目標を踏まえな

がら、各段階の到達目標・教育内容を設定する必要がある。そこで、審査意見 1 及び 5 にお

ける指摘事項である養成人材像や教育課程の抜本的な見直しと併せて、臨地実務実習の科目

構成、到達目標、実施日数などについても以下の通り変更する。 

1. 「インターンシップⅠ」の削除 
  「インターンシップⅠ」の到達目標（要約）は、① 社会人としてのビジネスマナーの修

得、② 社会人、専門職人材としての認識、③学科ごとに学ぶべき業種と、職種特有の技術

などにおけるプロセスへの理解、としてきた。 
  このうち、①及び②の重要性そのものについて疑問を挟む余地はないものの、専門職大

学として相応しい学修基準といった指標や、事前学習において実施期間前指導を徹底する

ことなどを考慮した結果、「インターンシップⅠ」は「臨地実務実習Ⅰ（旧：インターン

シップⅡ）」へ集約する。この変更に対応して、「インターンシップⅢ」は「臨地実務実

習Ⅱ」と、「インターンシップⅣ」は「臨地実務実習Ⅲ」へと科目名を改める。 

2. 「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」の到達目標及び実施日数の変更 
  従前の「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」における授業の到達目標を簡潔にまとめると、

それぞれ以下の通りであった。 

  インターンシップⅡ：業務プロセスの理解（実施日数：30 日間） 
  インターンシップⅢ：プロトタイプの開発（実施日数：20 日間） 
  インターンシップⅣ：価値創造の創出（実施日数：20 日間） 

このように到達目標の難易度は段階的に高まることとなっており、本来であれば難易度

に相応する実施日数を配分するのが適切である。ところが従前は、徐々に実施日数を短く

する計画を立てていたうえ、授業の到達目標についても不明確であった。加えて、他の教

育課程の進行に対して到達目標の難易度が非常に高かった。 
そこで、「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ（旧、インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ）」における授

業の到達目標及び実施日数については、以下の通り改める。 

臨地実務実習Ⅰ：相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解（実施日数：

20 日間） 
臨地実務実習Ⅱ：製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や課題の理解

（実施日数：30 日間） 
臨地実務実習Ⅲ：プロトタイプの実現及び評価を理解する（実施日数：30 日間） 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
 

11. 実習の具体的な計画 
11.1 実習の目的 

本学の実習の位置づけは、特にディプロ

マ・ポリシーの以下の項目の養成である。 
＜工科学部ディプロマ・ポリシー【抜粋】

＞ 
4. 情報技術を応用する領域を主導する専門

職人材として、対象領域を俯瞰する能力を有

する 
5. 情報技術を応用する領域を主導する専門

職人材として、問題を発見・設定する力を有

している 
7. プロトタイプを実際に開発する能力を有

 
11. 実習の具体的な計画 
11.1 実習の目的 
本学の実習の主な目的は東京国際工科専門職

大学 DP（ディプロマ・ポリシー）の「仕事

の結果に対する倫理的責任を強く持ちなが

ら、社会的課題（顕在的・潜在的社会的期

待）に対して敏感に、しかも主体的に応える

ことができる“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”である。」に対

し、学生がその時々で自身の実力を理解する

とともに、制作に対する責任感といった職業

倫理観を養育することと、「工科系産業分野

において、大きな実践力といった感覚を持っ
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している 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 
＜情報工学科ディプロマ・ポリシー【抜

粋】＞ 
4. 本学科が扱う 3 履修モデル（AI, IoT, ロ

ボット）と社会との接点を理解し、情報シス

テム技術をコアとして、システムインテグレ

ーションに関する知識を総合的に俯瞰するこ

とができる 
5. 情報工学を主導する専門職人材として問

題を発見する力を有している 
7. 情報技術を応用して対象領域の課題を解

決するソリューションのプロトタイプを開発

する能力を有している。 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 
＜デジタルエンタテインメント学科ディプ

ロマ・ポリシー＞ 
4. 本学科が扱う 2 履修モデル（ゲーム、

CG）と社会との接点を理解し、デジタルコン

テンツ、情報システム技術、ビジネスに関す

る知識などを総合的に俯瞰することができる 
5. デジタルコンテンツを主導する専門職人

材として問題を発見し設定する能力を有して

いる。 
7. デジタルコンテンツのプロトタイプを開

発する能力を有している 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 

つまり、keywordsは「俯瞰力」、「問題発見

力」、「プロトタイプ開発力」、「チャレン

ジ精神」「三現則」である。本学では以下に

詳細を記すが、「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」を配

し、それらは二年次～四年次まで段階的に配

され、上記の keywords が段階的にクリアで

きるように設定されているところである。別

途、実習の内容で具体的に説明する。 
加えて、一定の英語力等における水準等を

クリアし海外臨地実務実習に参加する学生に

対しては、ディプロマ・ポリシーの「9. 異分

て活躍できる職業専門知識・技能を修得し、

価値創造を実現するためにプロトタイプを作

り出すことができる。」に対し、4 年次の後

期に配した「インターンシップⅣ」で実際に

価値創造を体験させることである。加えて、

一定の英語力における水準等をクリアし海外

臨地実務実習に参加する学生に対しては、特

に DP（ディプロマ・ポリシー）の「グロー

バルに活躍する、若しくは地域社会で同様に

活躍できるコミュニケーション力などの適応

力を有し、新技術や国際情勢の変化を察知で

きる視野を兼ね備えている。」に対し、実体

験をもって国際情勢やグローバル視野を育成

することも目的となる。 
「インターンシップⅣ」では、具体的に受け

入れ先企業が扱っているサービスやコンテン

ツ、製品に付加価値を高めるための新たな機

能の追加やカスタマイズを学生が提案するこ

ととしており、受け入れ先企業の指導者のも

と、プロトタイプの作成及び各種仕様書やテ

スト結果等の資料提出を義務付けており、価

値創造を実現しそれを活用するためのプログ

ラムを用意している。 
 

14



野・他文化とのコミュニケーション能力を有

している」に対し、実体験をもって国際情勢

やグローバル視野を育成することも目的とな

る。 
 
 

 
  
11.2 実習先の確保状況 
11.2.1 実習先の確保状況について 
全学部全学科に共通で配置されている臨地実

務実習「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」における、臨

地実務実習先の確保状況は、定員数を上回っ

ており、十分数確保していると言える。加え

て、コース別の上限にも達している。又、本

学では学生の希望に応じて実習先を選択でき

るよう、開学に向けてさらに実習先を確保す

る。また、「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」の実習先

については、海外における臨地実務実習も一

定数確保しており、条件を満たすことで海外

での実習も参加が可能である。企業の選定理

由については資料 29 に、その結果の実習先の

確保状況については資料 30 に記す。実習先の

選定（妥当性）については、次の項で説明す

る。 
ちなみに、本学は情報工学科とデジタルエ

ンタテインメント学科の 2 学科構成であるた

め、企業によっては 2 学科の学生を同時に受

け入れる企業もあるが、「臨地実務実習先の

確保状況の説明書」にある受け入れ人数は、

学科ごとの最大受け入れ人数である。つま

り、例えば、ある企業で「臨地実務実習Ⅲ」

における受け入れ学生数が情報工学科で 3
名、デジタルエンタテインメント学科で 2 名

であるとすると、その企業は「臨地実務実習

Ⅲ」では最大 5 名の学生を受け入れるという

ことである。加えて、詳細は後述するが、臨

地実務実習先の受け入れ人数は基本的に実習

指導者 1 名に対し学生 6 名、最大学生数 8 名

としているため、9 名以上になる場合は、8 名

増加ごとに 1 名の指導教員をつけることにし

ており、本学は教育の質が担保できるように

重複も加味して各企業に承諾書を得ている。 
もちろん、「臨地実務実習先の確保状況の

説明書」にある各施設の学生受け入れ人数は

最大受け入れ人数として設定・記載している

が、受け入れ先の業務・業績状況によって実

際の受け入れ可能人数が変動する可能性があ

るため、毎年必ず配属先調整前に確認を行

い、学生 6 人に対し 1 名、最大でも学生 8 名

  
11.2 実習先の確保状況 
11.2.1 実習先の確保状況について 
4 章で既に言及した通り、全学部全学科に共

通で配置されている臨地実務実習「インター

ンシップⅠ～Ⅳ」における、臨地実務実習先

の確保状況は、定員数を上回っており、十分

数確保していると言える。さらに、本学では

学生の希望に応じて実習先を選択できるよ

う、開学に向けてさらに実習先を確保する。

また、「インターンシップⅢ～Ⅳ」の実習先

については、海外における臨地実務実習も一

定数確保しており、条件を満たすことで海外

での実習も参加が可能である。履修予定学生

数等の詳細については、本大学設置認可申請

の「臨地実務実習先の確保状況の説明書」に

明記するとともに、臨地実務実習先の確保状

況の詳細については学科ごとにインターンシ

ップⅠ～Ⅳ別に資料 24 に記す。 
ちなみに、本学は情報工学科とデジタルエン

タテインメント学科の 2 学科構成であるた

め、企業によっては 2 学科の学生を同時に受

け入れる企業もあるが、「臨地実務実習先の

確保状況の説明書」にある受け入れ人数は、

学科ごとの最大受け入れ人数である。つま

り、例えば、ある企業で「インターンシップ

Ⅳ」における受け入れ学生数が情報工学科で

3名、デジタルエンタテインメント学科で2名
であるとすると、その企業は「インターンシ

ップⅣ」では最大 5 名の学生を受け入れると

いうことである。加えて、詳細は後述する

が、臨地実務実習先の受け入れ人数は基本的

に実習指導者 1 名に対し学生 6 名、最大学生

数 8 名としているため、9 名以上になる場合

は、8 名増加ごとに 1 名の指導教員をつける

ことにしており、本学は教育の質が担保でき

るように重複も加味して各企業に承諾書を得

ている。 
もちろん、「臨地実務実習先の確保状況の説

明書」にある各施設の学生受け入れ人数は最

大受け入れ人数として設定・記載している

が、受け入れ先の業務・業績状況によって実

際の受け入れ可能人数が変動する可能性があ
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に対し 1 名以上の実習指導者という体系を必

ず維持する。加えて、本学は開学後も実習先

の新規確保に努め、実習先の質と量の更なる

向上を図る。 
 

るため、毎年必ず配属先調整前に確認を行

い、学生 6 人に対し 1 名、最大でも学生 8 名

に対し 1 名以上の実習指導者という体系を必

ず維持する。加えて、本学は開学後も実習先

の新規確保に努め、実習先の質と量の更なる

向上を図る。 
 

 
11.2.2 実習先の妥当性 
以下に、実習先の選定理由について明記す

る。 
 

 
11.2.2 実習先の妥当性 
以下に、実習先の妥当性について明記する。 
 実習先の妥当性を明確にするためには、①

「本学の臨地実務実習に対する考え方」や、

それを満たす企業を抽出するための②「選定

基準」、③「企業で行われる実習内容の正当

性」といった各項目を明確にする必要があ

る。以下、既に記載した内容も含まれるが、

改めて説明する。 
 
11.2.2.1 全科目、全学科、全コースで満たさ

れるべき基準  
① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

が、専門職大学の授業科目水準として相応し

い実習指導を行うことができる人物を、実習

指導者として配置できるか。 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

は、本学が主体的に学修内容を決定するこ

と、また、実習を大学教育の一環として行う

ことについて十分な理解を示しているか。 
③ 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

及び施設が、『専門職大学等の臨地実務実習

の手引き（平成 31 年 1 月）』等で定められて

いるその他の要件についても満たしている

か。 

 
11.2.2.1 実習先企業選定の考え方 
本学では、専門知識・技術を活かし、職業倫

理観を持って、新しい価値を創り出すイノベ

ーション人材の育成を目指している。臨地実

務実習を通して、各企業の製品化に向けた組

織的な開発テクニックを学び、関連業務を体

験する。一人一人の社会的・職業的自立に向

けてコミュニケーション能力や職業倫理観な

どの必要な基盤となる能力や態度を身につけ

る。また、独創的な技術やノウハウ等がもた

らす産業のダイナミズムを目の当たりにする

ことにより、未来に向けた新規産業の担い手

となる意識と未知の分野に挑戦する意欲を醸

成する。これらの目的を達成可能な受け入れ

先企業の選定を行っている。 
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11.2.2.2各学科で満たされるべき基準 

＜情報工学科＞ 
① 臨地実務実習先となるそれぞれの企

業の事業内容が、情報工学科の学生

が専攻する AI、IoT、ロボット分野

に該当している。加えて、科目の到

達目標の全てを達成する指導を行う

ことができる。 
＜デジタルエンタテインメント学科＞ 

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企

業の事業内容が、デジタルエンタテ

インメント学科の学生が専攻するゲ

ームプロデュース、CG アニメーシ

ョン分野に該当している。加えて、

科目の到達目標の全てを達成する指

導を行うことができる。 
 
ここでいう、『科目の到達目標の

全てを達成する指導を行うことがで

きる。』とは、例えば、情報工学科

における「臨地実務実習Ⅲ」の場

合、シラバスにある到達目標の一つ

にある『専攻する学科・コースの技

術（AI、 IoT、ロボット）を主に用

いた最適解に対し部分的であっても

プロトタイプを実現し、評価するこ

とができる。』に対し、実際の実習

指導者が指導を行えるかどうかであ

る。審査意見 7(6)も加味し、例え

ば、実習指導者によっては、AI 戦略

コースの学生の制作物に対して適切

なアドバイスや評価を行うことが難

しいため、その場合に該当すると判

断した場合、AI 戦略コースの学生は

当該施設を選択することの内容にリ

ストから外す。 
以上の事柄を精査し、それぞれの

科目と企業ごとにコース別で実施可

否を資料 29-1 にまとめる。 
 

 
11.2.2.2 受け入れ先企業の選定基準 
以下の 4 つの観点から達成目標を立て、到達

度の評価基準となるルーブリック評価（資料

25-1、資料 25-2、資料 25-3、資料 25-4）を作

成している。 
(1) 関心・意欲・態度 ・・・担い手となる意

識と挑戦する意欲 
(2) 思考・判断・表現 ・・・開発関連業務 
(3) 専門知識・技術  ・・・企業の製品化に

向けた開発技法 
(4) 組織的行動力   ・・・組織的な開発技

法、コミュニケーション能力、職業倫理観 
受け入れ先企業の選定は、表に記載された基

準をすべて評価可能かで判定する。 

 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ

 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ
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るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
ここでいう実習指導者について、本学では一

部企業について、代表取締役を据えている。

こうした企業はすべて、必然的に従業員規模

が 20名以下の企業になった。当該実習先の代

表取締役は技術者でもあり、各臨地実務実習

にある到達目標にある項目を学生が達成する

ために必要な専門的（この場合は、各学科、

各コース）指導も可能なため、実習内容に適

した実習指導を行うことが十分にできる実習

指導者であると判断した。 
 

るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
(追加) 
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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞ 
臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】 

（４）「インターンシップⅠ～Ⅳ」について、到達目標が抽象的であり、当該学

科の専門性に関する目標も明確でないため、それぞれの科目でどのレベルまでの

到達を求めるのか不明確である。また、具体的に学生が実習期間中に行う業務内

容が不明確であるため、臨地実習の目的等に照らして適切な学修内容であるか不

明である。 

 
（対応） 
 審査意見 1、2、3、5、7等の是正意見も考慮し、臨地実務実習について改めて見直しを行い、

臨地実務実習にあたる科目「インターンシップⅠ～Ⅳ」について、到達目標、実施内容、実習時

期、実施期間、等について修正を行い「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」に改めた。その上で、それぞれの

科目の到達目標の具体化、当該学科の専門性に関する目標、具体的業務内容について、各科目の

到達目標に照らして以下に説明する。 
 
 
■臨地実務実習の見直し 
 審査意見 1、3、 5、7(3、4)等を鑑み、臨地実務実習を以下のように見直す。 
 

表 1 臨地実務実習における変更前後の比較 
変更前 変更後 

科目名 実施時期 実施日数 科目名 実施時期 実施日数 
「インターンシッ

プⅠ」 
2 年次 
7～8 月 

10 日間 （削除） ―  ― 

「インターンシッ

プⅡ」 
2 年次 
1～2 月 

30 日間 「臨地実務実習

Ⅰ」 
2 年次 

1～2 月 
20 日間 

「インターンシッ

プⅢ」 
3 年次 
10 月～

11 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅱ」 
3 年次 

10 月～ 
11 月 

30 日間 

「インターンシッ

プⅣ」 
4 年次 
1～2 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅲ」 
4 年次 

7～9 月 
30 日間 

※卒業研究制作の終了時期を年度末に変更する 
 

□修正の全体方針 
①科目名の変更について 
 『専門職大学等の臨地実務実習の手引き（平成 31 年 1 月）』では、臨地実務実習及びイ

ンターンシップを以下の通り定義している（4 ページ）。 

「臨地実務実習」：専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる「企業その他の事業者

の事業所又はこれに類する場所において、当該事業者の実務に従事する

ことにより行う実習による授業科目」 
「インターンシップ」：インターンシップ保険等、専門職大学等の臨地実務実習でないもの

も含めて幅広く企業等の事業所において行われる実習等 

 本学が配置する企業等における実習は、専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる

授業科目である。そこで混乱を避けるために、当該科目名については、従来使用してきた
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「インターンシップ」から「臨地実務実習」へと改める。 
 
 
②臨地実務実習の科目構成、到達目標、実施日数の見直しについて 
 複数年にわたって実施する臨地実務実習については、教育課程全体の到達目標を踏まえな

がら、各段階の到達目標・教育内容を設定する必要がある。そこで、審査意見 1 及び 5 にお

ける指摘事項である養成人材像や教育課程の抜本的な見直しと併せて、臨地実務実習の科目

構成、到達目標、実施日数などについても以下の通り変更する。 

1. 「インターンシップⅠ」の削除 
  「インターンシップⅠ」の到達目標（要約）は、① 社会人としてのビジネスマナーの修

得、② 社会人、専門職人材としての認識、③学科ごとに学ぶべき業種と、職種特有の技術

などにおけるプロセスへの理解、としてきた。 
  このうち、①及び②の重要性そのものについて疑問を挟む余地はないものの、専門職大

学として相応しい学修基準といった指標や、事前学習において実施期間前指導を徹底する

ことなどを考慮した結果、「インターンシップⅠ」は「臨地実務実習Ⅰ（旧：インターン

シップⅡ）」へ集約する。この変更に対応して、「インターンシップⅢ」は「臨地実務実

習Ⅱ」と、「インターンシップⅣ」は「臨地実務実習Ⅲ」へと科目名を改める。 

2. 「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」の到達目標及び実施日数の変更 
  従前の「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」における授業の到達目標を簡潔にまとめると、

それぞれ以下の通りであった。 

  インターンシップⅡ：業務プロセスの理解（実施日数：30 日間） 
  インターンシップⅢ：プロトタイプの開発（実施日数：20 日間） 
  インターンシップⅣ：価値創造の創出（実施日数：20 日間） 

このように到達目標の難易度は段階的に高まることとなっており、本来であれば難易度

に相応する実施日数を配分するのが適切である。ところが従前は、徐々に実施日数を短く

する計画を立てていたうえ、授業の到達目標についても不明確であった。加えて、他の教

育課程の進行に対して到達目標の難易度が非常に高かった。 
そこで、「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ（旧、インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ）」における授

業の到達目標及び実施日数については、以下の通り改める。 

臨地実務実習Ⅰ：相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解（実施日数：

20 日間） 
臨地実務実習Ⅱ：製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や課題の理解

（実施日数：30 日間） 
臨地実務実習Ⅲ：プロトタイプの実現及び評価を理解する（実施日数：30 日間） 

 
 
 
 
■臨地実務実習における科目の到達目標と具体的業務内容 
 以下に、本学の臨地実務実習にあたる「臨地実務実習Ⅰ」、「臨地実務実習Ⅱ」、「臨地

実務実習Ⅲ」の授業の到達目標及びテーマを記すとともに、これら到達目標に対して、具体

的業務内容がどのように設定されているのかを以下に説明する。 
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「臨地実務実習Ⅰ」 

授業の到達目標及びテーマ 

「相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解」 
【到達目標】 
（知識・理解） 
・実習先事業者の製品、業務内容、ビジネスプロセスを理解し説明することができる。 
（能力） 
・実習先の業務内容、ビジネスプロセスに基づいた基本技術を習得している。 
・所属する受け入れ先の部署やチームメンバーと協調性を持って行動し、期日を守って業務

を遂行することができる。 
（志向・態度） 
・社会人としての最低限のビジネスマナー身につけている。 
・三現主義（現場・現実・現物）とは何かを体感し理解している。 

臨地実務実習Ⅰのシラバス（本学の実習骨格、資料 27-1-1）にある到達目標授業の到達目

標及びテーマは上記のとおりである。「臨地実務実習Ⅰ」は初めての臨地実務実習として 2
年次の後期に配されており、基本的なビジネスプロセス等の理解に主題を置いている。その

中でも、専門性に関する到達目標に関しては『ビジネスプロセスに基づいた基本技術を習得

している』という項目で、これを充たすために実施計画（臨地実務実習先個別実施計画）で

は、その企業の業務を実践してみることが業務に盛り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すために、情報工学科における受け入れ企業の一例として、

実際の実施計画書を資料 28-1-1 として添付する。この会社を例にとると、実習の内容は 
 
① 企業が対応可能な業務の理解（15 時間） 
② 企業が納入したシステムの簡易版の開発計画（22.5 時間） 
③ 企業が納入したシステムの簡易版における要求分析、ソフトウェア設計業務の実践

（45 時間） 
④ 企業が納入したシステムの簡易版におけるソフトウェアテスト、ソフトウェア保守

業務の実践（45 時間） 
⑤企業が納入したシステムの簡易版の製作発表（22.5 時間） 
 

となっており、『ビジネスプロセスに基づいた基本技術を習得している』を充たすために、

ソフトウェア設計業務の実践やソフトウェアテスト、ソフトウェア保守業務の実践といった

基本技術を実践する授業内容が盛り込まれている。 
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「臨地実務実習Ⅱ」 

授業の到達目標及びテーマ 

「製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や課題の理解」 
【到達目標】 
（知識・理解） 
・実習先事業者の既存サービスが抱える課題を理解して要点を説明することができる。 
・実習先事業者の既存サービスが抱える課題解決に必要な手法やツールには可能性としてど

のようなものが存在するかの知識を修得して文言でまとめることができる。 
（能力） 
・所属する受け入れ先の部署やチームが担当業務において抱える課題を、局所的に限定せず

に全体を俯瞰しつつ分析することができる。 
・既存サービスにおける課題を専攻する学科・コースの技術（AI、 IoT、ロボット）を主に

用いて解決する案を複数提示することができる。 
・改善策を実現する手法やツール（のプロトタイプ）を探索、考察することができる。 
（思考・態度） 
・所属する受け入れ先の部署やチームメンバーと協調性を持って行動し、自分が担当するプ

ロセスの要求条件を明確に理解し期日を守って業務を遂行することができる。 
・社会的倫理観と責務をもって業務に取り組むことができる。 
・三現主義（現場・現実・現物）を理解し、他人に説明することができる。 

臨地実務実習Ⅱのシラバス（本学の実習骨格、資料 27-1-2）にある到達目標授業の到達目

標及びテーマは上記のとおりである。「臨地実務実習Ⅱ」の到達目標は問題点や課題を発見

し、それについて理解することである。「臨地実務実習Ⅱ」は「臨地実務実習Ⅲ」の最終目

的である社会の問題・課題解決のために、学生が専攻する領域（コース）のプロトタイプ開

発が正しく実践されるために必要な、問題・課題発見に主軸が置かれている。 
よって、専門性に関する到達目標に関しては『既存サービスにおける課題を専攻する学

科・コースの技術（AI、 IoT、ロボット）を主に用いて解決する案を複数提示することがで

きる。』ということや、『改善策を実現する手法やツール（のプロトタイプ）を探索、考察

することができる。』という項目で、これを充たすために実施計画（臨地実務実習先個別実

施計画）では、その企業の業務を実践してみるだけではなく、改善点の発見といった項目が

業務に盛り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すために、情報工学科における受け入れ企業の一例として、

実際の実施計画書を資料 28-1-2 として添付する。この会社を例にとると、実習の内容は 
 
 
① 企業が納入実績のあるシステムの開発計画（30 時間） 
② 企業が納入実績のあるシステムにおける要求分析、ソフトウェア設計業務の実践

（75 時間） 
③ 企業が納入実績のあるシステムにおけるソフトウェアテスト、ソフトウェア保守業

務の実践（75 時間） 
④ 企業が納入実績のあるシステムの製作発表（22.5 時間） 
⑤  企業が納入実績のあるシステムの改善点の発見（22.5 時間） 
 

となっており『既存サービスにおける課題を専攻する学科・コースの技術（AI、 IoT、ロボ

ット）を主に用いて解決する案を複数提示することができる。』を充たすために、企業が納

入実績のあるシステムの製作発表を通し、複数案を考えその中の最善案を実際に制作する他、

『改善策を実現する手法やツール（のプロトタイプ）を探索、考察することができる。』を

充たすために、制作のみならず実際に改善点を発見させる期間が実習内容に盛り込まれてい

る。 
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「臨地実務実習Ⅲ」 
「プロトタイプを実現して評価する」 

【到達目標】 

（知識・理解） 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な技術上の条件を理解して要点を説明できる。 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な手法やツールには可能性としてどのようなものが存

在するかの知識を修得して要点を説明できる。 

（能力） 

・所属する受け入れ先の部署やチームの担当業務のさらなる成果向上手段について、情報工学技術

をもちいた複数の解候補から最適性を考慮しながら解を選択することができる。 

・専攻する学科・コースの技術（AI、IoT、ロボット）を主に用いた最適解に対し部分的であっても

プロトタイプを実現し、評価することができる。 

・実現したプロトタイプに対して得られた評価を理解し、修正を加えてより良い問題解決案を考え

ることができる。 

（思考・態度） 

・所属する受け入れ先の部署やチームメンバーと協調性を持って行動し、自分が担当するプロセス

の要求条件を明確に理解し期日を守って業務を遂行することができる。 

・社会的倫理観と責務をもって業務に取り組むことができる。 

・三現主義（現場・現実・現物）を理解し、それに沿った行動をすることができる。 
臨地実務実習Ⅲのシラバス（本学の実習骨格、資料 27-1-3）にある到達目標授業の到達目

標及びテーマは上記のとおりである。「臨地実務実習Ⅲ」はディプロマ・ポリシーにある

“プロトタイプの開発”を実践するだけでなく、評価を正しく理解することで、改めて問題

発見につながるように考えられることを到達目標に定めている。 
よって、専門性に関する到達目標に関しては『専攻する学科・コースの技術（AI、IoT、ロボ

ット）を主に用いた最適解に対し部分的であってもプロトタイプを実現し、評価することができ

る。』ということや、『実現したプロトタイプに対して得られた評価を理解し、修正を加えてより

良い問題解決案を考えることができる』という項目が特に重要で、これを充たすために実施計

画（臨地実務実習先個別実施計画）では、例えば、システム改良版の制作と発表などの項目

が業務に盛り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すために、情報工学科における受け入れ企業の一例として、

実際の実施計画書を資料 28-1-3 として添付する。この会社を例にとると、実習の内容は 
 
① 企業が納入実績のあるシステムの改良版の開発計画（37.5 時間） 
② 企業が納入実績のあるシステムの改良版における要求分析、ソフトウェア設計業務

の実践（82.5 時間） 
③ 企業が納入実績のあるシステムの改良版におけるソフトウェアテスト、ソフトウェ

ア保守業務の実践（82.5 時間） 
④ 企業が納入実績のあるシステムの改良版の製作発表（22.5 時間） 
 

となっており『専攻する学科・コースの技術（AI、IoT、ロボット）を主に用いた最適解に対し部

分的であってもプロトタイプを実現し、評価することができる。』ということや、『実現したプロ

トタイプに対して得られた評価を理解し、修正を加えてより良い問題解決案を考えることができる』

を充たすために、納入実績のあるシステムの改良版の製作発表が実習内容に盛り込まれてい

る。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 
新 旧 

 
11.3 実習水準確保の方策 
大学教育としてふさわしい実習水準を確保す

るために、本学では臨地実務実習実施準備期

間を十分に確保すると同時に体制を整える。

以下、詳細を明記する。 
 
 
11.3.1 実習内容について 
本学の臨地実務実習については、全学科とも

2 年次に「臨地実務実習Ⅰ」、3 年次に「臨地

実務実習Ⅱ」、4 年次に「臨地実務実習Ⅲ」

を段階的に編成している。以下に、本学の臨

地実務実習にあたる「臨地実務実習Ⅰ」、

「臨地実務実習Ⅱ」、「臨地実務実習Ⅲ」の

授業の到達目標及びテーマを記すとともに、

これら到達目標に対して、具体的業務内容が

どのように設定されているのかを以下に説明

する。 
 
 
 
＜情報工学科＞ 
「臨地実務実習Ⅰ」 

授業の到達目標及びテーマ 

「相手先の製品、業務内容、ビジネスプロ

セスなどの理解」 
【到達目標】 
（知識・理解） 
・実習先事業者の製品、業務内容、ビジネ

スプロセスを理解し説明することができ

る。 
（能力） 
・実習先の業務内容、ビジネスプロセスに

基づいた基本技術を習得している。 
・所属する受け入れ先の部署やチームメン

バーと協調性を持って行動し、期日を守っ

て業務を遂行することができる。 
（志向・態度） 
・社会人としての最低限のビジネスマナー

身につけている。 
・三現主義（現場・現実・現物）とは何か

を体感し理解している。 
臨地実務実習Ⅰのシラバス（本学の実習

骨格）にある到達目標授業の到達目標及び

テーマは上記のとおりである。「臨地実務

実習Ⅰ」は初めての臨地実務実習として 2
年次の後期に配されており、基本的なビジ

 
11.3 実習水準確保の方策 
大学教育としてふさわしい実習水準を確保す

るために、本学では臨地実務実習実施準備期

間を十分に確保すると同時に体制を整える。

以下、詳細を明記する。 
 
 
11.3.1 実習内容について 
本学の臨地実務実習については、全学科とも

2 年次に「インターンシップⅠ」「インター

ンシップⅡ」、3 年次に「インターンシップ

Ⅲ」、4 年次に「インターンシップⅣ」を段

階的に編成している。それぞれの臨地実務実

習における「実習の具体的内容」と、それを

通して習得される具体的な「知識・技能」に

ついて、以下に一例を記す。ただし、本学が

中心的に学ぶ工学分野は、時代の変化が激し

い事業領域であるため、毎年実習内容につい

ては見直しを行うとともに、十分な期間をも

って事前に担当教員や職員が受け入れ先企業

と綿密な打ち合わせをすることを基本とし、

詳細な実習要項を作成することとする。 
 
＜インターンシップⅠ＞ 
【得られる知識・技能】 
インターンシップⅠは全学科で実施され、そ

れぞれの学科に応じた臨地実習先で行うが、

実習を通じて習得しようとする知識・技能は

共通している。 
① 社会人としてのビジネスマナー ＜2 学科

共通＞ 
社会人としてのビジネスマナーは業種、業界

を問わず身につける必要がある。 
挨拶、名刺交換、メール利用マナー、電話の

受け答えといった、社会人・ビジネスパーソ

ンとしての基本的なビジネスマナーを臨地実

務実習先で実践し実際の職場で実践できる技

能を身につける。実習施設の実習指導者は、

新人社員教育における指導者と同様のポジシ

ョンとして指導する。 
 
② 社会人、専門職人材としての自覚 ＜2 学

科共通＞ 
モノづくりの現場では、多くの専門職を含む

人材や部署、他の企業などが自らの責任を果

たし、連携することで、新たな製品やサービ

ス、コンテンツなどが生み出されている。こ
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ネスプロセス等の理解に主題を置いてい

る。その中でも、専門性に関する到達目標

に関しては『ビジネスプロセスに基づいた

基本技術を習得している』という項目で、

これを充たすために実施計画（臨地実務実

習先個別実施計画）では、その企業の業務

を実践してみることが業務に盛り込まれる

ことになる。 
それが満たされていることを示すため

に、情報工学科における受け入れ企業の一

例として、実際の実施計画書を資料 27-1-1
として添付する。この会社を例にとると、

実習の内容は 
 
① 企業が対応可能な業務の理解（15 時

間） 
② 企業が納入したシステムの簡易版の

開発計画（22.5 時間） 
③ 企業が納入したシステムの簡易版に

おける要求分析、ソフトウェア設計業務の

実践（45 時間） 
④ 企業が納入したシステムの簡易版に

おけるソフトウェアテスト、ソフトウェア

保守業務の実践（45 時間） 
⑤企業が納入したシステムの簡易版の製

作発表（22.5 時間） 
 

となっており、『ビジネスプロセスに基づ

いた基本技術を習得している』を充たすた

めに、ソフトウェア設計業務の実践やソフ

トウェアテスト、ソフトウェア保守業務の

実践といった基本技術を実践する授業内容

が盛り込まれている。 
 
 
＜情報工学科＞ 
「臨地実務実習Ⅱ」 

授業の到達目標及びテーマ 

「製品、業務内容、ビジネスプロセスなど

の問題点の発見や課題の理解」 
【到達目標】 
（知識・理解） 
・実習先事業者の既存サービスが抱える課

題を理解して要点を説明することができ

る。 
・実習先事業者の既存サービスが抱える課

題解決に必要な手法やツールには可能性と

してどのようなものが存在するかの知識を

修得して文言でまとめることができる。 
（能力） 

のような実践の場において、それぞれの専門

職が担っている役割や責任、また、本学が目

指す“Designer in Society（社会とともにあ

るデザイナー）”になるために、社会に対し

てどのような貢献ができるのかなどについて

実体験し、専門職人材としての自覚を持たせ

る。実習施設の実習指導者は、新人社員教育

における指導者と同様のポジションとして指

導する。 
 
③ 学部学科ごとに学ぶべき業種、職種特有の

技術など ＜学科別＞ 
インターンシップⅠでは①と②に加えて、

様々な業界におけるモノづくりのプロセスを

実際の制作現場での実習を通じて学ぶことを

目的としている。各プロセスに特化した詳細

レベルの学修ではなく概括的なレベルとす

る。実習施設の実習指導者は、新人社員教育

における指導者と同様のポジションとして指

導。必要に応じて分野ごとの有識者を指導に

加えるなどする。 
 
【実習内容例】 
・情報工学科 
AI、IoT、ロボットの技術は新たな産業を生

み出すとともに、既存の産業にも浸透してき

ている。従来の製品やサービスに AI 、IoT、
ロボットの技術が導入され、より便利に、よ

り安全に、またはそれ以上の価値を創造する

に至っている。インターンシップⅠでは、前

述したような AI、IoT、ロボットの技術を製

品やサービスに応用することで、新たな製品

やサービスを開発、製造している企業での臨

地実習を行う。どのように製品が開発されて

いくのかを実際の制作現場で体験することに

よって、そのプロセスの理解を深める。 
 
・デジタルエンタテインメント学科 
エンタテインメントを目的としたコンテンツ

である、デジタルゲーム、アナログゲーム、

映像作品などがどのようなプロセスによって

生み出されているのかを実際の制作現場にお

いて学ぶ。これらのプロセスにおける一般的

なモデルは存在するが、実際のところはコン

テンツの特性、また人材や機材などのリソー

スの確保状況によって千差万別であり、その

難しさや重要性は実際の制作現場でしか学ぶ

ことができない。 
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・所属する受け入れ先の部署やチームが担

当業務において抱える課題を、局所的に限

定せずに全体を俯瞰しつつ分析することが

できる。 
・既存サービスにおける課題を専攻する学

科・コースの技術（AI、 IoT、ロボット）

を主に用いて解決する案を複数提示するこ

とができる。 
・改善策を実現する手法やツール（のプロ

トタイプ）を探索、考察することができ

る。 
（思考・態度） 
・所属する受け入れ先の部署やチームメン

バーと協調性を持って行動し、自分が担当

するプロセスの要求条件を明確に理解し期

日を守って業務を遂行することができる。 
・社会的倫理観と責務をもって業務に取り

組むことができる。 
・三現主義（現場・現実・現物）を理解

し、他人に説明することができる。 
臨地実務実習Ⅱのシラバス（本学の実習

骨格）にある到達目標授業の到達目標及び

テーマは上記のとおりである。「臨地実務

実習Ⅱ」の到達目標は問題点や課題を発見

し、それについて理解することである。

「臨地実務実習Ⅱ」は「臨地実務実習Ⅲ」

の最終目的である社会の問題・課題解決の

ために、学生が専攻する領域（コース）の

プロトタイプ開発が正しく実践されるため

に必要な、問題・課題発見に主軸が置かれ

ている。 
よって、専門性に関する到達目標に関し

ては『既存サービスにおける課題を専攻す

る学科・コースの技術（AI、 IoT、ロボッ

ト）を主に用いて解決する案を複数提示す

ることができる。』ということや、『改善

策を実現する手法やツール（のプロトタイ

プ）を探索、考察することができる。』と

いう項目で、これを充たすために実施計画

（臨地実務実習先個別実施計画）では、そ

の企業の業務を実践してみるだけではな

く、改善点の発見といった項目が業務に盛

り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すため

に、情報工学科における受け入れ企業の一

例として、実際の実施計画書を資料 27-1-2
として添付する。この会社を例にとると、

実習の内容は 
 
 

＜インターンシップⅡ＞ 
インターンシップⅡは全学科で実施され、そ

れぞれの学科に応じた臨地実習先で行うが、

実習を通じて習得しようとするものは共通し

ている。 
インターンシップⅠで学んだ実際の制作現場

での開発、製造プロセスの知識と学内で学ん

だプロジェクトマネジメントの知識に基づ

き、実際の制作現場での開発、製造プロセス

に具体的に関連するツールやシステムの制作

を行う。制作テーマについては事前に臨地実

務実習指導教員と実習施設の実習指導者によ

って検討し、インターンシップⅡの目的に沿

ったものを設定する。また、個々の参加学生

のレベルも考慮したものとする。 
この実習では、開発、製造プロセスの概括的

な理解に基づいた機能デザインや限られた時

間を有効に使うためのプロジェクトマネジメ

ント能力が要求されるため、モノづくりのプ

ロセスや技術面におけるより深い理解を得る

ことができる。 
 
① 開発プロセスをより深く理解する ＜2 学

科共通＞ 
モノづくりに関連する全てのプロセスを深く

理解することは、限られた臨地実務実習の期

間では不可能だが、その一部分についてなら

可能である。最も長い期間であるインターン

シップⅡでは、実習先企業それぞれの開発、

製造プロセスにおいて、特に重要な部分に対

する理解を深めることを目的とする。加え

て、開発、製造プロセスにおいて、具体的に

関連するツールやシステムの制作を行う。実

習施設の実習指導者は学生の制作物が、実態

に即したものとなるよう企画段階から適切な

指導を行う。 
 
② プロジェクトマネジメントの実践学習 ＜

2 学科共通＞ 
情報工学科は 1 年次後期、デジタルエンタテ

インメント学科は 2 年次前期に、プロジェク

トマネジメントを学んでいる。これらの科目

で学んだプロジェクトマネジメントの技法を

①のツール、システム制作において活用する

ことでより実践な理解を深める。実習施設の

実習指導者は工数の見積もりについて現場目

線での指導を行う。限られた工数を効果的に

スケジューリングする手法、また制作物に対

する工数の妥当性など実践的な指導を行う。 
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① 企業が納入実績のあるシステムの開

発計画（30 時間） 
② 企業が納入実績のあるシステムにお

ける要求分析、ソフトウェア設計業務の実

践（75 時間） 
③ 企業が納入実績のあるシステムにお

けるソフトウェアテスト、ソフトウェア保

守業務の実践（75 時間） 
④ 企業が納入実績のあるシステムの製

作発表（22.5 時間） 
⑤  企業が納入実績のあるシステムの改

善点の発見（22.5 時間） 
 

となっており『既存サービスにおける課題

を専攻する学科・コースの技術（AI、 
IoT、ロボット）を主に用いて解決する案を

複数提示することができる。』を充たすた

めに、企業が納入実績のあるシステムの製

作発表を通し、複数案を考えその中の最善

案を実際に制作する他、『改善策を実現す

る手法やツール（のプロトタイプ）を探

索、考察することができる。』を充たすた

めに、制作のみならず実際に改善点を発見

させる期間が実習内容に盛り込まれてい

る。 
 
 
＜情報工学科＞ 
「臨地実務実習Ⅲ」 
「プロトタイプを実現して評価する」 

【到達目標】 

（知識・理解） 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な

技術上の条件を理解して要点を説明できる。 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な

手法やツールには可能性としてどのようなもの

が存在するかの知識を修得して要点を説明でき

る。 

（能力） 

・所属する受け入れ先の部署やチームの担当業

務のさらなる成果向上手段について、情報工学

技術をもちいた複数の解候補から最適性を考慮

しながら解を選択することができる。 

・専攻する学科・コースの技術（AI、IoT、ロ

ボット）を主に用いた最適解に対し部分的であ

ってもプロトタイプを実現し、評価することが

できる。 

・実現したプロトタイプに対して得られた評価

を理解し、修正を加えてより良い問題解決案を

考えることができる。 

③ 学部学科ごとに学ぶべき業種、職種特有の

技術など ＜学科別＞ 
インターンシップⅡでは①と②を通じて、

様々な業界におけるモノづくりのプロセス

を、実制作現場での実習を通じてより深く学

ぶとともに、それぞれの業種に特化した専門

的で重要なプロセスについての理解を目的と

している。 
 
 
 
 
【実習内容例】 
・情報工学科 
AI、IoT、ロボットの技術を取り入れた製品

開発、また自動車を構成する多くの部品を開

発する現場においては、MBD（Model Based 
Development）開発手法が広く普及してい

る。 
この開発手法は製品全体レベルの大規模なも

のから、単一部品レベルの小規模なものまで

に用いることができるため、学生のレベルに

応じて難易度を設定した MBD 開発手法を用

いた課題テーマを臨地実務実習指導教員と実

習施設の実習指導者によって検討し設定す

る。MBD 開発手法においては、製品に求め

られる機能や制約を正しく理解し、それをモ

デル化する必要があるため、MBD 開発手法

の実践とともに、モノづくりに対するより深

い理解を得ることができる。 
 
・デジタルエンタテインメント学科 
ゲーム開発のプロセスは大きく分けるとその

大半が、企画の後、仕様を決定し、シナリ

オ・原画・音楽・効果音を付加したプログラ

ムを作成、最終工程としてデバッグ、レベル

デザインを確認し完成に至るが、それぞれの

工程の中でも詳細なプロセスが存在してい

る。これらの一部分のプロセスを学生のレベ

ルに応じて臨地実務実習指導教員と実習施設

の実習指導者によって検討し課題として設定

する。具体的な内容としては開発を支援する

ツールの開発やレベルデザインにおける難易

度検討、プランナーの指示に従ってのキャラ

クターアニメーション制作などがある。 
 
＜インターンシップⅢ＞ 
インターンシップⅢは全学科で実施され、そ

れぞれの学部学科に応じた臨地実習先で行う

が、実習を通じて習得しようとするものは共
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（思考・態度） 

・所属する受け入れ先の部署やチームメンバー

と協調性を持って行動し、自分が担当するプロ

セスの要求条件を明確に理解し期日を守って業

務を遂行することができる。 

・社会的倫理観と責務をもって業務に取り組む

ことができる。 

・三現主義（現場・現実・現物）を理解し、そ

れに沿った行動をすることができる。 
臨地実務実習Ⅲのシラバス（本学の実習

骨格）にある到達目標授業の到達目標及び

テーマは上記のとおりである。「臨地実務

実習Ⅲ」はディプロマ・ポリシーにある

“プロトタイプの開発”を実践するだけで

なく、評価を正しく理解することで、改め

て問題発見につながるように考えられるこ

とを到達目標に定めている。 
よって、専門性に関する到達目標に関し

ては『専攻する学科・コースの技術（AI、
IoT、ロボット）を主に用いた最適解に対し部

分的であってもプロトタイプを実現し、評価す

ることができる。』ということや、『実現し

たプロトタイプに対して得られた評価を理解

し、修正を加えてより良い問題解決案を考える

ことができる』という項目が特に重要で、こ

れを充たすために実施計画（臨地実務実習

先個別実施計画）では、例えば、システム

改良版の制作と発表などの項目が業務に盛

り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すため

に、情報工学科における受け入れ企業の一

例として、実際の実施計画書を資料 27-1-3
として添付する。この会社を例にとると、

実習の内容は 
 
① 企業が納入実績のあるシステムの改

良版の開発計画（37.5 時間） 
② 企業が納入実績のあるシステムの改

良版における要求分析、ソフトウェア設計

業務の実践（82.5 時間） 
③ 企業が納入実績のあるシステムの改

良版におけるソフトウェアテスト、ソフト

ウェア保守業務の実践（82.5 時間） 
④ 企業が納入実績のあるシステムの改

良版の製作発表（22.5 時間） 
 

となっており『専攻する学科・コースの技術

（AI、IoT、ロボット）を主に用いた最適解に

対し部分的であってもプロトタイプを実現し、

評価することができる。』ということや、

通している。 
また、2 年次までの英語コミュニケーション

科目の成績及び英語テスト（TOEIC 等）によ

り一定の基準を満たす学生については、海外

での実習を選択することが可能となってい

る。ただし、受け入れ企業が独自に行う試験

（スカイプなどのインターネット電話を利用

した面接）に合格する必要がある。 
インターンシップⅢでは、インターンシップ

Ⅰ、Ⅱで学んできた、実際の制作現場での開

発プロセス、プロジェクトマネジメント、業

種ごとに特化した実際の制作現場でのツール

やシステムなどの開発に基づいたより高度な

臨地実習を行う。 
 
① 実習先企業の業務プロセスを理解した改善

提案 ＜学科共通＞ 
インターンシップⅢでは実習先企業に対して

改善提案を行う。そのためには、現状プロセ

スの正しい理解と、それに基づいて問題点を

発見する能力が求められるが、これまでの学

内での学習、実習、インターンシップⅠ、Ⅱ

で得た知識や経験を活用することで対応する

よう指導する。また、改善提案は業務の見直

しといったワークフロー改善などを含んでも

よいが、それを支援するためのツールやシス

テムを併せて提案することを義務付ける。こ

の提案には実習施設の実習指導者によってア

ドバイスを行い、実際の制作現場ならではの

視点や観点を学ぶ。 
 
② 改善提案に基づいたプロトタイプの開発 

＜学科別＞ 
①の提案に基づいて、プロトタイプの開発を

行う。上流工程としてプロトタイプを使用す

る人達へのヒアリングを行い更なる詳細な要

件定義をまとめる、要件定義に基づいた仕様

の見直しなど実際の制作現場でしか体験でき

ない経験によってより理解を深める。これら

の学習は学生が主体となって行うが、実習施

設の実習指導者によってアドバイスを行い、

実際の制作現場ならではの視点や観点を学

ぶ。 
 
【実習内容例】 
・情報工学科 
AI、IoT、ロボットといった先端情報工学分

野を学ぶ時、AI 領域は主に Python といった

プログラミング言語の知識、IoT 分野ではサ

ーバでの情報処理方法、ロボット領域では 3D
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『実現したプロトタイプに対して得られた評価

を理解し、修正を加えてより良い問題解決案を

考えることができる』を充たすために、納入

実績のあるシステムの改良版の製作発表が

実習内容に盛り込まれている。 
 
 

 
＜デジタルエンタテインメント学科＞ 
「臨地実務実習Ⅰ」 

授業の到達目標及びテーマ 

「相手先の製品、業務内容、ビジネスプロ

セスなどの理解」 
【到達目標】 
（知識・理解） 
・実習先事業者の製品、業務内容、ビジネ

スプロセスを理解し説明することができ

る。 
（能力） 
・実習先の業務内容、ビジネスプロセスに

基づいた基本技術を習得している。 
・所属する受け入れ先の部署やチームメン

バーと協調性を持って行動し、期日を守っ

て業務を遂行することができる。 
（志向・態度） 
・社会人としての最低限のビジネスマナー

身につけている。 
・三現主義（現場・現実・現物）とは何か

を体感し理解している。 
臨地実務実習Ⅰのシラバス（本学の実習

骨格、資料 27-2-1）にある到達目標授業の

到達目標及びテーマは上記のとおりであ

る。「臨地実務実習Ⅰ」は初めての臨地実

務実習として 2 年次の後期に配されてお

り、基本的なビジネスプロセス等の理解に

主題を置いている。その中でも、専門性に

関する到達目標に関しては『ビジネスプロ

セスに基づいた基本技術を習得している』

という項目で、これを充たすために実施計

画（臨地実務実習先個別実施計画）では、

その企業の業務を実践してみることが業務

に盛り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すため

に、デジタルエンタテインメント学科にお

ける受け入れ企業の一例として、実際の実

施計画書を資料 28-2-1 として添付する。こ

の会社を例にとると、実習の内容は 
 
① オリエンテーションとして、実習説

プリンタ技術等、それぞれの要素を個々に修

得することが多い。一方、実際の制作現場で

はそれぞれの領域が複合的に入り組んだサー

ビスがほとんどであって、プロジェクト単位

で取り組む際には横断的な知識と教養が必要

になる。インターンシップⅢでは、AI、
IoT、ロボットといったそれぞれのコースが

主体となって取り組んでいる技術範囲だけで

はなく、他コースの技術要素を利用したサー

ビスを制作、若しくは全く異なる事業領域に

対し AI、IoT、ロボット領域における技術を

付加したサービスを制作するといった、専門

にとらわれない実業務に近い実践的なスキル

を身につける。 
 
・デジタルエンタテインメント学科 
ゲームや映像作品に登場する CG モデルは 3D 
CG ソフトを用いて制作されているが、実際

の制作現場においては制作するモデルや目的

によって、これらのソフトウェアのカスタマ

イズを行っている。また業務に応じたオリジ

ナルのツールソフトウェア上で開発し、作業

の効率化を図っている。これらはソフトウェ

ア特有のスクリプト言語や、Python を用いる

ことで実装することができる。この機能を活

かし、現場観察によって見出した問題点を改

善するためのツールを作成し、実習先企業で

リリースまで行う。リリース時にはインスト

ールマニュアルや操作説明書、更なるカスタ

マイズのための基本仕様書なども配布するな

ど、より実践的なスキルを身につける。 
 
＜インターンシップⅣ＞ 
インターンシップⅣは全学科で実施され、そ

れぞれの学科に応じた臨地実習先で行うが、

実習を通じて習得しようとするものは共通し

ている。 
また、3 年次までの英語コミュニケーション

科目の成績及び英語テスト（TOEIC 等）によ

り一定の基準を満たす学生については、海外

での実習を選択することが可能となってい

る。ただし、受け入れ企業が独自に行う試験

（スカイプなどのインターネット電話を利用

した面接）に合格する必要がある。 
インターンシップⅣでは、これまでの学びの

集大成として、社会が求める価値を敏感に捉

え、新しい価値を生み出す一連のプロセスを

実践する。実習先が取り扱うサービスやコン

テンツ、製品、あるいは有する技術を基にし

た、社会が求める新しい価値をプロトタイプ
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明、環境構築及び企業業務を理解する。

（7.5 時間） 
② 企業が提示した課題（プロジェクト

分析、アセット制作、プログラム開発等）

を実現するための必要技術を理解し、実習

計画を立案する。（30 時間） 
③ 計画に沿って実習を進める。適宜、

企業担当者に報告しフィードバックを受け

ながら、成果物を制作する。（75 時間） 
④ 最終プレゼンテーションに向け、成

果物のブラッシュアップ、資料作成を進め

る。（30 時間） 
⑤ 最終プレゼンテーション、及びフィ

ードバックを受ける。（7.5 時間） 
  

となっており、『ビジネスプロセスに基づ

いた基本技術を習得している』を充たすた

めに、 企業が提示した課題（プロジェクト

分析、アセット制作、プログラム開発等）

を実現するための必要技術を理解し、実習

計画を立案するといった基本技術を実践す

る授業内容が盛り込まれている。 
 
＜デジタルエンタテインメント学科＞ 
「臨地実務実習Ⅱ」 

授業の到達目標及びテーマ 

「製品、業務内容、ビジネスプロセスなど

の問題点の発見や課題の理解」 
【到達目標】 
（知識・理解） 
・実習先事業者の既存サービスが抱える課

題を理解して要点を説明することができ

る。 
・実習先事業者の既存サービスが抱える課

題解決に必要な手法やツールには可能性と

してどのようなものが存在するかの知識を

修得して文言でまとめることができる。 
（能力） 
・所属する受け入れ先の部署やチームが担

当業務において抱える課題を、局所的に限

定せずに全体を俯瞰しつつ分析することが

できる。 
・既存サービスにおける課題を専攻する学

科・コースの技術（ゲームプロデュース、

CGアニメーション）を主に用いて解決する

案を複数提示することができる。 
・改善策を実現する手法やツール（のプロ

トタイプ）を探索、考察することができ

る。 

とともに提案する。支援ツールや支援システ

ムによる改善提案ではなくコンテンツやサー

ビス、製品そのものの提案であることがイン

ターンシップⅢとの大きな違いである。 
 
① 実習先企業に関する調査と理解 ＜2 学科

共通＞ 
実習先企業がどのようなサービスやコンテン

ツ、製品を作っているのか、どのような技術

を有しているのか、また、それらの強みは何

かを正しく理解する。それだけではなく、ク

ライアントや物によっては一般ユーザー、販

路、関連企業、グループ企業、企業ブラン

ド、保有施設など、利用できそうなあらゆる

情報を調査し理解する。これらの調査は学生

主体で行わせ、実習施設の実習指導者は、状

況に応じた調査方法のアドバイスするレベル

にとどめ、具体的な回答は行わないようにす

る。 
 
② マーケティング調査 ＜2 学科共通＞ 
3 年次後期の『グローバル市場化戦略』で学

んだ知識を主に用いて市場動向を調査する。

実習先企業と、そのサービスやコンテンツ、

製品をとりまく市場を調査し戦略を考える。 
 
③ プロトタイプを用いた新たなサービスやコ

ンテンツ、製品などの提案 ＜学科別＞ 
①②の調査結果に基づいて、新たな価値を有

するサービスやコンテンツ、製品をプロトタ

イプを用いて提案する。本学が養成する

“Designer in Society（社会とともにあるデ

ザイナー）”に相応しいデザイン思考を骨格

として持ちつつ、それらは理論にも裏打ちさ

れた社会が求めるモノである必要性がある。

よって、今までの知識・教養だけではなく、

①②の調査結果に基づいた理論的な提案であ

ることが重要となる。 
 
【実習内容例】 
・情報工学科 
AI、IoT、ロボットといった技術の集合体と

言える人型ロボットは、市場に応じて、介

護・教育・警備・接客といった様々なニーズ

が存在する。一方で、ヒトに直接的に触れる

ことから高い倫理観や完成度が求められると

ともに、高コストといった様々な障壁が存在

する。 
学生がそれぞれのコースで学んできた専門性

を生かしその企業の人型ロボットに対し、AI
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（思考・態度） 
・所属する受け入れ先の部署やチームメン

バーと協調性を持って行動し、自分が担当

するプロセスの要求条件を明確に理解し期

日を守って業務を遂行することができる。 
・社会的倫理観と責務をもって業務に取り

組むことができる。 
・三現主義（現場・現実・現物）を理解

し、他人に説明することができる。 
臨地実務実習Ⅱのシラバス（本学の実習

骨格、資料 27-2-2）にある到達目標授業の

到達目標及びテーマは上記のとおりであ

る。「臨地実務実習Ⅱ」の到達目標は問題

点や課題を発見し、それについて理解する

ことである。「臨地実務実習Ⅱ」は「臨地

実務実習Ⅲ」の最終目的である社会の問

題・課題解決のために、学生が専攻する領

域（コース）のプロトタイプ開発が正しく

実践されるために必要な、問題・課題発見

に主軸が置かれている。 
よって、専門性に関する到達目標に関し

ては『既存サービスにおける課題を専攻す

る学科・コースの技術（ゲームプロデュー

ス、CGアニメーション）を主に用いて解決

する案を複数提示することができる。』と

いうことや、『改善策を実現する手法やツ

ール（のプロトタイプ）を探索、考察する

ことができる。』という項目で、これを充

たすために実施計画（臨地実務実習先個別

実施計画）では、その企業の業務を実践し

てみるだけではなく、改善点の発見といっ

た項目が業務に盛り込まれることになる。 
それが満たされていることを示すため

に、デジタルエンタテインメント学科にお

ける受け入れ企業の一例として、実際の実

施計画書を資料 28-2-2 として添付する。こ

の会社を例にとると、実習の内容は 
① オリエンテーションとして、実習説

明、環境構築及び企業業務（コンテンツ、

サービス）を理解する。（7.5 時間） 
② 既存業務の改善提案（サービス、プ

ロセス等）をもとに、目的と実施手段、必

要技術、計画をまとめる。（30 時間） 
③ 立案した計画に基づき、改善に向け

た実習を遂行する。中間発表に向けての準

備及び発表を行い、フィードバックを受け

る。（75 時間） 
④ フィードバックを受けて計画を修正

し、修正後の計画に基づき実習を遂行す

る。（75 時間） 

戦略コース出身の学生は例えば“感情”とい

った学習システムの要件定義追加による顧客

ニーズの新規戦略提案、IoT システムコース

出身の学生はスマートフォンでの遠隔操作シ

ステムの新システム開発、ロボット開発コー

スの学生は姉妹ロボットとなるような新たな

ロボットのプロトタイプの開発などを行うこ

ととする。決まった期間で PDCA サイクルが

回り、価値創造がなされるように、実習施設

の実習指導者は、状況に応じて具体的なアド

バイスを与えたり、相談できるスタッフを紹

介したりするなど、学生の上司的なポジショ

ンで指導を行う。 
 
・デジタルエンタテインメント学科 
現状でも、リハビリなどにおいてデジタルソ

フトを用いたゲームコンテンツのようなもの

が使われているが、洗練されたものではな

く、大きな改善の余地が存在している。この

点に着目し、エンタテインメントとしてのコ

ンテンツを医療現場におけるリハビリのため

のコンテンツとして開発する。現在のリハビ

リ手法について調査し、その要件を満たし、

かつ、新しい機能を追加する。実習施設の実

習指導者は、状況に応じて具体的なアドバイ

スを与えたり、相談できるスタッフを紹介し

たりするなど、学生の上司的なポジションで

指導を行う。 
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⑤ 最終プレゼンテーションに向けて、

成果物のブラッシュアップ及び資料作成を

行う。（30 時間） 
⑥  最終プレゼンテーションを行い、フ

ィードバックを受ける。（7.5 時間） 
となっており『既存サービスにおける課題

を専攻する学科・コースの技術（ゲームプ

ロデュース、CGアニメーション）を主に用

いて解決する案を複数提示することができ

る。』を充たすために、既存業務の改善提

案（サービス、プロセス等）をもとに、目

的と実施手段、必要技術、計画をまとめる

他、『改善策を実現する手法やツール（の

プロトタイプ）を探索、考察することがで

きる。』を充たすために、立案した計画に

基づき、改善に向けた実習を遂行する。中

間発表に向けての準備及び発表を行い、フ

ィードバックを受ける期間が実習内容に盛

り込まれている。 
 
＜デジタルエンタテインメント学科＞ 
「臨地実務実習Ⅲ」 
「プロトタイプを実現して評価する」 

【到達目標】 

（知識・理解） 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な

技術上の条件を理解して要点を説明できる。 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な

手法やツールには可能性としてどのようなもの

が存在するかの知識を修得して要点を説明でき

る。 

（能力） 

・所属する受け入れ先の部署やチームの担当業

務のさらなる成果向上手段について、情報工学

技術をもちいた複数の解候補から最適性を考慮

しながら解を選択することができる。 

・専攻する学科・コースの技術（ゲームプロ

デュース、CG アニメーション）を主に用い

た最適解に対し部分的であってもプロトタイプ

を実現し、評価することができる。 

・実現したプロトタイプに対して得られた評価

を理解し、修正を加えてより良い問題解決案を

考えることができる。 

（思考・態度） 

・所属する受け入れ先の部署やチームメンバー

と協調性を持って行動し、自分が担当するプロ

セスの要求条件を明確に理解し期日を守って業

務を遂行することができる。 

・社会的倫理観と責務をもって業務に取り組む

ことができる。 
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・三現主義（現場・現実・現物）を理解し、そ

れに沿った行動をすることができる。 
臨地実務実習Ⅲのシラバス（本学の実習

骨格、資料 27-2-3）にある到達目標授業の

到達目標及びテーマは上記のとおりであ

る。「臨地実務実習Ⅲ」はディプロマ・ポ

リシーにある“プロトタイプの開発”を実

践するだけでなく、評価を正しく理解する

ことで、改めて問題発見につながるように

考えられることを到達目標に定めている。 
よって、専門性に関する到達目標に関し

ては『専攻する学科・コースの技術（ゲーム

プロデュース、CG アニメーション）を主に

用いた最適解に対し部分的であってもプロトタ

イプを実現し、評価することができる。』とい

うことや、『実現したプロトタイプに対して

得られた評価を理解し、修正を加えてより良い

問題解決案を考えることができる』という項

目が特に重要で、これを充たすために実施

計画（臨地実務実習先個別実施計画）で

は、例えば、競合会社を意識した改善提案

などの項目が業務に盛り込まれることにな

る。 
それが満たされていることを示すため

に、デジタルエンタテインメント学科にお

ける受け入れ企業の一例として、実際の実

施計画書を資料 28-2-3 として添付する。こ

の会社を例にとると、実習の内容は 
①オリエンテーションとして、本実習の

目的、環境構築、業務内容の説明（業界説

明と企業の位置や価値とビジネス、コンテ

ンツ構築プロセスにおける受入部署の役割

等）を理解する。（7.5 時間） 
②扱っているサービスや構築プロセスを

対象に、競合会社を意識した改善提案及び

計画を立案する。（30 時間） 
③計画に基づき、改善に向けた実習を遂

行する。中間発表に向けての準備及び発表

を行い、フィードバックを受ける。（75 時

間） 
④フィードバックを受けて計画を修正

し、修正後の計画に基づき実習を遂行す

る。（75 時間） 
⑤最終プレゼンテーションに向けて、成

果物のブラッシュアップ及び資料作成を行

う。（30 時間） 
⑥最終プレゼンテーションを行い、フィ

ードバックを受ける。（7.5 時間） 
  

となっており『専攻する学科・コースの技術
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（ゲームプロデュース、CG アニメーショ

ン）を主に用いた最適解に対し部分的であって

もプロトタイプを実現し、評価することができ

る。』ということや、『実現したプロトタイ

プに対して得られた評価を理解し、修正を加え

てより良い問題解決案を考えることができる』

を充たすために、フィードバックを受けて

計画を修正し、修正後の計画に基づき実習

を遂行するといった内容が実習内容に盛り

込まれている。 
 

 
 

 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 

新 旧 
（資料27） （追加） 

（資料28） （追加） 

(削除) 
 

(資料25-1) 

(資料31-1,2,3) 
 

(資料25-2,3,4) 
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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞ 
臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】 

（５）臨地実務実習施設として海外の施設も含まれているが、巡回指導を行わな

い計画であるため、国内の施設と同等の質で実習を行うことができるのか不明確

であるとともに、学生の安全確保等の点でも懸念がある。また、海外の実習施設

との事前の協議等をどのように行うのか不明確である。 

 
（対応） 
 本学が計画する海外での臨地実務実習について、国内の施設と同等の質で実習を行うこと

ができるのか、学生の安全確保等、海外の実習施設との事前の協議等、不明確もしくは懸念

とされている点について再検証した。 
その結果、実施施設を大幅に削減することとなったものの、一部の海外施設では国内と同

等の質・環境を確保の上で、臨地実務実習を行うことができるという結論に達した。その根拠

を説明する。 
 
 
■国内の施設と同等の質で実習を行うことができるか 

1. 海外の臨地実務実習施設の再検証 
海外の臨地実務実習施設において国内の施設と同等の質で実習を行えるかどうかにつ

いて、①事前協議の実現性、②実習指導者の確保、③適切な指導の実現性、④依頼内容

が実習指導者へ正しく伝わるか、加えて、加えて、以下に詳細を記すが、学生の安全面

の確保できるように、⑤現地に日本語対応ができる指導員、若しくは指導員の補助（メ

ンター）が確保できるのか、といった点や、⑥学生のトラブルに対応できるのか（実習

先の施設から数時間で学生のもとにかけつけることのできるエージェントが確保できる

のか等）などを再検証した結果、従前より予定していた海外実習施設の概ね 3 分の 1 に

ついては、同等の質を確保できると確認できた。 
一方、残り 3 分の 2 の施設については、同等の質を確保できるどうかについて、現時

点では十分な確認ができなかったことにより、今回の申請において臨地実務実習施設の

対象から外す。ただし、特別プログラム（単位は与えない、オプション海外授業）とし

て「海外インターンシップⅠ～Ⅲ」として用意し実施する。「海外インターンシップⅠ

～Ⅲ」として実施し、これらテスト期間を経ることで、今回、対象から外れた施設にお

いても国内と同等の質で実習を行えると確認できた場合、改めて「臨地実務実習Ⅲ」に

配置する、もしくは新たに科目を配置する予定である。 
 

2. 海外の臨地実務実習における質の確保 
 海外の臨地実務実習においても、国内の施設と同等の質で実習を行うことができるよ

う、本学では担当教員による指導方法を工夫する。国内の臨地実務実習では①担当教員

による巡回指導（最低 1 回）、②2 週間ごとの帰校、を定めている。一方、海外の臨地

実務実習では巡回指導が困難であるという実状を踏まえて、国内よりも実質的に多くの

指導時間を確保する。具体的には、週 1 回以上のテレビ電話会議を開く。 

 
 
 
■学生の安全確保等について 

35



 海外施設での臨地実務実習における学生の安全確保等については、以下の対策を講ずる。 

 ①教職員が、実習開始前に現地を視察する（最低 1 回）。 
 ②本学に据えるキャリア・サポートセンターが、現地の留学エージェント等も活用して、

実習開始前に実習先国及び実習施設が存在する地域の治安情勢（テロや暴動の発生、衛

生状態、社会問題等）に問題がないことを確認する。さらに、実習期間中、治安情勢の

モニターを継続する。 
 ③学生に何らかのトラブルが生じたあるいはトラブルに巻き込まれた場合、数時間以内に

現地の留学エージェントが、実習施設もしくは学生の宿泊先に駆けつけることのできる

態勢を整備する。さらに、必要に応じて教職員が現地に赴き対応にあたる。ここで言う

エージェントは、実施する海外臨地実務実習先に必ず準備する。 
④本学の学生は入学時から、臨地実務実習活動中やその往復において、物損や他者への怪

我も含め補償するような保険に加入する。ただし、海外臨地実務実習に参加する場合に

おいては、その範囲も保証となる保険に追加で加入する。 
 
 

■海外の実習施設との事前の協議について 
実施是非の再確認や事前協議については、以下の通り国内の実施企業とほぼ同様に行うこ

とができる。 

①教職員は、事前にメールや電話などを通じて実習指導者と連絡を取り合うほか、現地を

視察する（最低 1 回）。 
②学生自身も実習先事業者の調査を行い、事前に実習施設を訪問することを基本とする。

ただし、実習指導者の都合などで訪問が難しい場合のほか、通常授業との兼ね合いや学

生の交通費負担などの観点から訪問が困難であると認められる場合に限り、テレビ電話

やメールなどを代替手段として認める。なお、事前訪問を省略する学生に対しては、実

習先事業者の認識を深める課題を追加的に課すとともに、臨地実務実習初日の出勤にか

かる認識を担当教員及びキャリア・サポートセンターの職員と共有する。 
 

 
■実習指導者について 
 海外臨地実務実習での指導者は、学生への指導の充実やフォロー、安全面の確保などの観

点から日本語にも対応できる指導者としている。特に完成年度までは、学生のさらなる安全

面を考慮し、指導者全員を日本人としている。勿論、現地での学修は基本的に全て英語で行

われるが、学生の安全面等に何か生じた場合は、日本語でも対応可能となっている。 
 

 
■学生の選考について 

海外臨地実務実習は、希望する学生全てが参加することはできない。参加を希望する学生

の内、一定の基準を満たし、かつ、受け入れ先企業による面接（必要に応じて実施する）に

合格し、海外臨地実務実習でかかる追加の学費（海外臨地実務実習用の保険への追加加入な

どが必要なため）が払える学生のみが参加することができる。よって、海外臨地実務実習を

希望しない学生が海外の実習先に配属されることはない。 
ここでいう、一定の基準とは、3 年次前期までの「英語コミュニケーション」の成績や

TOEIC®テストの成績をクリアしたものが受講可能とする。加えて、受け入れ先企業による

面接とは、「受け入れ先企業による学生の危機管理能力の判定」を主に測るための面接であ

って、企業が学生を選抜する面接ではない。 
海外臨地実務実習の選考は実際に実習が始まる半年～1 年程度前に実施し、国内の臨地実務

実習先選考が行われる前に、海外臨地実務実習の可否が確定させる。よって、選考から漏れた学

生は海外企業を希望しなかった学生と同タイミングで、国内臨地実務実習の希望調査に参加でき

る。よって、選考に漏れた場合でも学生に不利益が生じることは基本的にない。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
11.5 その他、特記事項 
11.5.1 保険加入による安全の確保と守秘義務

について 
本学の学生は入学時から、臨地実務実習活動

中やその往復において、物損や他者への怪我

も含め補償するような保険に加入する。ただ

し、海外臨地実務実習に参加する場合におい

ては、その範囲も保証となる保険に追加で加

入することとする。 
加えて、受け入れ先企業で得た情報が外部に

知られることのないように学生に注意喚起を

行うことはもちろん、企業側が不要とする場

合を除いて、秘密保持契約をそれぞれの臨地

実務実習先と学生が結ぶ。この書類における

書式は本学が既に確保した受け入れ先企業が

海外も含め多種多様に及ぶため、基本的に企

業側のフォーマットに合わせることとする。 
 
 
11.5.2 単位認定方法と適切な単位数の設定 
情報工学科、デジタルエンタテインメント学

科は、教育課程において定めた「インターン

シップⅠ～Ⅳ」を履修する。この「インター

ンシップⅠ～Ⅳ」は「インターンシップの更

なる充実に向けて 議論の取りまとめ」（文部

科学省Webページ インターンシップの推進等

に関する調査研究協力者会議（掲載日：平成

29 年 6 月 16 日 ）

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chous
a/koutou/076/gaiyou/1386864.htm ）にも明

記があるように、就業体験を満たすことはも

ちろんのこと、社会の発展に寄与する人材を

輩出するために、少なくとも 2 週間以上の期

間とし、学生の目的を明確化させた上で行う

こととする。それぞれの概要、成績評価方

法、単位認定方法を下記に記す。また、「実

習日誌」や「臨地実習報告書」といった実習

授業で主に使用する書類を資料 28 に添付す

る。 
成績評価方法は、80%以上の出席率を前提と

し、評価が 60点以上を取得した場合に単位を

認定する。単位数は「インターンシップⅠ」

は期間が 2 週間で実働時間が 75 時間以上とい

う観点から 2.5 単位、「インターンシップ

Ⅱ」は期間が 6 週間で実働時間が 225 時間以

11.5 その他、特記事項 
11.5.1 保険加入による安全の確保と守秘義務

について 
本学の学生は入学時から、臨地実務実習活動

中やその往復において、物損や他者への怪我

も含め補償するような保険に加入する。ただ

し、海外臨地実務実習に参加する場合におい

ては、その範囲も保証となる保険に追加で加

入することとする。 
加えて、受け入れ先企業で得た情報が外部に

知られることのないように学生に注意喚起を

行うことはもちろん、企業側が不要とする場

合を除いて、秘密保持契約をそれぞれの臨地

実務実習先と学生が結ぶ。この書類における

書式は本学が既に確保した受け入れ先企業が

海外も含め多種多様に及ぶため、基本的に企

業側のフォーマットに合わせることとする。 
 
 
11.5.2 単位認定方法と適切な単位数の設定 
情報工学科、デジタルエンタテインメント学

科は、教育課程において定めた「インターン

シップⅠ～Ⅳ」を履修する。この「インター

ンシップⅠ～Ⅳ」は「インターンシップの更

なる充実に向けて 議論の取りまとめ」（文部

科学省Webページ インターンシップの推進等

に関する調査研究協力者会議（掲載日：平成

29 年 6 月 16 日 ）

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chous
a/koutou/076/gaiyou/1386864.htm ）にも明

記があるように、就業体験を満たすことはも

ちろんのこと、社会の発展に寄与する人材を

輩出するために、少なくとも 2 週間以上の期

間とし、学生の目的を明確化させた上で行う

こととする。それぞれの概要、成績評価方

法、単位認定方法を下記に記す。また、「実

習日誌」や「臨地実習報告書」といった実習

授業で主に使用する書類を資料 28 に添付す

る。 
成績評価方法は、80%以上の出席率を前提と

し、評価が 60 点以上を取得した場合に単位を

認定する。単位数は「インターンシップⅠ」

は期間が 2週間で実働時間が 75 時間以上とい

う観点から 2.5 単位、「インターンシップ

Ⅱ」は期間が 6 週間で実働時間が 225 時間以
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上という観点から 7.5 単位、「インターンシ

ップⅢ、Ⅳ」は期間が 4 週間で実働時間が

150時間以上という観点から、5単位を与える

こととする。 
 
 
11.5.3 国外における臨地実習について 
以下、海外の臨地実務実習について記す。海

外臨地実務実習は学生の英語に関する学修度

を考慮し「臨地実務実習Ⅲ」にのみ実施を行

う。 
11.5.3.1 国内での実習との同等性について 
 海外の臨地実務実習施設において国内の施

設と同等の質で実習を行えるかどうかについ

て、①事前協議の実現性、②実習指導者の確

保、③適切な指導の実現性、④依頼内容が実

習指導者へ正しく伝わるか、加えて、加え

て、以下に詳細を記すが、学生の安全面の確

保できるように、⑤現地に日本語対応ができ

る指導員、若しくは指導員の補助（メンタ

ー）が確保できるのか、といった点や、⑥学

生のトラブルに対応できるのか（実習先の施

設から数時間で学生のもとにかけつけること

のできるエージェントが確保できるのか等）

などを再検証した結果、従前より予定してい

た海外実習施設の概ね 3 分の 1 については、

同等の質を確保できると確認できた。 
一方、残り 3 分の 2 の施設については、同等

の質を確保できるどうかについて、現時点で

は十分な確認ができなかったことにより、今

回の申請において臨地実務実習施設の対象か

ら外す。ただし、通常授業に影響のないプロ

グラム、かつ、単位を与えないオプション授

業として「海外インターンシップⅠ～Ⅲ」と

して用意する。「海外インターンシップⅠ～

Ⅲ」として実施することで、開学後に、これ

らの施設においても国内と同等の質で実習を

行えることを確認できるようになった場合、

改めて「臨地実務実習Ⅲ」に配置する、もし

くは新たに科目を配置する予定である。 
 
11.5.3.2 学生の選考について 
海外臨地実務実習は、希望する学生全てが参

加することはできない。参加を希望する学生

の内、一定の基準を満たし、かつ、受け入れ

先企業による面接（必要に応じて実施する）

に合格し、海外臨地実務実習でかかる追加の

学費（海外臨地実務実習用の保険への追加加

入などが必要なため）が払える学生のみが参

加することができる。よって、海外臨地実務

上という観点から 7.5 単位、「インターンシ

ップⅢ、Ⅳ」は期間が 4 週間で実働時間が

150時間以上という観点から、5単位を与える

こととする。 
 
 
（追加） 

38



実習を希望しない学生が海外の実習先に配属

されることはない。 
ここでいう、一定の基準とは、3 年次前期ま

での「英語コミュニケーション」の成績や

TOEIC®テストの成績をクリアしたものが受

講可能とする。加えて、受け入れ先企業によ

る面接とは、「受け入れ先企業による学生の

危機管理能力の判定」を主に測るための面接

であって、企業が学生を選抜する面接ではな

い。 
海外臨地実務実習の選考は実際に実習が始ま

る半年～1 年程度前に実施し、国内の臨地実

務実習先選考が行われる前に、海外臨地実務

実習の可否が確定させる。よって、選考から

漏れた学生は海外企業を希望しなかった学生

と同タイミングで、国内臨地実務実習の希望

調査に参加できる。よって、選考に漏れた場

合でも学生に不利益が生じることは基本的に

ない。 
 
11.5.3.3 学生の安全確保等について 
 海外施設での臨地実務実習における学生の

安全確保等については、以下の対策を講ず

る。 
 ①教職員が、実習開始前に現地を視察する

（最低 1 回）。 
 ②本学に据えるキャリア・サポートセンタ

ーが、現地の留学エージェント等も活用し

て、実習開始前に実習先国及び実習施設が存

在する地域の治安情勢（テロや暴動の発生、

衛生状態、社会問題等）に問題がないことを

確認する。さらに、実習期間中、治安情勢の

モニターを継続する。 
 ③学生に何らかのトラブルが生じたあるい

はトラブルに巻き込まれた場合、数時間以内

に現地の留学エージェントが、実習施設もし

くは学生の宿泊先に駆けつけることのできる

態勢を整備する。さらに、必要に応じて教職

員が現地に赴き対応にあたる。ここで言うエ

ージェントは、実施する海外臨地実務実習先

に必ず準備する。 
④本学の学生は入学時から、臨地実務実習活

動中やその往復において、物損や他者への怪

我も含め補償するような保険に加入する。た

だし、海外臨地実務実習に参加する場合にお

いては、その範囲も保証となる保険に追加で

加入する。 
 
11.5.3.4 海外の実習施設との事前の協議につ

いて 
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実施是非の再確認や事前協議については、以

下の通り国内の実施企業とほぼ同様に行うこ

とができる。 
①教職員は、事前にメールや電話などを通じ

て実習指導者と連絡を取り合うほか、現地を

視察する（最低 1 回）。 
②学生自身も実習先事業者の調査を行い、事

前に実習施設を訪問することを基本とする。

ただし、実習指導者の都合などで訪問が難し

い場合のほか、通常授業との兼ね合いや学生

の交通費負担などの観点から訪問が困難であ

ると認められる場合に限り、テレビ電話やメ

ールなどを代替手段として認める。なお、事

前訪問を省略する学生に対しては、実習先事

業者の認識を深める課題を追加的に課すとと

もに、臨地実務実習初日の出勤にかかる認識

を担当教員及びキャリア・サポートセンター

の職員と共有する。 
 
11.5.3.5 実習指導者について 
 海外臨地実務実習での指導者は、学生への

指導の充実やフォロー、安全面の確保などの

観点から日本語にも対応できる指導者として

いる。特に完成年度までは、学生のさらなる

安全面を考慮し、指導者全員を日本人として

いる。勿論、現地での学修は基本的に全て英

語で行われるが、学生の安全面等に何か生じ

た場合は、日本語でも対応可能となってい

る。 
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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞ 
臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】 

（６）学科の中にコースを設ける計画であるが、コースの目標を達成するため

に、コースごとの適切な臨地実務実習施設に学生を配置する必要があるが、どの

コースの学生をどの臨地実務実習施設に配置するか不明である。 

 
（対応） 
 審査意見 7(1)と同様、臨地実務実習先施設について選定理由が不明確であり、選定が不適切で

あったため、実習先選定理由を改めるとともに、実習先について改める。 
審査意見 1、2、3、4、5、7 等から、臨地実務実習について改めて見直しを行い、臨地実務実

習にあたる科目「インターンシップⅠ～Ⅳ」について、到達目標、実施内容、実習時期、実施期

間、等について修正を行い「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」に改めた。その上で、改めて臨地実務実習

施設が、各学科とともに、各コース、加えて、各科目それぞれでふさわしい施設かどうか、

その選定理由を明確にし、改めて、実習先施設を精査し、その基準に満たない場合は削除し

た。以下に、その詳細を記す。 
 
 
■臨地実務実習の見直し 
 審査意見 1、3、5、7(3、4)等を鑑み、臨地実務実習を以下のように見直す。 
 

表 1 臨地実務実習における変更前後の比較 
変更前 変更後 

科目名 実施時期 実施日数 科目名 実施時期 実施日数 
「インターンシッ

プⅠ」 
2 年次 
7～8 月 

10 日間 （削除） ―  ― 

「インターンシッ

プⅡ」 
2 年次 
1～2 月 

30 日間 「臨地実務実習

Ⅰ」 
2 年次 

1～2 月 
20 日間 

「インターンシッ

プⅢ」 
3 年次 
10 月～

11 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅱ」 
3 年次 

10 月～ 
11 月 

30 日間 

「インターンシッ

プⅣ」 
4 年次 
1～2 月 

20 日間 「臨地実務実習

Ⅲ」 
4 年次 

7～9 月 
30 日間 

※卒業研究制作の終了時期を年度末に変更する 
 

□修正の全体方針 
①科目名の変更について 
 『専門職大学等の臨地実務実習の手引き（平成 31 年 1 月）』では、臨地実務実習及びイ

ンターンシップを以下の通り定義している（4 ページ）。 

「臨地実務実習」：専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる「企業その他の事業者

の事業所又はこれに類する場所において、当該事業者の実務に従事する

ことにより行う実習による授業科目」 
「インターンシップ」：インターンシップ保険等、専門職大学等の臨地実務実習でないもの

も含めて幅広く企業等の事業所において行われる実習等 

 本学が配置する企業等における実習は、専門職大学設置基準等の規定に基づいて行われる
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授業科目である。そこで混乱を避けるために、当該科目名については、従来使用してきた

「インターンシップ」から「臨地実務実習」へと改める。 
 
②臨地実務実習の科目構成、到達目標、実施日数の見直しについて 
 複数年にわたって実施する臨地実務実習については、教育課程全体の到達目標を踏まえな

がら、各段階の到達目標・教育内容を設定する必要がある。そこで、審査意見 1 及び 5 にお

ける指摘事項である養成人材像や教育課程の抜本的な見直しと併せて、臨地実務実習の科目

構成、到達目標、実施日数などについても以下の通り変更する。 

1. 「インターンシップⅠ」の削除 
  「インターンシップⅠ」の到達目標（要約）は、① 社会人としてのビジネスマナーの修

得、② 社会人、専門職人材としての認識、③学科ごとに学ぶべき業種と、職種特有の技術

などにおけるプロセスへの理解、としてきた。 
  このうち、①及び②の重要性そのものについて疑問を挟む余地はないものの、専門職大

学として相応しい学修基準といった指標や、事前学習において実施期間前指導を徹底する

ことなどを考慮した結果、「インターンシップⅠ」は「臨地実務実習Ⅰ（旧：インターン

シップⅡ）」へ集約する。この変更に対応して、「インターンシップⅢ」は「臨地実務実

習Ⅱ」と、「インターンシップⅣ」は「臨地実務実習Ⅲ」へと科目名を改める。 

2. 「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」の到達目標及び実施日数の変更 
  従前の「インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ」における授業の到達目標を簡潔にまとめると、

それぞれ以下の通りであった。 

  インターンシップⅡ：業務プロセスの理解（実施日数：30 日間） 
  インターンシップⅢ：プロトタイプの開発（実施日数：20 日間） 
  インターンシップⅣ：価値創造の創出（実施日数：20 日間） 

このように到達目標の難易度は段階的に高まることとなっており、本来であれば難易度

に相応する実施日数を配分するのが適切である。ところが従前は、徐々に実施日数を短く

する計画を立てていたうえ、授業の到達目標についても不明確であった。加えて、他の教

育課程の進行に対して到達目標の難易度が非常に高かった。 
そこで、「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ（旧、インターンシップⅡ、Ⅲ、Ⅳ）」における授

業の到達目標及び実施日数については、以下の通り改める。 

臨地実務実習Ⅰ：相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解（実施日数：

20 日間） 
臨地実務実習Ⅱ：製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や課題の理解

（実施日数：30 日間） 
臨地実務実習Ⅲ：プロトタイプの実現及び評価を理解する（実施日数：30 日間） 

 
 
 
 
■選定理由の明確化 
 上記のように臨地実務実習に当たる科目は「臨地実務実習Ⅰ」、「臨地実務実習Ⅱ」、「臨地

実務実習Ⅲ」に修正になったため、選定理由を改める。以下、選定理由を記す。 
 
 □全科目、全学科、全コースで満たされるべき基準  

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業が、専門職大学の授業科目水準として相応しい実

習指導を行うことができる人物を、実習指導者として配置できるか。 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企業は、本学が主体的に学修内容を決定すること、ま

た、実習を大学教育の一環として行うことについて十分な理解を示している。 
③ 臨地実務実習先となるそれぞれの企業及び施設が、『専門職大学等の臨地実務実習の手
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引き（平成 31 年 1 月）』等で定められているその他の要件についても満たしている。 
 
 □各学科、各コースで満たされるべき基準 

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業の事業内容が、情報工学科の学生が専攻する AI、
IoT、ロボット分野に該当している。加えて、科目の到達目標の全てを達成する指導を

行うことができる。 
 

ここでいう、『科目の到達目標の全てを達成する指導を行うことができる。』とは、例

えば、「臨地実務実習Ⅲ」の場合、シラバスにある到達目標の一つにある『専攻する学

科・コースの技術（AI、IoT、ロボット）を主に用いた最適解に対し部分的であってもプ

ロトタイプを実現し、評価することができる。』に対し、実際の実習指導者が指導を行え

るかどうかである。実習指導者によっては、AI 戦略コースの学生の制作物に対して適切な

アドバイスや評価を行うことが難しいため、その場合に該当すると判断した場合、AI 戦略

コースの学生は当該施設を選択することの内容にリストから外す。 
以上の事柄を精査し、それぞれの科目と企業ごとにコース別で実施可否を資料 29にまと

める。 
 

 
 □各科目で満たされるべき基準 

「臨地実務実習Ⅰ」 
本学の臨地実務実習として初めて取り組む「臨地実務実習Ⅰ」は本学の教育課程の比較的早期

段階にある。よって、学生に対しての技術指導や課題提示に対して、高度な技術レベルを教えら

れるのではなく、指導の充実が求められる。 
加えて、当該科目の到達目標は、「相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解」

である。ここでいう相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスは企業ごとに様々であるが、当

該科目では特殊なビジネスプロセスではなく一般的なビジネスプロセスの理解を求めている。 
以上の事から、ビジネスプロセスが特殊になりがちな小企業は適切な実習先に満たない可能性

が高い。 
 
「臨地実務実習Ⅱ」 
「臨地実務実習Ⅱ」は本学の教育課程の 3 年次後期に配されている。よって、実習科目で産学

連携等を経験してきた学生へ適切な難度の目標設定などを指導できることが求められる。 
加えて、当該科目の到達目標は、「製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見

や課題の理解」である。よって、企業の性質だけ見れば「臨地実務実習Ⅰ」ほど、学生の専攻

分野にマッチングしている必要性や一般的なビジネスプロセスを踏んでいる企業に限定されるよ

うな基準は必要ない。一方で、課題解決のために学生が専攻する分野の技術を用いた提案をする

手前の段階である課題の発見・理解に位置づけられる当該科目は、課題解決のために学生が専攻

する分野の技術を用いた提案を目的としていないが、それを想定して指導できる必要性はあるた

め、指導者の資質として学生へ適切な難度の目標設定などが指導できる必要性がある。 
以上の事から、実習指導者の資質が重要である。別審査意見 7(2)で詳細は述べるが、指導者に

ついて適切に見直しを計ったため、既に申請している企業で現状問題ないと考える。ただし、教

育課程の進行度から、学生の語学（特に英語）関する能力が当該科目の実習内容を国外で行った

としても同等でできるレベルに達していないと判断したため、「臨地実務実習Ⅱ」から、海外実

習先を全て外す。 
 
「臨地実務実習Ⅲ」 
「臨地実務実習Ⅲ」は本学の教育課程の終盤にある学生に対し、相応に程度の高い要求をしな

がら指導することが求められる。 
当該科目の到達目標は「プロトタイプの実現及び評価を理解する」である。よって、学生が

専攻する分野に置ける制作物に対し、的確な評価ができること求められる。加えて、学生のプロ
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トタイプ開発に対し、適切な指導を行う必要性があるため、当該科目の実習先や実習指導者は学

生の専攻に対して「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ」と同等かそれ以上のマッチング度が求められる。 
 
 
■臨地実務実習先の見直し 
上記で述べたとおり、企業と指導者の基準、学科・コースとの適合性、各科目の適合性から、

改めて実習先の精査を行い、複数の企業が実習先から外れた。ただし、精査を行った上でも、各

学科・各コースの定員を充足した。資料 30 に、各臨地実務実習における充足率について、各学

科・各コースで記す。 
 加えて、審査意見 2 や 5 等から、教育課程を学生の外国語（英語）における習熟度を改めて確

認した結果、「臨地実務実習Ⅱ」を行う三年次後期のタイミングでは、「英語コミュニケーショ

ンⅢb」と「英語コミュニケーションⅣ」の履修が完了しておらず、国内臨地実務実習と同等レ

ベルで実習を行うのに必要な英語レベルに学生が達していない可能性が高いため、「臨地実務実

習Ⅱ（旧インターンシップⅢ）」から、海外実習先を外す。 
 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
 

11. 実習の具体的な計画 
11.1 実習の目的 

本学の実習の位置づけは、特にディプロ

マ・ポリシーの以下の項目の養成である。 
＜工科学部ディプロマ・ポリシー【抜粋】

＞ 
4. 情報技術を応用する領域を主導する専門

職人材として、対象領域を俯瞰する能力を有

する 
5. 情報技術を応用する領域を主導する専門

職人材として、問題を発見・設定する力を有

している 
7. プロトタイプを実際に開発する能力を有

している 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 
＜情報工学科ディプロマ・ポリシー【抜

粋】＞ 
4. 本学科が扱う 3 履修モデル（AI, IoT, ロ

ボット）と社会との接点を理解し、情報シス

テム技術をコアとして、システムインテグレ

ーションに関する知識を総合的に俯瞰するこ

とができる 
5. 情報工学を主導する専門職人材として問

題を発見する力を有している 
7. 情報技術を応用して対象領域の課題を解

決するソリューションのプロトタイプを開発

 
11. 実習の具体的な計画 
11.1 実習の目的 
本学の実習の主な目的は東京国際工科専門職

大学 DP（ディプロマ・ポリシー）の「仕事

の結果に対する倫理的責任を強く持ちなが

ら、社会的課題（顕在的・潜在的社会的期

待）に対して敏感に、しかも主体的に応える

ことができる“Designer in Society（社会と

ともにあるデザイナー）”である。」に対

し、学生がその時々で自身の実力を理解する

とともに、制作に対する責任感といった職業

倫理観を養育することと、「工科系産業分野

において、大きな実践力といった感覚を持っ

て活躍できる職業専門知識・技能を修得し、

価値創造を実現するためにプロトタイプを作

り出すことができる。」に対し、4 年次の後

期に配した「インターンシップⅣ」で実際に

価値創造を体験させることである。加えて、

一定の英語力における水準等をクリアし海外

臨地実務実習に参加する学生に対しては、特

に DP（ディプロマ・ポリシー）の「グロー

バルに活躍する、若しくは地域社会で同様に

活躍できるコミュニケーション力などの適応

力を有し、新技術や国際情勢の変化を察知で

きる視野を兼ね備えている。」に対し、実体

験をもって国際情勢やグローバル視野を育成

することも目的となる。 
「インターンシップⅣ」では、具体的に受け

入れ先企業が扱っているサービスやコンテン

ツ、製品に付加価値を高めるための新たな機
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する能力を有している。 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 
＜デジタルエンタテインメント学科ディプ

ロマ・ポリシー＞ 
4. 本学科が扱う 2 履修モデル（ゲーム、

CG）と社会との接点を理解し、デジタルコン

テンツ、情報システム技術、ビジネスに関す

る知識などを総合的に俯瞰することができる 
5. デジタルコンテンツを主導する専門職人

材として問題を発見し設定する能力を有して

いる。 
7. デジタルコンテンツのプロトタイプを開

発する能力を有している 
13. 向上心を持ってトライアル・アンド・

エラーを厭わず最後までやり遂げる 
14. 原理原則で物事を捉えるだけでなく、

三現主義（現場、現実、現物）で行動できる 
 

つまり、keywordsは「俯瞰力」、「問題発見

力」、「プロトタイプ開発力」、「チャレン

ジ精神」「三現則」である。本学では以下に

詳細を記すが、「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」を配

し、それらは二年次～四年次まで段階的に配

され、上記の keywords が段階的にクリアで

きるように設定されているところである。別

途、実習の内容で具体的に説明する。 
加えて、一定の英語力等における水準等を

クリアし海外臨地実務実習に参加する学生に

対しては、ディプロマ・ポリシーの「9. 異分

野・他文化とのコミュニケーション能力を有

している」に対し、実体験をもって国際情勢

やグローバル視野を育成することも目的とな

る。 
 
 

 

能の追加やカスタマイズを学生が提案するこ

ととしており、受け入れ先企業の指導者のも

と、プロトタイプの作成及び各種仕様書やテ

スト結果等の資料提出を義務付けており、価

値創造を実現しそれを活用するためのプログ

ラムを用意している。 
 

  
11.2 実習先の確保状況 
11.2.1 実習先の確保状況について 
全学部全学科に共通で配置されている臨地実

務実習「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」における、臨

地実務実習先の確保状況は、定員数を上回っ

ており、十分数確保していると言える。加え

て、コース別の上限にも達している。又、本

学では学生の希望に応じて実習先を選択でき

るよう、開学に向けてさらに実習先を確保す

  
11.2 実習先の確保状況 
11.2.1 実習先の確保状況について 
4 章で既に言及した通り、全学部全学科に共

通で配置されている臨地実務実習「インター

ンシップⅠ～Ⅳ」における、臨地実務実習先

の確保状況は、定員数を上回っており、十分

数確保していると言える。さらに、本学では

学生の希望に応じて実習先を選択できるよ

う、開学に向けてさらに実習先を確保する。
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る。また、「臨地実務実習Ⅰ～Ⅲ」の実習先

については、海外における臨地実務実習も一

定数確保しており、条件を満たすことで海外

での実習も参加が可能である。企業の選定理

由については資料 29 に、その結果の実習先の

確保状況については資料 30 に記す。実習先の

選定（妥当性）については、次の項で説明す

る。 
ちなみに、本学は情報工学科とデジタルエ

ンタテインメント学科の 2 学科構成であるた

め、企業によっては 2 学科の学生を同時に受

け入れる企業もあるが、「臨地実務実習先の

確保状況の説明書」にある受け入れ人数は、

学科ごとの最大受け入れ人数である。つま

り、例えば、ある企業で「臨地実務実習Ⅲ」

における受け入れ学生数が情報工学科で 3
名、デジタルエンタテインメント学科で 2 名

であるとすると、その企業は「臨地実務実習

Ⅲ」では最大 5 名の学生を受け入れるという

ことである。加えて、詳細は後述するが、臨

地実務実習先の受け入れ人数は基本的に実習

指導者 1 名に対し学生 6 名、最大学生数 8 名

としているため、9 名以上になる場合は、8 名

増加ごとに 1 名の指導教員をつけることにし

ており、本学は教育の質が担保できるように

重複も加味して各企業に承諾書を得ている。 
もちろん、「臨地実務実習先の確保状況の

説明書」にある各施設の学生受け入れ人数は

最大受け入れ人数として設定・記載している

が、受け入れ先の業務・業績状況によって実

際の受け入れ可能人数が変動する可能性があ

るため、毎年必ず配属先調整前に確認を行

い、学生 6 人に対し 1 名、最大でも学生 8 名

に対し 1 名以上の実習指導者という体系を必

ず維持する。加えて、本学は開学後も実習先

の新規確保に努め、実習先の質と量の更なる

向上を図る。 
 

また、「インターンシップⅢ～Ⅳ」の実習先

については、海外における臨地実務実習も一

定数確保しており、条件を満たすことで海外

での実習も参加が可能である。履修予定学生

数等の詳細については、本大学設置認可申請

の「臨地実務実習先の確保状況の説明書」に

明記するとともに、臨地実務実習先の確保状

況の詳細については学科ごとにインターンシ

ップⅠ～Ⅳ別に資料 24 に記す。 
ちなみに、本学は情報工学科とデジタルエン

タテインメント学科の 2 学科構成であるた

め、企業によっては 2 学科の学生を同時に受

け入れる企業もあるが、「臨地実務実習先の

確保状況の説明書」にある受け入れ人数は、

学科ごとの最大受け入れ人数である。つま

り、例えば、ある企業で「インターンシップ

Ⅳ」における受け入れ学生数が情報工学科で

3名、デジタルエンタテインメント学科で2名
であるとすると、その企業は「インターンシ

ップⅣ」では最大 5 名の学生を受け入れると

いうことである。加えて、詳細は後述する

が、臨地実務実習先の受け入れ人数は基本的

に実習指導者 1 名に対し学生 6 名、最大学生

数 8 名としているため、9 名以上になる場合

は、8 名増加ごとに 1 名の指導教員をつける

ことにしており、本学は教育の質が担保でき

るように重複も加味して各企業に承諾書を得

ている。 
もちろん、「臨地実務実習先の確保状況の説

明書」にある各施設の学生受け入れ人数は最

大受け入れ人数として設定・記載している

が、受け入れ先の業務・業績状況によって実

際の受け入れ可能人数が変動する可能性があ

るため、毎年必ず配属先調整前に確認を行

い、学生 6 人に対し 1 名、最大でも学生 8 名

に対し 1 名以上の実習指導者という体系を必

ず維持する。加えて、本学は開学後も実習先

の新規確保に努め、実習先の質と量の更なる

向上を図る。 
 

 
11.2.2 実習先の妥当性 
以下に、実習先の選定理由について明記す

る。 
 

 
11.2.2 実習先の妥当性 
以下に、実習先の妥当性について明記する。 
 実習先の妥当性を明確にするためには、①

「本学の臨地実務実習に対する考え方」や、

それを満たす企業を抽出するための②「選定

基準」、③「企業で行われる実習内容の正当

性」といった各項目を明確にする必要があ

る。以下、既に記載した内容も含まれるが、

改めて説明する。 
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11.2.2.1 全科目、全学科、全コースで満たさ

れるべき基準  
① 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

が、専門職大学の授業科目水準として相応し

い実習指導を行うことができる人物を、実習

指導者として配置できるか。 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

は、本学が主体的に学修内容を決定するこ

と、また、実習を大学教育の一環として行う

ことについて十分な理解を示しているか。 
③ 臨地実務実習先となるそれぞれの企業

及び施設が、『専門職大学等の臨地実務実習

の手引き（平成 31 年 1 月）』等で定められて

いるその他の要件についても満たしている

か。 

 
11.2.2.1 実習先企業選定の考え方 
本学では、専門知識・技術を活かし、職業倫

理観を持って、新しい価値を創り出すイノベ

ーション人材の育成を目指している。臨地実

務実習を通して、各企業の製品化に向けた組

織的な開発テクニックを学び、関連業務を体

験する。一人一人の社会的・職業的自立に向

けてコミュニケーション能力や職業倫理観な

どの必要な基盤となる能力や態度を身につけ

る。また、独創的な技術やノウハウ等がもた

らす産業のダイナミズムを目の当たりにする

ことにより、未来に向けた新規産業の担い手

となる意識と未知の分野に挑戦する意欲を醸

成する。これらの目的を達成可能な受け入れ

先企業の選定を行っている。 
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11.2.2.2各学科で満たされるべき基準 

＜情報工学科＞ 
② 臨地実務実習先となるそれぞれの企

業の事業内容が、情報工学科の学生

が専攻する AI、IoT、ロボット分野

に該当している。加えて、科目の到

達目標の全てを達成する指導を行う

ことができる。 
＜デジタルエンタテインメント学科＞ 

① 臨地実務実習先となるそれぞれの企

業の事業内容が、デジタルエンタテ

インメント学科の学生が専攻するゲ

ームプロデュース、CG アニメーシ

ョン分野に該当している。加えて、

科目の到達目標の全てを達成する指

導を行うことができる。 
 
ここでいう、『科目の到達目標の

全てを達成する指導を行うことがで

きる。』とは、例えば、情報工学科

における「臨地実務実習Ⅲ」の場

合、シラバスにある到達目標の一つ

にある『専攻する学科・コースの技

術（AI、 IoT、ロボット）を主に用

いた最適解に対し部分的であっても

プロトタイプを実現し、評価するこ

とができる。』に対し、実際の実習

指導者が指導を行えるかどうかであ

る。審査意見 7(6)も加味し、例え

ば、実習指導者によっては、AI 戦略

コースの学生の制作物に対して適切

なアドバイスや評価を行うことが難

しいため、その場合に該当すると判

断した場合、AI 戦略コースの学生は

当該施設を選択することの内容にリ

ストから外す。 
以上の事柄を精査し、それぞれの

科目と企業ごとにコース別で実施可

否を資料 29-1 にまとめる。 
 

 
11.2.2.2 受け入れ先企業の選定基準 
以下の 4 つの観点から達成目標を立て、到達

度の評価基準となるルーブリック評価（資料

25-1、資料 25-2、資料 25-3、資料 25-4）を作

成している。 
(1) 関心・意欲・態度 ・・・担い手となる意

識と挑戦する意欲 
(2) 思考・判断・表現 ・・・開発関連業務 
(3) 専門知識・技術  ・・・企業の製品化に

向けた開発技法 
(4) 組織的行動力   ・・・組織的な開発技

法、コミュニケーション能力、職業倫理観 
受け入れ先企業の選定は、表に記載された基

準をすべて評価可能かで判定する。 

 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ

 
11.2.3 実習施設における適切な指導者の配置 
基本的に実習施設に本学の担当指導教員は配

置せず受け入れ先の企業が用意することとす

る。本学における実習指導者とは、受け入れ

先の実務経験年数が必ず 5 年以上であり、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ者とする。また、責任者として人事部など

の後方部門が実習指導責任者となる場合があ
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るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
ここでいう実習指導者について、本学では一

部企業について、代表取締役を据えている。

こうした企業はすべて、必然的に従業員規模

が 20名以下の企業になった。当該実習先の代

表取締役は技術者でもあり、各臨地実務実習

にある到達目標にある項目を学生が達成する

ために必要な専門的（この場合は、各学科、

各コース）指導も可能なため、実習内容に適

した実習指導を行うことが十分にできる実習

指導者であると判断した。 
 

るが、実際の指導にあたる者は、先に述べた

条件をクリアしている、受け入れ先の実務経

験年数が必ず 5 年以上の実務経験を有し、そ

の実習において豊富な業務経験や実績等を持

つ、指導者として相応しい者とする。 
既に述べたが、施設の実習指導者と学生の人

数比率については、実習指導者 1 名につき 6
名程度までを基本とし、多人数受け入れの場

合には実習指導者を増員するよう施設に要請

し、実習指導者 1 名につき最大で 8 名とす

る。 
(追加) 
 
 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 

新 旧 
資料 27 （追加） 
資料 28 （追加） 
資料 29 （追加） 
資料 30 資料 24 
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（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

７．＜臨地実務実習に関する疑義＞ 
臨地実務実習について以下の点を是正し、専門職大学としてふさわしい水準内容

の計画とすること。【２学科共通】 

（７）「インターンシップⅡ」について、実施日数がシラバスと設置の趣旨等を

記載した書類で整合していないため、修正すること。 

 
（対応） 
 「インターンシップⅡ」を含めた臨地実務実習全般について、実施回数、科目名、実施時

期・日数などを大幅に見直す。その見直し対応において、実施日数がシラバスと設置の趣旨

等を記載した書類で整合していない点などを修正するとともに、シラバス及び設置の趣旨な

どを記載した書類を改める。 
 
 
■臨地実務実習の見直し 
 審査意見 1、5、7（3）に鑑み、臨地実務実習について以下のように見直した。 
 

変更前 変更後 
科目名 実施日数 科目名 実施日数 

「インターンシップⅠ」 10 日間 （削除）  ― 
「インターンシップⅡ」 30 日間 「臨地実務実習Ⅰ」 20 日間 
「インターンシップⅢ」 20 日間 「臨地実務実習Ⅱ」 30 日間 
「インターンシップⅣ」 20 日間 「臨地実務実習Ⅲ」 30 日間 

 
 
■臨地実務実習のシラバスの修正 
 臨地実務実習の実施日数の変更に伴い、設置の趣旨書及びシラバスを以下の通り改める。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
 
11.2.4 実習中の教員の指導について 
「臨地実務実習Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ（削除）」におけ

る実習中の指導は受け入れ先企業の立地、教

職員のスケジュール、臨地実務実習に参加す

る学生の特徴等を踏まえ、海外臨地実務実習

を除き、教職員が協力して巡回し、企業側の

担当者による指導がいきわたっているのか等

を確認する。 
原則、実習先への移動方法は徒歩、若しくは

公共交通機関を利用する。加えて、2週間に 1
回は学生と担当教員が本学の校地に集まって

コミュニケーションを取り、不測の事態が起

こっていないか、臨地実務実習先で水準をク

リアしたレベルの教育が施されているのか等

を確認する。また、海外臨地実務実習につい

ては現地視察を行わない代わりに、電話やメ

 
11.2.4 実習中の教員の指導について 
「インターンシップⅠ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ」におけ

る実習中の指導は受け入れ先企業の立地、教

職員のスケジュール、臨地実務実習に参加す

る学生の特徴等を踏まえ、海外臨地実務実習

を除き、教職員が協力して巡回し、企業側の

担当者による指導がいきわたっているのか等

を確認する。 
原則、実習先への移動方法は徒歩、若しくは

公共交通機関を利用する。加えて、2 週間に 1
回は学生と担当教員が本学の校地に集まって

コミュニケーションを取り、不測の事態が起

こっていないか、臨地実務実習先で水準をク

リアしたレベルの教育が施されているのか等

を確認する。また、海外臨地実務実習につい

ては現地視察を行わない代わりに、電話やメ
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ールといった手段を利用して綿密に学生や企

業と連絡を取り合い教員が指導をすることと

する。具体的な教員による巡回指導方法につ

いては、以下に臨地実務実習授業ごとに記す

とともに、実際の巡回計画（臨地実務実習）

（案）を資料 30 に記す。 
 
（削除） 
 
 ・臨地実務実習Ⅰ 
実施時期は 2 年次 1～2 月、実施日数は 20 日

間（期間は 4 週間）であり、その間に 2 回の

巡回指導と 2 回の帰校日指導（本学キャンパ

スにおいて教員が学生に対して行う実習指

導）を実施する。 
 
 ・臨地実務実習Ⅱ 
実施時期は 3 年次 10 月～11 月、実施日数は

30 日間（期間は 6 週間）であり、実習先が国

内の場合は、その間に 3 回の巡回指導と 3 回

の帰校日指導を実施する。 
実習先が海外の場合は、スカイプといったイ

ンターネットを介したビデオ通話等の通信手

段を用いて面談を週 1 回実施する。帰校日は

設けない。 
 
・臨地実務実習Ⅲ 
実施時期は 4 年次 7～9 月、実施日数は 30 日

間（期間は 6 週間）であり、実習先が国内の

場合は、その間に 3 回の巡回指導と 3 回の帰

校日指導（削除）を実施する。 
実習先が海外の場合は、スカイプといったイ

ンターネットを介したビデオ通話等の通信手

段を用いて面談を週 1 回実施する。帰校日は

設けない。 

ールといった手段を利用して綿密に学生や企

業と連絡を取り合い教員が指導をすることと

する。具体的な教員による巡回指導方法につ

いては、以下に臨地実務実習授業ごとに記す

とともに、実際の巡回計画（臨地実務実習）

（案）を資料 26 に記す。 
 
 ・インターンシップⅠ  
実施時期は 2 年次 7～8 月、実施日数は 10 日

間（期間は 2 週間）であり、その間に 1 回の

巡回指導と 1 回の帰校日指導（本学キャンパ

スにおいて教員が学生に対して行う実習指

導）を実施する。 
 
 ・インターンシップⅡ 
実施時期は 2 年次 1～2 月、実施日数は 30 日

間（期間は 6 週間）であり、その間に 3 回の

巡回指導と 3 回の帰校日指導（追加）を実施

する。 
 
 ・インターンシップⅢ 
実施時期は 3 年次 10 月（追加）、実施日数は

20 日間（期間は 4 週間）であり、実習先が国

内の場合は、その間に 2 回の巡回指導と 2 回

の帰校日指導を実施する。 
実習先が海外の場合は、スカイプといったイ

ンターネットを介したビデオ通話等の通信手

段を用いて面談を週 1 回実施する。帰校日は

設けない。 
 
・インターンシップⅣ 
実施時期は 4 年次 1～2 月、実施日数は 20 日

間（期間は 4 週間）であり、実習先が国内の

場合は、その間に 2 回の巡回指導と 2 回の帰

校日指導（本学キャンパスにおいて教員が学

生に対して行う実習指導）を実施する。 
実習先が海外の場合は、スカイプといったイ

ンターネットを介したビデオ通話等の通信手

段を用いて面談を週 1 回実施する。帰校日は

設けない。 
11.2.5 臨地実務実習実施期間 
大学での授業運用との兼ね合いから、インタ

ーンシップⅠ～Ⅳの臨地実務実習は、基本的

にそれぞれ決められた時期に実施される。

（削除）「臨地実務実習Ⅰ」は 1 月から 2 月

末まで、「臨地実務実習Ⅱ」は 10 月から 11
月下旬まで、「臨地実務実習Ⅲ」は 7 月から

9 月末までとし、その期間内に規定時間以上

の実習時間を確保する。そのため、臨地実務

実習受講日時は受け入れ先施設や団体によっ

11.2.5 臨地実務実習実施期間 
大学での授業運用との兼ね合いから、インタ

ーンシップⅠ～Ⅳの臨地実務実習は、基本的

にそれぞれ決められた時期に実施される。

「インターンシップⅠ」は 7 月の第 4 週目か

ら 8 月末まで、「インターンシップⅡ」は 1
月から 3 月末まで、「インターンシップⅢ」

は 10 月から 11 月下旬まで、「インターンシ

ップⅣ」は 1 月から 2 月末までとし、その期

間内に規定時間以上の実習時間を確保する。
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て異なる。 
ただし、臨地実務実習はそれぞれ通年で配当

する。これは、学生が希望する受け入れ先の

受け入れ態勢などを考慮したためであり、企

業や学生の都合に合わせてフレキシブルに実

習実施を可能とするためである。よって、上

記期間に限定されるものではない。 
(中略) 
 

そのため、臨地実務実習受講日時は受け入れ

先施設や団体によって異なる。 
ただし、臨地実務実習はそれぞれ通年で配当

する。これは、学生が希望する受け入れ先の

受け入れ態勢などを考慮したためであり、企

業や学生の都合に合わせてフレキシブルに実

習実施を可能とするためである。よって、上

記期間に限定されるものではない。 
(中略) 
 
 

 
 

52



（新旧対照表）シラバス 
新 旧 

【通番】9 
 

 

【通番】10 
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27-1-1 
授業科目名： 

臨地実務実習Ⅰ 

必修／選択の別： 

必修 選択 

期間： 

２０日間 
※事前・後指導を除く 

担当教員名： 

 

授業科目区分： 

基礎 職業専門 展開 総合 

履修配当年次： 

２年通期 

単位数： 

５単位 

講義形態： 

講義 演習 実験 実習 実技 

授業の到達目標及びテーマ 

「相手先の製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの理解」 

【到達目標】 

（知識・理解） 

・実習先事業者の製品、業務内容、ビジネスプロセスを理解し説明することができる。 

（能力） 

・実習先の業務内容、ビジネスプロセスに基づいた基本技術を習得している。 

・所属する受け入れ先の部署やチームメンバーと協調性を持って行動し、期日を守って業務を

遂行することができる。 

（志向・態度） 

・社会人としての最低限のビジネスマナー身につけている。 

・三現主義（現場・現実・現物）とは何かを体感し理解している。 

授業の概要 

学生がはじめて取り組む臨地実務実習となるこの授業は、実習先事業者が扱っているサービスやコ

ンテンツ、ソフトウェア・インテンシブな製品、またはそれらを作り出すために必要とされる

ツールやシステムなどを対象とし、それに関する業務内容、ビジネスプロセスなどを理解する

ことを主たる目的とする。事前学習は、主に実習先事業者についての事前調査を行い、実習期間で

体得すべき内容の認識を深める。実習期間中は、実習先事業者の指導のもと、実習先事業者の業

務内容や基本的な技術を学ぶ。また、事後指導として、実習指導者によって得た評価をもとに、問

題点について原因と対策をまとめ、プレゼンテーション形式で発表することで、次の臨地実務

実習などにつなげる授業とする。 

授業計画 

【事前指導期間】 

学内オリエンテーション①（準備・心構え） 

実習の心構えや機密情報の扱いなどについて学ぶ。また、臨地実務実習に必要な書類について事前

アナウンスする。加えて、実習先事業者の情報を公開し、実習先の希望調査を行う。 

 

―実習先確定－ 

※必要に応じて、学内選考を実施する 

 

学内オリエンテーション②（事前調査） 

各実習先事業者に合わせた必要書類の作成、実習期間中のルールなどについて説明し、実習先事業者

実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
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27-1-1 
についての事前調査を行う。 

 

学外オリエンテーション③（事前訪問） 

実習先事業者に訪問してオリエンテーションを実施する。ただし、実習指導者の都合上訪問が難し

い場合は、電話やメールなどで行う。その場合は、実習先事業者について同実習先事業者に参加する

メンバーが集まり、実習先事業者の認識を深めるとともに、臨地実務実習初日の出勤について認識を

合わせる。 

 

【実習期間】 

業務の遂行（実習期間：7.5時／日×20日間（合計：150時間）） 

１． オリエンテーションとして、本実習の目的、実習先事業者の業務内容の説明を受け、

業務環境を構築する。（初日） 

２． 実習先事業者の実習内容に応じて業務に着手し、開発・製造プロジェクトを理解するととも

に、基本的な技術を学ぶ。加えて、課題の進捗状況にも留意し、定められた納期までに成果物

を完成させることを目標とする。進捗管理など、与えられた業務に職業的倫理観を持って臨

む。（第1週～第4週） 

３．実習指導者からフィードバックを受け、到達目標への達成度合いを振り返る。（最終 

日） 

 

また、2週間に１回本学に通学し、本学の担当教員に対して経過報告を行う。 

 

【事後指導期間】 

学外オリエンテーション④（事後報告） 

臨地実務実習の報告も兼ね、実習した体験について相互プレゼンテーションを実施する。臨地実務

実習の振り返りを行い、次回の臨地実務実習等につなげる。 

また、実習先事業者へのお礼状の送付や、機密情報の取り扱いなどについて再度アナウンス

する。 

学生に対する評価 

科目評価方法 

事前・事後指導期間における課題と、各実習先事業者における実習指導者から担当教員に報告があ

った学生評価を参考とし科目評価を行う。実習先事業者における実習指導者の評価は、ルーブリック

評価表を用い、実習先事業者から出された課題、提出物、勤務態度などに対し、評価する。評価点は

事前・事中（帰校日）・事後指導期間における課題の平均点：30％、ルーブリック評価表による評価

点：70％とする。 
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実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
授業科目名： 

臨地実務実習Ⅱ 

必修／選択の別： 

必修 選択 

期間： 

３０日間 
※事前・後指導を除く 

担当教員名： 

 

授業科目区分： 

基礎 職業専門 展開 総合 

履修配当年次： 

３年通期 

単位数： 

７.５単位 

講義形態： 

講義 演習 実験 実習 実技 

授業の到達目標及びテーマ 

「製品、業務内容、ビジネスプロセスなどの問題点の発見や課題の理解」 

【到達目標】 
（知識・理解） 

・実習先事業者の既存サービスが抱える課題を理解して要点を説明することができる。 

・実習先事業者の既存サービスが抱える課題解決に必要な手法やツールには可能性としてどの

ようなものが存在するかの知識を修得して文言でまとめることができる。 

（能力） 

・所属する受け入れ先の部署やチームが担当業務において抱える課題を、局所的に限定せずに

全体を俯瞰しつつ分析することができる。 

・既存サービスにおける課題を専攻する学科・コースの技術（AI、 IoT、ロボット）を主に用

いて解決する案を複数提示することができる。 

・改善策を実現する手法やツール（のプロトタイプ）を探索、考察することができる。 

（思考・態度） 

・所属する受け入れ先の部署やチームメンバーと協調性を持って行動し、自分が担当するプロ

セスの要求条件を明確に理解し期日を守って業務を遂行することができる。 

・社会的倫理観と責務をもって業務に取り組むことができる。 

・三現主義（現場・現実・現物）を理解し、他人に説明することができる。 

授業の概要 

実習先事業者が扱っているサービスやコンテンツ、ソフトウェア・インテンシブ製品、また

はそれに付随する業務内容やビジネスプロセスなどに存在する課題や問題点を、隣接他部署や

取引先企業、ライバル会社など受け入れ部署の枠を超えて全体を俯瞰しながら発見する能力を

修得する。次に、その問題点を理解し分析し、改善案を複数探索、考案する。例えば、実習先

事業者が扱っているサービスやコンテンツを補助するシステムや、業務時間の効率化を上げる

ツール制作を実施する。実習先事業者の指導のもと、自ら企画し計画を立案、運用し成果物を

提出する。学生は実習指導者から随時評価を受けることで、必要に応じて予定を立て直し、制

作物を修正するという過程を通し、ベストを追求するためには失敗や繰り返しを恐れない態度

が必要であることを学ぶ。 

授業計画 

【事前指導期間】 

学内オリエンテーション①（準備・心構え）  

実習の心構えや機密情報の扱いなどについて学ぶ。また、臨地実務実習に必要な書類につい
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実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
て事前アナウンスする。加えて、実習先事業者の情報を公開し、実習先の希望調査を行う。 

 
―実習先確定－ 

※必要に応じて、学内選考を実施する 

 
学内オリエンテーション②（事前調査） 

各実習先事業者に合わせた必要書類の作成、実習期間中のルールなどについて説明し、実習先

事業者についての事前調査を行う。 

 
学外オリエンテーション③（事前訪問） 

実習先事業者に訪問してオリエンテーションを実施する。ただし、実習指導者の都合上訪問

が難しい場合は、電話やメールなどで行う。その場合は、実習先事業者について同実習先事業

者に参加するメンバーが集まり、実習先事業者の認識を深めるとともに、臨地実務実習初日の

出勤について認識を合わせる。 

 
【実習期間】 

業務の遂行（実習期間：7.5時／日×30日間（合計：225時間）） 

１． オリエンテーションとして、本実習の目的、実習先事業者の実習内容説明を受け、現

状の開発・製造・サービス構築プロセスを正しく理解する。実習環境の構築を行う。

（初日） 

２． 既存サービス、サービス構築プロセスの改善提案を行う。その提案に基づき、詳細な

要件定義をまとめ、仕様の見直しなどを行い実習計画を構築する。（第1週） 

３． 実習指導者のもと、自ら改善を企画し開発・実行計画を立案、運用する。（第2週～第

3週） 

４． 中間報告を行い、実習先からの意見をもとに計画と最終成果を見直す。 

５． 実習指導者のもと、修正した実行計画に基づき、実習を遂行する。（第4週~第6週） 

６． 実習指導者からフィードバックを受け、到達目標への達成度合いを振り返る。（最終

日） 

また、2週間に1回は本学に通学し、本学の科目担当に対して経過報告を行う。 

 
【事後指導期間】 

学外オリエンテーション④（事後報告） 

臨地実務実習の報告も兼ね、実習した体験について相互プレゼンテーションを実施する。臨

地実務実習の振り返りを行い、次回の臨地実務実習等につなげる。 

また、実習先事業者へのお礼状の送付や、機密情報の取り扱いなどについて再度アナウンス

する。 

学生に対する評価 
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実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
科目評価方法 

事前・事後指導期間における課題と、各実習先事業者における実習指導者から担当教員に報

告があった学生評価を参考とし科目評価を行う。実習先事業者における実習指導者の評価は、

ルーブリック評価表を用い、実習先事業者から出された課題、提出物、勤務態度などに対し、

評価する。評価点は事前・事中（帰校日）・事後指導期間における課題の平均点：30％、ルー

ブリック評価表による評価点：70％とする。 
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実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
授業科目名： 

臨地実務実習Ⅲ 

必修／選択の別： 

必修 選択 

期間： 

３０日間 
※事前・後指導を除く 

担当教員名： 

 

授業科目区分： 

基礎 職業専門 展開 総合 

履修配当年次： 

４年通年 

単位数： 

７.５単位 

講義形態： 

講義 演習 実験 実習 実技 

授業の到達目標及びテーマ 

「プロトタイプを実現して評価する」 

【到達目標】 

（知識・理解） 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な技術上の条件を理解して要点を説明できる。 

・実習先事業者の既存サービスの改良に必要な手法やツールには可能性としてどのようなもの

が存在するかの知識を修得して要点を説明できる。 

（能力） 

・所属する受け入れ先の部署やチームの担当業務のさらなる成果向上手段について、情報工学

技術をもちいた複数の解候補から最適性を考慮しながら解を選択することができる。 

・専攻する学科・コースの技術（AI、 IoT、ロボット）を主に用いた最適解に対し部分的であ

ってもプロトタイプを実現し、評価することができる。 

・実現したプロトタイプに対して得られた評価を理解し、修正を加えてより良い問題解決案を

考えることができる。 

（思考・態度） 

・所属する受け入れ先の部署やチームメンバーと協調性を持って行動し、自分が担当するプロ

セスの要求条件を明確に理解し期日を守って業務を遂行することができる。 

・社会的倫理観と責務をもって業務に取り組むことができる。 

・三現主義（現場・現実・現物）を理解し、それに沿った行動をすることができる。 

授業の概要 

臨地実務実習の集大成となる本授業は、実習先事業者が扱っているサービスやコンテンツ、ソフ

トウェア・インテンシブな製品、またはそれに付随する業務内容やビジネスプロセスなどに対し、

隣接他部署や取引先企業、ライバル会社など、受け入れ部署の枠を超えた社会全体も考慮して

問題の所在をとらえ、何らかのプロトタイプを制作する。加えて、臨地実務実習Ⅱと同様に、学生は

実習指導者から随時評価を受けることで、実現したプロトタイプの有用性や価値、開発で得た経

験や今後の課題も含めて評価を客観的に理解するとともに、臨地実務実習Ⅲでは実習期間内で

修正案を考えより良い解決案を提示することで、実践的な問題解決力を修得することを目的と

する。 

授業計画 

【事前指導期間】 

学内オリエンテーション①（準備・心構え） 
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実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
臨地実務実習Ⅰ・Ⅱの背景をもって、実習目的の明確化を行う。また、臨地実務実習に必

要な書類について事前アナウンスする。加えて、実習先事業者の情報を公開し、実習先の希望

調査を行う。候補の提示をする。 

 
―実習先確定－ 

※必要に応じて、選考を実施する 

 
学内オリエンテーション②（事前調査） 

各実習先事業者に合わせた必要書類の作成、実習期間中のルールなどについて説明し、実習先

事業者についての事前調査を行う。加えて、隣接他部署や取引先企業、ライバル会社など受け

入れ部署の枠を超えた社会全体の事前調査も行う。 

 
学外オリエンテーション③（事前訪問） 

実習先事業者に訪問してオリエンテーションを実施する。ただし、実習指導者の都合上訪問

が難しい場合は、電話やメールなどで行う。その場合は、実習先事業者について同実習先事業

者に参加するメンバーが集まり、実習先事業者の認識を深めるとともに、臨地実務実習初日の

出勤について認識を合わせる。 

 
【実習期間】 

業務の遂行（実習期間：7.5時/日×30日間（合計：225時間）） 

１． オリエンテーションとして、本実習の目的、実習先事業者の業務内容の説明を受け、

業務環境を構築する。（初日） 

２． 実習先事業者が扱っているサービスやコンテンツ、ソフトウェア・インテンシブな製

品、またはそれに付随する業務内容やビジネスプロセスなどに対し、隣接他部署や取引

先企業、ライバル会社など、受け入れ部署の枠を超えた社会全体も考慮して問題既存サ

ービスの改良可能性を模索し、実習テーマを決定する。（第1週） 

３． 実習テーマに基づき既存サービスの改良版プロトタイプを制作する。（第2週～第3

週） 

４． 中間報告を行い、実習先から意見をもとに計画と最終成果を見直す。 

５． 最終成果に向けて計画を基づき、業務を遂行する。（第4週～第6週） 

６． 実習指導者からフィードバックを受け、到達目標への達成度合いを振り返る。（最終

日） 

 また、2週間に1回は本学に通学し、本学の科目担当に対して経過報告を行う。 

 
【事後指導期間】 

学外オリエンテーション④（事後報告） 
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実習骨格 シラバス  (情報工学科） 
 臨地実務実習の報告とともに、臨地実務実習全3回の学びを振り返る。実習先事業者へのお

礼状の送付や、機密情報の取り扱い等について再度アナウンスする。 

学生に対する評価 

科目評価方法 

事前・事後指導期間における課題と、各実習先事業者における実習指導者から担当教員に報

告があった学生評価を参考とし科目評価を行う。実習先事業者における実習指導者の評価は、

ルーブリック評価表を用い、実習先事業者から出された課題、提出物、勤務態度などに対し、

評価する。評価点は事前・事中（帰校日）・事後指導期間における課題の平均点：30％、ルー

ブリック評価表による評価点：70％とする。 
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 東京国際工科専門職大学情報工学科 「臨地実務実習Ⅰ」実施計画 

（No.xx） 

 
臨地実務実習施設（主たる実習場所） 

コンピューター○○○株式会社 

（所在地・・東京都品川区○○○XXXX１－２－３ ○○ビル５F） 

 

１ 実習の内容 

 
① 企業が対応可能な業務の理解（15時間） 

② 企業が納入したシステムの簡易版の開発計画（22.5時間） 

③ 企業が納入したシステムの簡易版における要求分析、ソフトウェア設計

業務の実践（45時間） 

④ 企業が納入したシステムの簡易版におけるソフトウェアテスト、ソフト

ウェア保守業務の実践（45時間） 

⑤企業が納入したシステムの簡易版の製作発表（22.5時間） 

  
 

２ 実習の期間 

２０２２年１月１８日  ～  ２０２２年２月１５日（２０日間） 

土曜・日曜・祝日は休日とする。 

 
３ 一日当たりの実習時間 

７時間３０分（休憩時間を除く） 

 
４ 受け入れる学生の数

最大５人 

 
５ 実習指導者及び実習補助者の配置 

第１期 主任指導者 〇〇 太郎 （第一開発部 部長） 

指導者   △△ 次郎 （第一開発部 ユニットリーダー） 

  このほか、１記載の実習内容ごとに実習補助者を配置する。 

1
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６ 成績評価の基準及び方法 

事前・事後指導期間における課題と、各実習先事業者における実習指導者

から担当教員に報告があった学生評価を参考とし科目評価を行う。実習先

事業者における実習指導者の評価は、ルーブリック評価表を用い、実習先

事業者から出された課題、提出物、勤務態度などに対し、評価する。 

評価点は事前・事中（帰校日）・事後指導期間における課題の平均点：

30％、ルーブリック評価表による評価点：70％とする。 

 
７ 担当教員による巡回指導等の実施 

担当教員は、実習期間中に最低１回臨地実務実習施設を巡回し、実習生 

との面談および指導、実習指導者との情報交換等を行う。 

 
８ 実習生による日報の提出 

実習生は、実習期間中、別に定める様式により日報を作成し、実習指導者

の確認を経て、別に定める方法により担当教員に提出する。 

 

９ 雇用形態 

コンピューター○○○株式会社（以下「事業者」という。）は、実習生を以下の

形態で受け入れる。 

 

雇用型    ・    非雇用型 

  

10 実習生に対する報酬及び交通費支給等の取扱い 

①事業者は、実習生と有期雇用契約を締結し、労働関係法令等の適用対象として取

扱う。 

②事業者は実習生に対し、別に定めるところにより、賃金、交通費を支給する。 

 
11 実習中の災害補償及び損害賠償責任 

①実習生は、専門職大学が指定するインターンシップ保険（災害補償保険及

び賠償責任保険）へ加入するものとする。 

②実習中における実習生の事故等については、事業者の故意又は重過失によ

る場合を除き、実習生が加入するインターンシップ保険をもって補償に充

てる。 

③実習中における実習生による事業者又は第三者への損害については、実習

生の故意又は重過失による場合を除き、実習生が加入するインターンシッ

プ保険をもって補償に充てる。 
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12 知的財産権の帰属等の取扱い 

①臨地実務実習の実施の過程で実習生が創出した発明等に係る知的財産権

は、事業者に帰属するものとし、事業者は、社内規程に基づき、実習生に

対し応分の報奨を与える。 

②専門職大学又は実習生が、学会発表、論文発表その他の方法により実習生が創出

した発明等について第三者に公表・開示しようとする場合は、事前に事業者の同

意を得るものとする。 

 

3



 

 

 
 

資料 28-1-2 

 
 

 

 

 東京国際工科専門職大学情報工学科 「臨地実務実習Ⅱ」実施計画 

（No.xx） 

 
臨地実務実習施設（主たる実習場所） 

コンピューター○○○○株式会社 

（所在地・・東京都品川区○○○XXXX１－２－３ ○○ビル５F） 

 

１ 実習の内容 

 
① 企業が納入実績のあるシステムの開発計画（30時間） 

② 企業が納入実績のあるシステムにおける要求分析、ソフトウェア設計業

務の実践（75時間） 

③ 企業が納入実績のあるシステムにおけるソフトウェアテスト、ソフトウ

ェア保守業務の実践（75時間） 

④ 企業が納入実績のあるシステムの製作発表（22.5時間） 

⑤ 企業が納入実績のあるシステムの改善点の発見（22.5時間） 

 
 

２ 実習の期間 

２０２２年１０月４日  ～  ２０２２年１１月１５日（３０日間） 

土曜・日曜・祝日は休日とする。 

 
３ 一日当たりの実習時間 

7時間30分（休憩時間を除く） 

 
４ 受け入れる学生の数

最大５人 

 
５ 実習指導者及び実習補助者の配置 

第１期 主任指導者 〇〇 太郎 （第一開発部 部長） 

指導者   △△ 次郎 （第一開発部 ユニットリーダー） 

このほか、１記載の実習内容ごとに実習補助者を配置する。 

4



 

 

 
 

資料 28-1-2 

 
 

 

 

６ 成績評価の基準及び方法 

事前・事後指導期間における課題と、各実習先事業者における実習指導者

から担当教員に報告があった学生評価を参考とし科目評価を行う。実習先

事業者における実習指導者の評価は、ルーブリック評価表を用い、実習先

事業者から出された課題、提出物、勤務態度などに対し、評価する。 

評価点は事前・事中（帰校日）・事後指導期間における課題の平均点：

30％、ルーブリック評価表による評価点：70％とする。 

 
７ 担当教員による巡回指導等の実施 

担当教員は、実習期間中に最低１回臨地実務実習施設を巡回し、実習生 

との面談および指導、実習指導者との情報交換等を行う。  

 
８ 実習生による日報の提出 

実習生は、実習期間中、別に定める様式により日報を作成し、実習指導者

の確認を経て、別に定める方法により担当教員に提出する。 

 
９ 雇用形態 

コンピューター○○○株式会社（以下「事業者」という。）は、実習生を以下の

形態で受け入れる。 

 

雇用型    ・    非雇用型 

  

10 実習生に対する報酬及び交通費支給等の取扱い 

①事業者は、実習生と有期雇用契約を締結し、労働関係法令等の適用対象として取

扱う。 

②事業者は、実習生に対し、別に定めるところにより、賃金、交通費を支給する。 

 
11 実習中の災害補償及び損害賠償責任 

①実習生は、専門職大学が指定するインターンシップ保険（災害補償保険及

び賠償責任保険）へ加入するものとする。 

②実習中における実習生の事故等については、事業者の故意又は重過失によ

る場合を除き、実習生が加入するインターンシップ保険をもって補償に充

てる。 

③実習中における実習生による事業者又は第三者への損害については、実習

生の故意又は重過失による場合を除き、実習生が加入するインターンシッ

プ保険をもって補償に充てる。 
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12 知的財産権の帰属等の取扱い 

①臨地実務実習の実施の過程で実習生が創出した発明等に係る知的財産権

は、事業者に帰属するものとし、事業者は、社内規程に基づき、実習生に

対し応分の報奨を与える。 

②専門職大学又は実習生が、学会発表、論文発表その他の方法により実習生が創出

した発明等について第三者に公表・開示しようとする場合は、事前に事業者の同

意を得るものとする。 
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 東京国際工科専門職大学情報工学科 「臨地実務実習Ⅲ」実施計画 

（No.xx） 

 
臨地実務実習施設（主たる実習場所） 

コンピューター○○○○株式会社 

（所在地・・東京都品川区○○○XXXX１－２－３ ○○ビル５F） 

 

１ 実習の内容 

 
① 企業が納入実績のあるシステムの改良版の開発計画（37.5時間） 

② 企業が納入実績のあるシステムの改良版における要求分析、ソフトウェ

ア設計業務の実践（82.5時間） 

③ 企業が納入実績のあるシステムの改良版におけるソフトウェアテスト、

ソフトウェア保守業務の実践（82.5時間） 

④ 企業が納入実績のあるシステムの改良版の製作発表（22.5時間） 

 

 

 

２ 実習の期間 

２０２３年７月１８日  ～  ２０２３年９月５日（３０日間） 

土曜・日曜・祝日と実習先事業者休業日は休日とする。 

 
３ 一日当たりの実習時間 

7時間30分（休憩時間を除く） 

 
４ 受け入れる学生の数

最大５人 

 
５ 実習指導者及び実習補助者の配置 

第１期 主任指導者 〇〇 太郎 （第一開発部 部長） 

指導者   △△ 次郎 （第一開発部 ユニットリーダー） 

このほか、１記載の実習内容ごとに実習補助者を配置する。 
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６ 成績評価の基準及び方法 

事前・事後指導期間における課題と、各実習先事業者における実習指導者

から担当教員に報告があった学生評価を参考とし科目評価を行う。実習先

事業者における実習指導者の評価は、ルーブリック評価表を用い、実習先

事業者から出された課題、提出物、勤務態度などに対し、評価する。 

評価点は事前・事中（帰校日）・事後指導期間における課題の平均点：

30％、ルーブリック評価表による評価点：70％とする。 

 
７ 担当教員による巡回指導等の実施  

担当教員は、実習期間中に最低１回臨地実務実習施設を巡回し、実習生 

との面談および指導、実習指導者との情報交換等を行う。  

 
８ 実習生による日報の提出 

実習生は、実習期間中、別に定める様式により日報を作成し、実習指導者

の確認を経て、別に定める方法により担当教員に提出する。 

 
９ 雇用形態 

コンピューター○○○株式会社（以下「事業者」という。）は、実習生を以下の

形態で受け入れる。 

 

雇用型    ・    非雇用型 

  

10 実習生に対する報酬及び交通費支給等の取扱い 

①事業者は、実習生と有期雇用契約を締結し、労働関係法令等の適用対象として取

扱う。 

②事業者は、実習生に対し、別に定めるところにより、賃金、交通費を支給する。 

 
11 実習中の災害補償及び損害賠償責任 

①実習生は、専門職大学が指定するインターンシップ保険（災害補償保険及

び賠償責任保険）へ加入するものとする。 

②実習中における実習生の事故等については、事業者の故意又は重過失によ

る場合を除き、実習生が加入するインターンシップ保険をもって補償に充

てる。 

③実習中における実習生による事業者又は第三者への損害については、実習

生の故意又は重過失による場合を除き、実習生が加入するインターンシッ

プ保険をもって補償に充てる。 
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12 知的財産権の帰属等の取扱い 

①臨地実務実習の実施の過程で実習生が創出した発明等に係る知的財産権

は、事業者に帰属するものとし、事業者は、社内規程に基づき、実習生に

対し応分の報奨を与える。 

②専門職大学又は実習生が、学会発表、論文発表その他の方法により実習生が創出

した発明等について第三者に公表・開示しようとする場合は、事前に事業者の同

意を得るものとする。 
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1

工科学部　　情報工学科

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

1
株式会社
オプティマ
イザー

広告代理事業、電気通
信事業、エネルギー・マ
ネジメント事業、海外流
通最適化事業

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、BtoB、BtoCのWEBサー
ビスの設計やプロトタイプの制作が可能なた
め。本学の教育課程の比較的早期段階にあ
る学生に対する技術指導や課題提示、実習
科目で産学連携等を経験してきた学生に対
する適切な難度の目標設定指導、教育課程
の終盤にある学生に対する相応に程度の高
い要求をしながらの指導、いずれにも対応可
能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

2
株式会社
テクノロー
ド

制御システム設計・組み
込み機器開発/販売

ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習得す
る技術、知識に基づき、制御システムや組み
込み機器などに関するプロトタイプの制作が
可能なため。本学の実習科目で産学連携等
を経験してきた学生に対する適切な難度の
目標設定指導と、教育課程の終盤にある学
生に対する相応に程度の高い要求をしなが
らの指導が可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○

3
株式会社
クオラス

各種メディア広告取扱代
理店業務、広告コンテン
ツ企画提案、コンサル
ティング等

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習
得する技術、知識に基づき、プロモーション
施策提案やコンテンツ制作などが可能なた
め。本学の教育課程の比較的早期段階にあ
る学生に対する技術指導や課題提示、実習
科目で産学連携等を経験してきた学生に対
する適切な難度の目標設定指導、教育課程
の終盤にある学生に対する相応に程度の高
い要求をしながらの指導、いずれにも対応可
能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4
株式会社
システムリ
ンク

ＩＴベンチャー・中小企業
向け人材育成及びス
クール事業・求人求職支
援・ＳＥＳ事業

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ＩＴベンチャー・中小企業
向け人材育成研修コンテンツなどの改善提
案やコンテンツ制作などが可能なため。本学
の教育課程の比較的早期段階にある学生に
対する技術指導や課題提示、実習科目で産
学連携等を経験してきた学生に対する適切
な難度の目標設定指導、教育課程の終盤に
ある学生に対する相応に程度の高い要求を
しながらの指導、いずれにも対応可能な実習
施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

5
有限会社
オレンジ

ＴＶアニメや劇場アニメ、
ＯＶＡ、ゲームムービー
等ＣＧアニメーション制
作.

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習
得する技術、知識に基づき、アニメーション
に登場するサイエンスフィクションに対する検
証が可能なほか、制作したアニメのプロモー
ション・分析が可能なため。本学の教育課程
の比較的早期段階にある学生に対する技術
指導や課題提示、実習科目で産学連携等を
経験してきた学生に対する適切な難度の目
標設定指導、教育課程の終盤にある学生に
対する相応に程度の高い要求をしながらの
指導、いずれにも対応可能な実習施設のた
め。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6
株式会社
クリーブ

大規模システムの開発、
中小企業向けのＩＴコン
サルティング、システム
エンジニア育成研修等
のＩＴサービス

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ＡＩ・ＩｏＴ技術を駆使した
システムなどのプロトタイプ制作が可能なた
め。本学の教育課程の比較的早期段階にあ
る学生に対する技術指導や課題提示、実習
科目で産学連携等を経験してきた学生に対
する適切な難度の目標設定指導、教育課程
の終盤にある学生に対する相応に程度の高
い要求をしながらの指導、いずれにも対応可
能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

臨地実務実習Ⅲ臨地実務実習Ⅱ

臨地実務実習の選定理由とコース配置

施設
番号

施設名 事業概要 選定理由
臨地実務実習Ⅰ
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7
サン電子
株式会社

モバイルデータソリュー
ション事業、エンターテイ
ンメント関連事業、その
他（M2M事業、ゲームコ
ンテンツ事業、業務支援
ソリューション、O2Oソ
リューション）

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、同社サービスの改良提
案・プロトタイプ制作などが可能なため。本学
の教育課程の比較的早期段階にある学生に
対する技術指導や課題提示、実習科目で産
学連携等を経験してきた学生に対する適切
な難度の目標設定指導、教育課程の終盤に
ある学生に対する相応に程度の高い要求を
しながらの指導、いずれにも対応可能な実習
施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

8
株式会社
コスメル

官公庁、医療、運輸、通
信・放送・メディア向けＩＴ
サービス。システム企画
およびコンサルティン
グ、プロジェクトマネージ
メント、システム設計、開
発、運用・保守事業。

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ＡＩ・ＩｏＴ技術を駆使した
システムなどのプロトタイプ制作が可能なた
め。本学の教育課程の比較的早期段階にあ
る学生に対する技術指導や課題提示、実習
科目で産学連携等を経験してきた学生に対
する適切な難度の目標設定指導、教育課程
の終盤にある学生に対する相応に程度の高
い要求をしながらの指導、いずれにも対応可
能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

9
株式会社
アトラスコ
ンピュータ

コンピュータソフトウェア
の企画、設計、開発、輸
出入及び販売
コンピュータ及びその周
辺機器の設計、製造、輸
出入及び販売
コンピュータソフトウェ
ア、コンピュータ及びそ
の周辺機器の保守

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ソフトウェア開発などのプ
ロトタイプ制作が可能なため。本学の教育課
程の比較的早期段階にある学生に対する技
術指導や課題提示、実習科目で産学連携等
を経験してきた学生に対する適切な難度の
目標設定指導、教育課程の終盤にある学生
に対する相応に程度の高い要求をしながら
の指導、いずれにも対応可能な実習施設の
ため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

10

グローバ
ル・アスピ
レーション
ズ株式会
社

システム開発・保守、コ
ンサルタント業務、シス
テムインテグレーション、
クラウディングサービス、
グローバル展開サービ
ス、プロダクト販売、技術
者・オペレータの派遣・
仲介

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、ＡＩ・ＩｏＴ技術を駆使した
システムなどのプロトタイプ制作が可能なた
め。本学の教育課程の比較的早期段階にあ
る学生に対する技術指導や課題提示、実習
科目で産学連携等を経験してきた学生に対
する適切な難度の目標設定指導、教育課程
の終盤にある学生に対する相応に程度の高
い要求をしながらの指導、いずれにも対応可
能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11
ランドシス
テム株式
会社

モバイルアプリ開発事
業、受託ソフトウエア開
発事業、ＳＥＳ事業

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、モバイルアプリやソフト
ウェアなどのプロトタイプ制作が可能なため。
本学の教育課程の比較的早期段階にある学
生に対する技術指導や課題提示、実習科目
で産学連携等を経験してきた学生に対する
適切な難度の目標設定指導、教育課程の終
盤にある学生に対する相応に程度の高い要
求をしながらの指導、いずれにも対応可能な
実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12
株式会社
ワールド
ウェーブ

遊戯電子機器の設計・
製造
コンピュータソフトウェア
の企画、制作、管理、運
営、販売
ウェブサイトの企画、制
作、管理、運営、販売

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、電子機器やコンピュータ
ソフトウェアなどのプロトタイプ制作が可能な
ため。本学の実習科目で産学連携等を経験
してきた学生に対する適切な難度の目標設
定指導と、教育課程の終盤にある学生に対
する相応に程度の高い要求をしながらの指
導が可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○
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13

富士イン
フォックス・
ネット株式
会社

ソリューション・サービス
（ＩＴコンサルティング、ＩＴ
インフラ設計・構築、クラ
ウドサービス、業務アプリ
ケーションの開発）

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、業務アプリケーションなど
のプロトタイプ制作が可能なため。本学の実
習科目で産学連携等を経験してきた学生に
対する適切な難度の目標設定指導と、教育
課程の終盤にある学生に対する相応に程度
の高い要求をしながらの指導が可能な実習
施設のため。

○ ○ ○ ○

14
株式会社
意匠計画

３ＤＣＧ・パース制作、商
業施設・建築・イベント等
のプレゼンテーション
ツールの制作

ＡＩの専攻分野にもとづく知識・技能から、３Ｄ
ＣＧ自動描画システムなどの提案からシステ
ム開発までが可能なため。本学の教育課程
の比較的早期段階にある学生に対する技術
指導や課題提示、実習科目で産学連携等を
経験してきた学生に対する適切な難度の目
標設定指導、教育課程の終盤にある学生に
対する相応に程度の高い要求をしながらの
指導、いずれにも対応可能な実習施設のた
め。

○ ○ ○

15
株式会社
アスリード

広告・マーケティング事
業、リクルーティング事
業、イベント企画運営事
業、アパレル・グッズ事
業

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、インターネット上で行う
マーケティング施策などの提案・コンテンツ制
作が可能なため。本学の実習科目で産学連
携等を経験してきた学生に対する適切な難
度の目標設定指導と、教育課程の終盤にあ
る学生に対する相応に程度の高い要求をし
ながらの指導が可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○

16

ジェイズ・
コミュニ
ケーション
株式会社

情報通信システムに係る
システムインテグレーショ
ン業務、情報セキュリ
ティシステムに係るコン
サルティング業務、ネット
ワークシステム・情報セ
キュリティシステムの構
築、情報通信機器・情報
セキュリティ機器・ソフト
ウェアの保守業務等

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、情報通信システムやセ
キュリティシステムなどのプロトタイプ制作が
可能なため。本学の教育課程の比較的早期
段階にある学生に対する技術指導や課題提
示、実習科目で産学連携等を経験してきた
学生に対する適切な難度の目標設定指導、
教育課程の終盤にある学生に対する相応に
程度の高い要求をしながらの指導、いずれ
にも対応可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

17
株式会社
ルクサ

プレミアム・タイムセール
サイト「ＬＵＸＡ」の企画・
運営、高級レストランの
会員制予約サービス「Ｌ
ＵＸＡ　ＲＥＳＥＲＶＥ」の
企画・運営、ワークライフ
シーンを提案するセレク
ト雑貨ショップ「Ｔｉｍｅ　ｍ
ａｒｔ」の企画・運営、タイ
ムセールサイト「ａｕ　ＷＡ
ＬＬＥＴ　Ｍａｒｋｅｔ」の仕
入れ・卸

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、同社運営サービスの改
善提案からそれに基づいたシステム制作な
どが可能なため。本学の教育課程の比較的
早期段階にある学生に対する技術指導や課
題提示、実習科目で産学連携等を経験して
きた学生に対する適切な難度の目標設定指
導、教育課程の終盤にある学生に対する相
応に程度の高い要求をしながらの指導、い
ずれにも対応可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

18
anbx株式
会社

電気通信事業および通
信ネットワーク、システム
の設計およびソフトウェ
アの開発業務

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、通信ネットワーク、システ
ムなどの設計や、ソフトウェアなどのプロトタイ
プ制作が可能なため。本学の実習科目で産
学連携等を経験してきた学生に対する適切
な難度の目標設定指導と、教育課程の終盤
にある学生に対する相応に程度の高い要求
をしながらの指導が可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○
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19

コンピュー
ターサイエ
ンス株式
会社

システムインテグレーショ
ン、システムデベロップメ
ント 、ソリューションサー
ビス 、セキュリティソ
リューション

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、組み込み・制御系システ
ム設計やなどのプロトタイプ制作が可能なた
め。本学の教育課程の比較的早期段階にあ
る学生に対する技術指導や課題提示、実習
科目で産学連携等を経験してきた学生に対
する適切な難度の目標設定指導、教育課程
の終盤にある学生に対する相応に程度の高
い要求をしながらの指導、いずれにも対応可
能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

20
株式会社
トラスト・
テック

技術者派遣、受託、委
託、請負、有料職業紹
介事業

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、同社が受託した開発業
務の一部を開発することなどが可能なため。
本学の教育課程の比較的早期段階にある学
生に対する技術指導や課題提示、実習科目
で産学連携等を経験してきた学生に対する
適切な難度の目標設定指導、教育課程の終
盤にある学生に対する相応に程度の高い要
求をしながらの指導、いずれにも対応可能な
実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

21
株式会社
ソアーシス
テム

ＩＴシステム開発/組込み
システム開発/簡易外観
検査装置開発

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ＩＴシステムや組込みシス
テムなどのプロトタイプ制作が可能なため。
本学の教育課程の比較的早期段階にある学
生に対する技術指導や課題提示、実習科目
で産学連携等を経験してきた学生に対する
適切な難度の目標設定指導、教育課程の終
盤にある学生に対する相応に程度の高い要
求をしながらの指導、いずれにも対応可能な
実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

22
株式会社
アイエン
ター

システムコンサルティン
グ・開発・構築・運用／ス
マートフォンアプリ企画・
構築・運用／
IoT／XR(VR・MR・AR)／
AI／Drone／RPA／ビッ
グデータ解析
UI・UXデザイン／動画
制作／スマートフォン向
けカジュアルゲーム開発

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習
得する技術、知識に基づき、ＩｏＴやアプリな
どのプロトタイプ制作が可能なため。本学の
教育課程の比較的早期段階にある学生に対
する技術指導や課題提示、実習科目で産学
連携等を経験してきた学生に対する適切な
難度の目標設定指導、教育課程の終盤にあ
る学生に対する相応に程度の高い要求をし
ながらの指導、いずれにも対応可能な実習
施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23
株式会社
UNIWOR
X

マーケティング・企画制
作、ＥＣ事業、ＳＩ事業、
システム構築、インター
ネットサービス開発

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、マーケテイング用のアプ
リケーションやＷＥＢシステムなどのプロトタイ
プ制作が可能なため。本学の教育課程の比
較的早期段階にある学生に対する技術指導
や課題提示、実習科目で産学連携等を経験
してきた学生に対する適切な難度の目標設
定指導、教育課程の終盤にある学生に対す
る相応に程度の高い要求をしながらの指導、
いずれにも対応可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

24

GMOアド
パート
ナーズ株
式会社

総合ネットメディア・広告
事業
メディア・アドテク事業
エージェンシー事業

ＡＩの専攻分野で習得する技術、知識に基づ
き、インターネット上で行う広告サービスの改
善提案からコンテンツ制作が可能なため。本
学の教育課程の比較的早期段階にある学生
に対する技術指導や課題提示、実習科目で
産学連携等を経験してきた学生に対する適
切な難度の目標設定指導、教育課程の終盤
にある学生に対する相応に程度の高い要求
をしながらの指導、いずれにも対応可能な実
習施設のため。

○ ○ ○
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25
アイハーツ
株式会社

インターネットならびにモ
バイル・スマートフォン分
野において、プロモー
ションを提案する総合企
業

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、インターネット上で行うプ
ロモーション施策の改善提案からコンテンツ
制作が可能なため。本学の教育課程の比較
的早期段階にある学生に対する技術指導や
課題提示、実習科目で産学連携等を経験し
てきた学生に対する適切な難度の目標設定
指導、教育課程の終盤にある学生に対する
相応に程度の高い要求をしながらの指導、
いずれにも対応可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

26
株式会社
モンス
ター・ラボ

音楽サービス、モバイル
ゲーム・アプリケーション
開発

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習
得する技術、知識に基づき、同社サービスの
ユーザーが使用するハードウェアも含むユー
ザーインターフェースの改善提案からコンテ
ンツ制作などが可能なため。本学の教育課
程の比較的早期段階にある学生に対する技
術指導や課題提示、実習科目で産学連携等
を経験してきた学生に対する適切な難度の
目標設定指導、教育課程の終盤にある学生
に対する相応に程度の高い要求をしながら
の指導、いずれにも対応可能な実習施設の
ため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27

株式会社
まくびーイ
ンターナ
ショナル

インターネットメディアの
企画・運営、インターネッ
ト広告代理店、食品・衣
料品・化粧品・雑貨など
の卸販売、ベンチャー企
業への投資及び事業育
成支援、金融・証券取引
にかかわる全般業務

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、インターネットメディア運
営、インターネット広告、卸販売などの改善
提案からコンテンツ制作が可能なため。本学
の教育課程の比較的早期段階にある学生に
対する技術指導や課題提示、実習科目で産
学連携等を経験してきた学生に対する適切
な難度の目標設定指導、教育課程の終盤に
ある学生に対する相応に程度の高い要求を
しながらの指導、いずれにも対応可能な実習
施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

28
株式会社
エー・アン
ド・ディ

コンサルティング、システ
ムエンジニアリングサー
ビス、ソリューション
（PMO,BPO,AMO)

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、PMO,BPO,AMOソリュー
ションの改良提案・プロトタイプ試作などが可
能なため。本学の教育課程の比較的早期段
階にある学生に対する技術指導や課題提
示、実習科目で産学連携等を経験してきた
学生に対する適切な難度の目標設定指導、
教育課程の終盤にある学生に対する相応に
程度の高い要求をしながらの指導、いずれ
にも対応可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

29
株式会社
アズテック
ス

アプリ開発ソリューショ
ン、運用監視ソリューショ
ン。システムエンジニアリ
ングサービス、エンジニ
ア教育の企画・運営・仕
事紹介

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、最先端のＩＴ製品などの
プロトタイプ制作が可能なため。本学の教育
課程の比較的早期段階にある学生に対する
技術指導や課題提示、実習科目で産学連携
等を経験してきた学生に対する適切な難度
の目標設定指導、教育課程の終盤にある学
生に対する相応に程度の高い要求をしなが
らの指導、いずれにも対応可能な実習施設
のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

30
株式会社
トリプルア
イズ

ＩＴコンサルティング、シ
ステムインテグレーショ
ン、クラウドサービス

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習
得する技術、知識に基づき、ＡＩ、ＩｏＴ、ドロー
ンシステムなどのプロトタイプ制作が可能な
ため。本学の教育課程の比較的早期段階に
ある学生に対する技術指導や課題提示、実
習科目で産学連携等を経験してきた学生に
対する適切な難度の目標設定指導、教育課
程の終盤にある学生に対する相応に程度の
高い要求をしながらの指導、いずれにも対応
可能な実習施設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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工科学部　　情報工学科

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

臨地実務実習Ⅲ臨地実務実習Ⅱ

臨地実務実習の選定理由とコース配置

施設
番号

施設名 事業概要 選定理由
臨地実務実習Ⅰ

資料 29-1

31
株式会社
ジオコード

法人企業向けのWeb
マーケティングサービ
ス、クラウド型業務支援
ツールを展開

ＩｏＴの専攻分野で習得する技術、知識に基
づきクラウド型業務支援ツールなどのの分析
や開発が可能なため。本学の教育課程の比
較的早期段階にある学生に対する技術指導
や課題提示、実習科目で産学連携等を経験
してきた学生に対する適切な難度の目標設
定指導、教育課程の終盤にある学生に対す
る相応に程度の高い要求をしながらの指導、
いずれにも対応可能な実習施設のため。

○ ○ ○

32
ヴイストン
株式会社

ロボット関連製品の開
発・製造・販売

ロボットの専攻分野にもとづく知識・技能か
ら、様々なロボットなどの企画から開発まで、
プロトタイプ制作が可能なため。本学の教育
課程の比較的早期段階にある学生に対する
技術指導や課題提示、実習科目で産学連携
等を経験してきた学生に対する適切な難度
の目標設定指導、教育課程の終盤にある学
生に対する相応に程度の高い要求をしなが
らの指導、いずれにも対応可能な実習施設
のため。

○ ○ ○

33
チームラ
ボ株式会
社

IT、サイエンス、テクノロ
ジー、デザイン、アートの
横断的なソリューションコ
ンサルティング

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、サイエンス、テクノロ
ジー、デザイン、アートの横断的なソリュー
ションコンサルティングに基づいたコンテンツ
の企画・制作が可能なため。本学の教育課
程の比較的早期段階にある学生に対する技
術指導や課題提示、実習科目で産学連携等
を経験してきた学生に対する適切な難度の
目標設定指導、教育課程の終盤にある学生
に対する相応に程度の高い要求をしながら
の指導、いずれにも対応可能な実習施設の
ため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

34

NTTソフト
ウェアイノ
ベーション
センタ

オープンソースソフトウェ
ア(OSS)による基盤開発
を中心に、オープンイノ
ベーションを推進し、ソフ
トウェア技術の研究から
プラットフォームの開発、
運用、保守

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、オープンイノベーション
の推進を意識しながら、各種ソフトウェアなど
のプロトタイプ制作が可能なため。本学の教
育課程の比較的早期段階にある学生に対す
る技術指導や課題提示、実習科目で産学連
携等を経験してきた学生に対する適切な難
度の目標設定指導、教育課程の終盤にある
学生に対する相応に程度の高い要求をしな
がらの指導、いずれにも対応可能な実習施
設のため。

○ ○ ○ ○ ○ ○

35

Hitachi
Consumer
Products(
Thailand),
Ltd.
（日立アプ
ライアンス
株式会社）

タイやＡＳＥＡＮ諸国向
けの家電製品の製造

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、家電製品製造業務サ
ポートや改良提案、提案に基づいたコンテン
ツ制作が可能なため。本学の教育課程の終
盤にある学生に対し、相応に程度の高い要
求をしながら指導することが可能な実習施設
のため。

○ ○ ○

36

KAGA
COMPON
ENTS
（MALAYS
IA）
SDN.BHD
.
(加賀マイ
クロソ
リューショ
ン株式会
社)

民生用から産業用まで
の各種電源機器および
電子機器完成品の開
発、製造、販売及び基
板アッセンブル等の受託

ＩｏTの専攻分野にもとづく知識・技能から、
様々な電子機器などのプロトタイプ制作が可
能なため。本学の教育課程の終盤にある学
生に対し、相応に程度の高い要求をしながら
指導することが可能な実習施設のため。

○
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工科学部　　情報工学科

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

臨地実務実習Ⅲ臨地実務実習Ⅱ

臨地実務実習の選定理由とコース配置

施設
番号

施設名 事業概要 選定理由
臨地実務実習Ⅰ

資料 29-1

37

KAGA
ELECTRO
NICS
（USA）
INC.
(加賀電子
株式会社
（USA))

市場調査、加賀電子株
式会社製造の電子部品
の輸出入及び販売

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、加賀電子株式会社製品
の差別化ポイントの分析、他社競合製品の
調査などを行い、販売促進用ツールなどの
制作が可能なため。本学の教育課程の終盤
にある学生に対し、相応に程度の高い要求
をしながら指導することが可能な実習施設の
ため。

○ ○ ○

38

TAXAN
MEXICO
S.A. de
C.V.
(加賀電子
株式会社
（メキシコ))

ＥＭＳ事業及び電子部
品・半導体の販売など

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野にもと
づく知識・技能から、ＥＭＳ事業における製造
工程の業務改善の提案から改善案のプロト
タイプ制作などが可能なため。本学の教育課
程の終盤にある学生に対し、相応に程度の
高い要求をしながら指導することが可能な実
習施設のため。

○ ○ ○

39

KAGA
AMUSEM
ENT
MALAYSI
A
SDN.BHD
.
(加賀ア
ミューズメ
ント株式会
社)

アミューズメント機器の販
売、保守サービス及びア
ミューズメント施設の運
営など

ロボットの専攻分野にもとづく知識・技能か
ら、機器の保守サービス補助が可能なため。
本学の教育課程の終盤にある学生に対し、
相応に程度の高い要求をしながら指導する
ことが可能な実習施設のため。

○

40
フォイスベ
トナム有限
会社

システム、アプリケーショ
ンを開発する部署

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、システム開発の提案から
プロトタイプの制作が可能なため。本学の教
育課程の終盤にある学生に対し、相応に程
度の高い要求をしながら指導することが可能
な実習施設のため。

○ ○

41

株式会社
エスワイシ
ステム
（PT.SYS
INDONESI
A）

日本自動車部品メー
カーのソフトウェア開発
及び評価業務

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ソフトウェア開発や評価
業務の改善提案からプロトタイプの制作が可
能なため。本学の教育課程の終盤にある学
生に対し、相応に程度の高い要求をしながら
指導することが可能な実習施設のため。

○ ○

42

株式会社
アルタ
(フィリピン
支社)

ホームページ制作、EC
ショップサイト構築、Web
アプリケーション開発

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、ＥＣショップサイトやＷｅｂ
アプリケーションの機能追加提案やコンテン
ツ制作などが可能なため。本学の教育課程
の終盤にある学生に対し、相応に程度の高
い要求をしながら指導することが可能な実習
施設のため。

○ ○
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工科学部　　情報工学科

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

AI
戦略

IoT
ｼｽﾃﾑ

ﾛﾎﾞｯﾄ
開発

臨地実務実習Ⅲ臨地実務実習Ⅱ

臨地実務実習の選定理由とコース配置

施設
番号

施設名 事業概要 選定理由
臨地実務実習Ⅰ

資料 29-1

43
Ateam
Vietnam
Co.,Ltd.

インターネットやスマート
デバイスを通じ、コン
シューマーに向けゲーム
やアプリの企画・開発・
運営

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、インターネットやスマート
デバイスの活用方法改良提案やコンテンツ
制作などが可能なため。本学の教育課程の
終盤にある学生に対し、相応に程度の高い
要求をしながら指導することが可能な実習施
設のため。

○ ○

44

株式会社
コスモ・コ
ンピュー
ティングシ
ステム
（Cosmo
ITS, Inc.）

パッケージ/自社開発
社内受託開発 業務系シ
ステム開発 次世代映像
研究開発 コンサルティ
ング スマートデバイス用
アプリ開発 WEBインテグ
レーション 海外ビジネス
アウトソーシングサービ
ス メディアサービス

ＡＩ、ＩｏＴそれぞれの専攻分野で習得する技
術、知識に基づき、システム開発業務の改善
提案や改善案のプロトタイプ制作が可能なた
め。本学の教育課程の終盤にある学生に対
し、相応に程度の高い要求をしながら指導す
ることが可能な実習施設のため。

○ ○

45

株式会社
アイエン
ター（ハノ
イ支店）

システムコンサルティン
グ・開発・構築・運用／ス
マートフォンアプリ企画・
構築・運用／
IoT／XR(VR・MR・AR)／
AI／Drone／RPA／UI・
UXデザイン／動画制作

ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットそれぞれの専攻分野で習
得する技術、知識に基づき、ＡＩ、ＩｏＴなどを
利用したシステムやアプリケーションなどの制
作が可能なため。本学の教育課程の終盤に
ある学生に対し、相応に程度の高い要求をし
ながら指導することが可能な実習施設のた
め。

○ ○ ○



1

臨地実務実習施設確保状況

学部

学科

定員

科目 確保数 確保比率 確保数 確保比率

臨地実務実習Ⅰ 123 103% 104 130%

臨地実務実習Ⅱ 144 120% 116 145%

臨地実務実習Ⅲ 178 148% 134 168%

（人）

学部

学科

コース

履修学生数上限

科目 確保数 確保比率 確保数 確保比率 確保数 確保比率 確保数 確保比率 確保数 確保比率

臨地実務実習Ⅰ 107 134% 104 130% 43 108% 85 142% 82 137%

臨地実務実習Ⅱ 123 154% 125 156% 53 133% 87 145% 93 155%

臨地実務実習Ⅲ 153 191% 158 198% 63 158% 105 175% 109 182%

（人）

80名 40名 60名 60名

工科学部

80名

資料30

ＡＩ戦略コース ＩｏＴシステムコース ロボット開発コース ゲームプロデュースコース

情報工学科 デジタルエンタテインメント学科

ＣＧアニメーションコース

情報工学科 デジタルエンタテインメント学科

120名 80名

工科学部



1 
 

（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

８．＜授業科目の実現可能性に疑義＞ 
「地域共創デザイン実習」について、教育課程連携協議会の協力と支援のもとに

実施すると説明しているが、教育課程連携協議会の構成員としては、地域の関係

者が 1 名しか配置されておらず、実現可能性に疑義がある。当該授業科目の教員

の関わり方や想定される連携先等の実施方法を改めて説明し、実現可能性がある

ことを明確に説明するか、適切に改めること。【２学科共通】 

 
（対応） 
 教育課程連携協議会の「地域」区分の構成員について見直しを行い、「地域共創デザイン実

習」の実施が確実に行われるよう、東京商工会議所の 1 名を追加した。 
 「地域共創デザイン実習」の授業実施おいては地域区分構成員だけでなく、その関連企

業・団体が複数関わることになるため、「地域共創デザイン実習」の協力企業・団体からな

る分科会を組織し、授業運営に向けた取り組みを行うこととしている。その分科会の位置づ

けを明確にするため、教育課程連携協議会規定を見直し、分科会を設置できる旨の規定を追

加した。なお、その分科会は、授業担当の専任教員も構成員となる。 
 
教育課程連携協議会規定に追加する規定【抜粋】 

（分科会） 
第７条 本協議会は、教育課程の見直しなど特定の分野・目的毎に審議するため、必要に応じ

分科会を置くことができる。 
  ２ 分科会長は、本協議会の構成員から学長が指名する。 
  ３ 分科会に所属する者は、本協議会の構成員、専任教員及び教育課程の実施において本

学と協力する事業者から学長が指名する。 
  ４ 分科会長は当分科会での審議の内容について協議会に報告し、協議会の了承を得るも

のとする。 
 
 担当教員については、①課題精査、②進捗指導・管理、③フィードバック、といった関わ

りをもつこととしており、計画の実現可能性は十分に高いと判断する。詳細は以下の通りで

ある。 
 
 
■「地域共創デザイン実習」の協力企業・団体について 

新宿区文化観光産業部の関連団体には、新宿区商店会連合会、東京中小企業家同友会、財

団法人東京都中小企業振興公社などがあり、新宿区商店会連合会だけとっても 100 近い商店

会が加入している。東京商工会議所は 23 区内で合計 80,000 社の会員企業が存在する。今後、

こうした関連企業・団体から授業にかかわる協力企業・団体を選定する。 
 
 
■「地域共創デザイン実習」における協力企業・団体の関わり方について 
 担当教員は、授業開始に先立ち、教育課程連携協議会の「地域の関係者」区分の構成員からの

紹介を受け、「地域共創デザイン実習」が取り組むべき地域課題を抱える企業・団体をピッ

クアップする。分科会にて課題内容や実施の難易度などを考慮して検討し、複数の課題を選

定する。 
1. 協力企業・団体は、オリエンテーションにて学生全体に対し課題についての説明を行う。 
2. 中間報告等で学生の取り組みに対して中間チェックを行う。 
3. 最終成果物に対して、評価を行う。 
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4. 学期末には分科会にて教育課程連携協議会の構成員及び担当教員などと当該授業科目を

振り返り、翌年度に向けて授業の質の向上を図る。 
 
 
 
■「地域共創デザイン実習」における教員の関わり方について 
 教員は主として、以下の 3 つの役割をもって当該授業科目と関わる。 
 
 ①設定する課題の精査等 
  担当教員は、各学生グループが選択する課題について、本授業科目のテーマに照らして

妥当であるか、その課題の達成がシラバスに定められている到達目標を達成できるか、目

標達成に向けたスケジュールは妥当かなどについて精査する。 
  なお、担当教員は必要に応じて、学生に対して秘密保持契約について説明するのと併せ

て、必要書類の精査を行う。 
 ②進捗指導・管理 
  ①で定まった課題の達成に向けて、教員は定期的に学生の進捗管理、制作の指導、協力

企業・団体からの評価のフィードバックなどを行う。 
 ③フィードバック 
  担当教員は、シラバスに定める「科目評価方法」の実施時期において都度、学生に対し

て適切なフィードバックを実施する。また、学期末には分科会にて教育課程連携協議会の

構成員及び協力企業・団体などと当該授業科目を振り返り、翌年度に向けて授業の質の向

上を図る。 
 
 
■新たに追加する教育課程連携協議会の「地域の関係者」に該当する構成員について 
 当該科目が計画する「教育課程連携協議会の協力と支援のもとに実施する」という計画の

実現性をより高めるため、「地域の関係者」に該当する構成員として新たに、東京商工会議

所新宿支部事務局長、中臺浩正氏に承諾いただいている。 
中臺氏は東京商工会議所における業務の経験が長く、新宿支部としても若年層を対象とし

たビジネスプランコンテスト「SHINJUKU DREAM ACTIVATION」を主導し、区内所在

の大学で参加促進セミナーを実施するなど、産学公連携の実績が豊富な人物である。東京商

工会議所新宿支部の協力を得ることにより、地元企業とより密接な関係を構築できることで、

当該科目が計画する「教育課程連携協議会の協力と支援のもとに実施」の実現性が高まると

もに、本授業科目に相応しい課題が広く集まると見込んでいる。 
 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
4.2 教育課程を開発・不断の見直しと反映を

行う仕組み 
本学の教育課程において、臨地実務実習を除

く全ての授業は、基本的に本学が契約した教

員によって行われている。また、臨地実務実

習先（受け入れ先）は、全て臨地実務実習施

設使用承諾書を交わすとともに、臨地実務実

習施設の概要に明記がある通り、実習指導

者・事業の概要・該当施設の選定理由等を、

本学に所属する教職員によって確認し適切と

判断できる企業や団体等に限定している。加

4.2 教育課程を開発・不断の見直しと反映を

行う仕組み 
本学の教育課程において、臨地実務実習を除

く全ての授業は、基本的に本学が契約した教

員によって行われている。また、臨地実務実

習先（受け入れ先）は、全て臨地実務実習施

設使用承諾書を交わすとともに、臨地実務実

習施設の概要に明記がある通り、実習指導

者・事業の概要・該当施設の選定理由等を、

本学に所属する教職員によって確認し適切と

判断できる企業や団体等に限定している。加
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えて、海外臨地実務実習を除く全ての臨地実

務実習では、複数人の教職員による巡回によ

って、適切に教育が行われているかが確認さ

れる等、実習水準の確保の方策も取ってい

る。これら臨地実務実習に関する詳細につい

ては後の 11 章で言及する。以上のことから、

本学で必要な授業科目を自ら開講していると

いえる。 
教育課程連携協議会についての詳細は後の 7
章で述べるが、今回、編成・設置される教育

課程は、現代社会特有の複雑化した問題に対

峙できるように教育課程連携協議会の意見等

を反映させ、その時世に合った体系に常に変

化させることで教育課程を開発する。 
例えば、教育課程連携協議会の構成員には、

学校教育法第 11 条 2 項（エ）で定義されてい

るように、臨地実務実習先として本学と連携

を取る事業者が含まれる。この構成員によっ

て臨地実務実習の実態として教育課程に反映

すべき意見が出された場合は、必要に応じて

再検討され、所定の手続きをもって「臨地実

務実習Ⅰ～Ⅲ」に反映されるようにする。こ

のように本学では教育課程の開発を行う。 
加えて、臨地実務実習を含む全ての実習科目

は必ず教育課程連携協議会の協力や支援を求

める。教育課程連携協議会では、産業界及び

地域社会との連携による授業科目の開設や、

その他の教育課程の編成に関する基本的な事

項などについて議論される。議論に基づき設

置される臨地実務実習や各学科の職業専門科

目に配した実習科目、並びに、産学官の連携

を目的とする「地域共創デザイン実習」によ

って、学生は技術の社会性を現実的に学ぶ。

具体的な関係性は、科目ごとに以下に記す。 
 
 
「地域共創デザイン実習」 
情報工学科とデジタルエンタテインメント学

科の双方に配置したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「地域」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマに取り組む際の

企画提案の場の提供等である。 
 
「ソリューション開発Ⅰ」「ソリューション

開発Ⅱ」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得

えて、海外臨地実務実習を除く全ての臨地実

務実習では、複数人の教職員による巡回によ

って、適切に教育が行われているかが確認さ

れる等、実習水準の確保の方策も取ってい

る。これら臨地実務実習に関する詳細につい

ては後の 11章で言及する。以上のことから、

本学で必要な授業科目を自ら開講していると

いえる。 
教育課程連携協議会についての詳細は後の 7
章で述べるが、今回、編成・設置される教育

課程は、現代社会特有の複雑化した問題に対

峙できるように教育課程連携協議会の意見等

を反映させ、その時世に合った体系に常に変

化させることで教育課程を開発する。 
例えば、教育課程連携協議会の構成員には、

学校教育法第 11 条 2項（エ）で定義されてい

るように、臨地実務実習先として本学と連携

を取る事業者が含まれる。この構成員によっ

て臨地実務実習の実態として教育課程に反映

すべき意見が出された場合は、必要に応じて

再検討され、所定の手続きをもって「インタ

ーンシップⅠ～Ⅳ」に反映されるようにす

る。このように本学では教育課程の開発を行

う。 
加えて、臨地実務実習を含む全ての実習科目

は必ず教育課程連携協議会の協力や支援を求

める。教育課程連携協議会では、産業界及び

地域社会との連携による授業科目の開設や、

その他の教育課程の編成に関する基本的な事

項などについて議論される。議論に基づき設

置される臨地実務実習や各学科の職業専門科

目に配した実習科目、並びに、産学官の連携

を目的とする「地域共創デザイン実習」によ

って、学生は技術の社会性を現実的に学ぶ。

具体的な関係性は、科目ごとに以下に記す。 
 
「地域共創デザイン実習」 
情報工学科とデジタルエンタテインメント学

科の双方に配置したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「地域」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマに取り組む際の

企画提案の場の提供等である。 
 
「ソリューション開発Ⅰ」「ソリューション

開発Ⅱ」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力と支援を得
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る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマを取り組む際の

共同製品・共同制作物の開発、あるいは企画

提案・報告の場の提供等である。 
 
「デジタルコンテンツ制作応用」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力と支援を得る。ここで指す協力と

支援とは、実習テーマ等の共同策定や、その

テーマを取り組む際の共同製品・共同制作物

の開発、あるいは企画提案・報告の場の提供

等である。 
 
「人工知能応用」「IoT サービスデザイン」

「産業用ロボット実習」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力を得る。こ

こで指す協力とは、実習テーマ等の共同策定

等である。 
 
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅰa、Ⅰb」
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅱ」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力を得る。ここで指す協力とは、実

習テーマ等の共同策定等である。 
 
以上のように、上記の科目については必ず教

育課程連携協議会との関係を持つとともに、

開発・不断の見直しを行う。不断の見直しを

行う体制についての詳細は、7 章にて説明す

る。 
 
ここまで述べてきた実習系授業と、教育課程

連携協議会が効果的に連携を取るための機能

として、本学では分科会を設置している。例

えば、「地域共創デザイン実習」の授業実施

おいては地域区分構成員だけでなく、その関

連企業・団体が複数関わることになるため、

「地域共創デザイン実習」の協力企業・団体

からなる分科会を組織し、授業運営に向けた

取り組みを行うこととしている。その分科会

の位置づけは、教育課程連携協議会規定で以

下のように示している。なお、その分科会

は、授業担当の専任教員も構成員となる。 
 

る。ここで指す協力と支援とは、実習テーマ

等の共同策定や、そのテーマを取り組む際の

共同製品・共同制作物の開発、あるいは企画

提案・報告の場の提供等である。 
 
「デジタルコンテンツ制作応用」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力と支援を得る。ここで指す協力と

支援とは、実習テーマ等の共同策定や、その

テーマを取り組む際の共同製品・共同制作物

の開発、あるいは企画提案・報告の場の提供

等である。 
 
「人工知能応用」「IoT サービスデザイン」

「産業用ロボット実習」 
情報工学科に配したこの科目については、教

育課程連携協議会の主に「職業」・「協力」

区分に該当するメンバーから協力を得る。こ

こで指す協力とは、実習テーマ等の共同策定

等である。 
 
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅰa、Ⅰb」
「デジタルコンテンツ総合実習Ⅱ」 
デジタルエンタテインメント学科に配したこ

の科目については、教育課程連携協議会の主

に「職業」・「協力」区分に該当するメンバ

ーから協力を得る。ここで指す協力とは、実

習テーマ等の共同策定等である。 
 
以上のように、上記の科目については必ず教

育課程連携協議会との関係を持つとともに、

開発・不断の見直しを行う。不断の見直しを

行う体制についての詳細は、7 章にて説明す

る。 
 
（追加） 
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教育課程連携協議会規定に追加する規定【抜

粋】 
（分科会） 
第７条 本協議会は、教育課程の見直しなど特

定の分野・目的毎に審議するため、必要に応

じ分科会を置くことができる。 
  ２ 分科会長は、本協議会の構成員から

学長が指名する。 
  ３ 分科会に所属する者は、本協議会の

構成員、専任教員及び教育課程の実施におい

て本学と協力する事業者から学長が指名す

る。 
  ４ 分科会長は当分科会での審議の内容

について協議会に報告し、協議会の了承を得

るものとする。 
 
7.2.2 「地域」区分における構成員の正当性 
 
（4） 新宿区文化観光産業部 産業振興課長 
 
新宿区は、本学立地の自治体であり、地域社

会との連携を図るものである。同区は東京都

庁を始め、都市機能の中枢を担う存在であ

り、企業オフィス群と我が国有数の商業地を

併せ持つ、世界的にも特異な地域といえる。

また、近年はインバウンドの急増から一層の

グローバル化が進み、多種多様な文化の集合

地でもある。ローカル及びグローバルでの情

報収集・発信をおこなうためにも同区との密

な連携は必要不可欠である。 
当該人物は、同区産業振興課で従事してお

り、専門職大学の根幹たる産業界との連携を

円滑に図るためにも有効な人選である。 
以上の事柄から、本学における「地域」区分

の構成員として合致している。 
 
（5） 京商工会議所 新宿支部 事務局長 
当該事務局長は東京商工会議所における業務

の経験が長く、新宿支部としても若年層を対

象 と し た ビ ジ ネ ス プ ラ ン コ ン テ ス ト

「SHINJUKU DREAM ACTIVATION」を

主導し、区内所在の大学で参加促進セミナー

を実施するなど、産学公連携の実績が豊富な

人物である。東京商工会議所新宿支部の協力

を得ることにより、地元企業とより密接な関

係を構築できることで、「地域共創デザイン

実習」が計画する「教育課程連携協議会の協

力と支援のもとに実施」の実現性が高まると

もに、本授業科目に相応しい課題が広く集ま

7.2.2 「地域」区分における構成員の正当性 
 
（4） 新宿区文化観光産業部 産業振興課長 
 
新宿区は、本学立地の自治体であり、地域社

会との連携を図るものである。同区は東京都

庁を始め、都市機能の中枢を担う存在であ

り、企業オフィス群と我が国有数の商業地を

併せ持つ、世界的にも特異な地域といえる。

また、近年はインバウンドの急増から一層の

グローバル化が進み、多種多様な文化の集合

地でもある。ローカル及びグローバルでの情

報収集・発信をおこなうためにも同区との密

な連携は必要不可欠である。 
当該人物は、同区産業振興課で従事してお

り、専門職大学の根幹たる産業界との連携を

円滑に図るためにも有効な人選である。 
以上の事柄から、本学における「地域」区分

の構成員として合致している。 
 
 
（追加） 
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ると見込んでいる。 
 
7.3.1.2 「地域」にかかる連携機能 
本学の地域の課題にも取り組むという方針を

踏まえ、「地域」に区分される構成員には、

地域課題に取り組む教育課程に関して意見を

得る他、産学官連携先、若しくは産学官連携

先の紹介窓口としての役割を期待している。

実際には、それを教育課程に落とし込むため

に、学科問わず本学の展開科目に配された

「地域共創デザイン実習」で扱うテーマにつ

いての助言を貰うこと等を想定している。こ

れによって、地域が抱える問題や、取り組ん

でいる現状の課題を直接的に吸い上げるとと

もに、それを実際に取り扱う実習に取り組む

ことで地域に還元する実践知が養成される。 
 担当教員は、授業開始に先立ち、教育課程

連携協議会の「地域の関係者」区分の構成員

からの紹介を受け、「地域共創デザイン実

習」が取り組むべき地域課題を抱える企業・

団体をピックアップする。分科会にて課題内

容や実施の難易度などを考慮して検討し、複

数の課題を選定する。 
1. 協力企業・団体は、オリエンテーショ

ンにて学生全体に対し課題についての説明を

行う。 
2. 中間報告等で学生の取り組みに対して

中間チェックを行う。 
3. 最終成果物に対して、評価を行う。 
4. 学期末には分科会にて教育課程連携協

議会の構成員及び担当教員などと当該授業科

目を振り返り、翌年度に向けて授業の質の向

上を図る。 
以上の事柄から、この区分における構成員は

本学が立地する地域課題に実際にかかわるよ

うな行政若しくはそれに準ずる団体の役職員

が望ましい。よって、本学における職業区分

の構成員には、申請時現在、新宿区文化観光

産業部の産業振興の役職者が協議会構成員と

して、「地域」に係る機能を十分に担うこと

ができる。 
 

7.3.1.2 「地域」にかかる連携機能 
本学の地域の課題にも取り組むという方針を

踏まえ、「地域」に区分される構成員には、

地域課題に取り組む教育課程に関して意見を

得る他、産学官連携先、若しくは産学官連携

先の紹介窓口としての役割を期待している。

実際には、それを教育課程に落とし込むため

に、学科問わず本学の展開科目に配された

「地域共創デザイン実習」で扱うテーマにつ

いての助言を貰うこと等を想定している。こ

れによって、地域が抱える問題や、取り組ん

でいる現状の課題を直接的に吸い上げるとと

もに、それを実際に取り扱う実習に取り組む

ことで地域に還元する実践知が養成される。 
  
（追加） 
 
以上の事柄から、この区分における構成員は

本学が立地する地域課題に実際にかかわるよ

うな行政若しくはそれに準ずる団体の役職員

が望ましい。よって、本学における職業区分

の構成員には、申請時現在、新宿区文化観光

産業部の産業振興の役職者が協議会構成員と

して、「地域」に係る機能を十分に担うこと

ができる。 
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（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 

新 旧 

  
 
 



1 
 

（是正事項） 工科学部   情報工学科 
  

９．＜学部長及び学科長予定者が不明＞ 
学部長及び学科長予定者についての説明がないため、どのような者を配置する計

画であるのか、明確に説明すること。【２学科共通】 

 
（対応） 

学部長及び学科長予定者について回答するとともに、どのような基準で選考したのかを説

明する。 
 
 
■学部長及び学科長予定者の配置計画について 
 
学部長及び情報工学科の学科長については、学長により下記の専任教授が予定者として選抜され

ている。 
 
  学部長予定者  冨山 哲男  （情報工学科 専任教授、副学長兼務） 
  学科長予定者  藤井 竜也  （情報工学科 研究実務家 専任教授） 
 
ちなみに開学後も「学長等選考規定（案）」により、学部長・学科長は学長が任命することとし

ている。 
 
【参考】 
東京国際工科専門職大学 学長等選考規定（案）抜粋 

（学長の任命） 
第 ６ 条 学長の任命は、理事会が前条により推薦を受けた学長候補者のうちから適任者を決定

し、理事長がこれを任命する。 
 （副学長の任命） 
第１０条 理事会は学長から推薦を受けた候補者から副学長を決定し、理事長がこれを任命す

る。 
（学部長の資格） 
第１１条 学部長は、当該学部の専任教授で、人格、識見ともに優れ、かつ、本学での教育、研

究等において指導力を発揮し得る能力を有する者でなければならない。 
（学部長の任命） 
第１４条 学部長は、学長が任命する。 
（学科長の資格） 
第１５条 学科長は、当該学科の専任教授で、人格、識見ともに優れ、かつ、本学での教育、研

究等において指導力を発揮し得る能力を有する者でなければならない。 
（学科長の任命） 
第１８条 学科長は、学長が任命する。 
 
 
■学部長予定者について 

「学長等選考規定（案）」は、学部長について「当該学部の専任教授で、人格、識見ともに

優れ、かつ、本学での教育、研究等において指導力を発揮し得る能力を有する者でなければなら

ない。」と定めており、その基準を満たしている者を予定者としている。 
より具体的な学長方針として、学部長が教員組織のトップとして両学科をまとめてマネジメン

トすることを求めているため、大学教授の経験者（アカデミア教員）から選ぶことを予定してい

る。学部長はその大学組織での経験を活かして本学の教員組織をまとめ上げ、円滑に開学業務を
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進める。 
 

 
■学科長予定者について 

「学長等選考規定（案）」は、学科長について「当該学科の専任教授で、人格、識見ともに

優れ、かつ、本学での教育、研究等において指導力を発揮し得る能力を有する者でなければなら

ない。」と定めており、その基準を満たしている者を予定者としている。 
より具体的な学長方針として、アカデミア教員から選抜される学部長に対し、専門職大学の制

度趣旨を鑑み、学科長は実務家教員の専任教授を配置し、産業界からの意見を反映させやすい組

織を目指している。さらに完成年度まで学科長の業務を継続し安定した組織づくりを率先できる

よう、完成年度までに定年を迎えることがない（高）教員から選ぶこととしている。 
 
 

■教育課程連携協議会のメンバーについて 
専門職大学として重要な位置づけにある教育課程連携協議会のメンバーは、上記学部長・学科

長と同様の選考基準で選ぶべき位置づけと考え、副学長兼学部長予定者をメンバーに選定してい

る。教育課程連携協議会でも、上記の役職配置と同様にバランスを鑑み、アカデミア教員と実務

家教員を適正配置している。これにより教育課程連携協議会・教授会・大学評議会の連携による

学校づくりの推進ができる配置となっている。 
 
 

 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
5. 教員組織の編成の考え方及び特色 
 
（中略） 
 
5.10 リーダーシップを発揮できる教員組織体

制の整備 
学長の選考と異なり、学部長の選考について

法令上は規定されていないが、本学では学長

等選考規定（案）によって、学部長、学科長

についても基準を設けている。特に完成年度

までは、以下のような方針としている。 
 
■学部長予定者について 
学部長は教員組織のトップとして工科学部に

ある 2 学科をまとめてマネジメントすること

を求めているため、大学教授の経験者（アカ

デミア教員）から選ぶことを予定している。

学部長はその大学組織での経験を活かして本

学の教員組織をまとめ上げ、円滑に開学業務

を進める。 
 
■学科長予定者について 
学科長はアカデミア教員から選抜される学部

長に対し、専門職大学の制度趣旨を鑑み、実

務家教員の専任教授を配置し、産業界からの

意見を反映させやすい組織を目指す。さらに

完成年度まで学科長の業務を継続し安定した

5. 教員組織の編成の考え方及び特色 
 
（中略） 
 
（追加） 
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組織づくりを率先できるよう、完成年度まで

に定年をむかえることがない教員から選ぶこ

ととしている。 
 
 
 
 
7.2 構成員の規定区分 
 本学の教育課程連携協議会は、専門職大学

設置基準第 11 条第 2 項に規定する各区分の要

件に合致した構成員で組織する。 
本学は教育課程連携協議会を編成・開催し、

各学科に関する専門職能分野の団体の職員

（職業区分）、自治体若しくはそれに準ずる

地域に関係する団体の職員（地域区分）、教

育課程編成や臨地実務実習等に協力する事業

者（協力）、本学の教育課程編成にかかわる

専任教授（教職員）、及び統轄責任者（教職

員）で構成する。構成員の所属・役職一覧を

資料 17 に示すとともに、各構成員の正当理由

を以下に説明する。なお、教育課程連携協議

会構成員名簿にある番号と統一して記載す

る。 
 
（中略） 
 
 
7.2.4 「教職員」区分における構成員の正当性 
 
（11） 東京国際工科専門職大学（仮称） 副学

長 兼 工科学部長 
工科学部情報工学科 教授 
当該教員は情報工学科の教授として就任予定

であるとともに、教育課程編成に関わってい

る。これまで、東京大学及びオランダ・イギ

リスの大学での教育経験があり、教育課程編

成に関する審議を行うことができる教員とし

て適している。 
65 
（12） 東京国際工科専門職大学（仮称）工科

学部デジタルエンタテインメント学科 学科

長、教授 
当該教員は、ゲーム業界で長らく実務家とし

て活躍するとともに、一般社団法人コンピュ

ータエンターテインメント協会（CESA）や

コンピュータエンターテインメントデベロッ

パーズカンファレンス（CEDEC）での技術

委員、人材育成部会副部長などを歴任し、業

界での技術教育に関しての深い知見を有して

おり、本学のデジタルエンタテインメント学

7.2 構成員の規定区分 
 本学の教育課程連携協議会は、専門職大学

設置基準第 11条第 2項に規定する各区分の要

件に合致した構成員で組織する。 
本学は教育課程連携協議会を編成・開催し、

各学科に関する専門職能分野の団体の職員

（職業区分）、自治体若しくはそれに準ずる

地域に関係する団体の職員（地域区分）、教

育課程編成や臨地実務実習等に協力する事業

者（協力）、本学の教育課程編成にかかわる

専任教授（教職員）、及び統轄責任者（教職

員）で構成する。構成員の所属・役職一覧を

資料 17に示すとともに、各構成員の正当理由

を以下に説明する。なお、教育課程連携協議

会構成員名簿にある番号と統一して記載す

る。 
 
（中略） 
 
 
7.2.4 「教職員」区分における構成員の正当性 
 
（10） 東京国際工科専門職大学（仮称） 副学

長 兼 工科学部長 
工科学部情報工学科 教授 
当該教員は情報工学科の教授として就任予定

であるとともに、教育課程編成に関わってい

る。これまで、東京大学及びオランダ・イギ

リスの大学での教育経験があり、教育課程編

成に関する審議を行うことができる教員とし

て適している。 
65 
（11） 東京国際工科専門職大学（仮称）工科

学部デジタルエンタテインメント学科（追

加）教授 
当該教員は、ゲーム業界で長らく実務家とし

て活躍するとともに、一般社団法人コンピュ

ータエンターテインメント協会（CESA）や

コンピュータエンターテインメントデベロッ

パーズカンファレンス（CEDEC）での技術

委員、人材育成部会副部長などを歴任し、業

界での技術教育に関しての深い知見を有して

おり、本学のデジタルエンタテインメント学
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科における「教職員」の区分の構成員として

教育課程編成に関する審議を行うことができ

る教員として適している。 
 
 
（中略） 
 

科における「教職員」の区分の構成員として

教育課程編成に関する審議を行うことができ

る教員として適している。 
 
 
（中略） 
 

 
 
 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 
新 旧 

  
 
 

 
（新旧対照表）教育課程連携協議会名簿 

新 旧 
【番号】11 

【氏名】冨山 哲男 

【現所属及び役職名】 

東京国際工科専門職大学 

(仮称）設立準備室  

室員 

※平成３２年４月 

東京国際工科専門職大学 

副学長 

工科学部 学部長 

【番号】10 

【氏名】冨山 哲男 

【現所属及び役職名】 

東京国際工科専門職大学 

(仮称）設立準備室  

室員 

※平成３２年４月 

東京国際工科専門職大学 

副学長 

（追加） 
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工科学部 情報工学科 教授 
 

工科学部 情報工学科 教授 

【番号】11 

【氏名】斎藤 直宏 

【現所属及び役職名】 

株式会社バンダイナムコスタジオ 

技術統括本部グローバルストラテジ部 

テクノロジエバンジェリスト 

※平成３２年４月 

東京国際工科専門職大学 

工科学部 デジタルエンタテインメント学科 

学科長、教授 

【番号】11 

【氏名】斎藤 直宏 

【現所属及び役職名】 

株式会社バンダイナムコスタジオ 

技術統括本部グローバルストラテジ部 

テクノロジエバンジェリスト 

※平成３２年４月 

東京国際工科専門職大学 

工科学部 デジタルエンタテインメント学科 

（追加）教授 
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（改善事項） 工科学部   情報工学科 
  

１０．＜設置計画の一層の充実＞ 
教員の年齢構成が比較的高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏ま

え、今後の採用計画など教員組織編制の将来構想の明確化が望まれるので、対応

方針について回答すること。 

 
（対応） 

教員の年齢構成が比較的高齢に偏っていることに起因して、教育研究の継続性が懸案とな

っていることを踏まえ、採用計画など教員組織編成の将来構想を明確にするため、対応方針

について以下のとおり回答する。 
 
 
■完成年度における情報工学科の教員構成 
 

表１ 申請時における完成年度の 3 月 31 日時点における情報工学科の教員構成 
 

 
本学の完成年度（2024）末において、情報工学科で 65 歳以上の（高）に該当する教員は 7 名

である。こうした年齢構成の偏りの解消に向けて、以下の対策を実施あるいは計画している。 
 
 

■実施済みの対策について 
 ①50 代（就任時）の専任教員の追加 
今回の補正申請時において新たに、就任時 58 歳の専任教員を追加する。当該教員は長年、AI、

画像処理、言語処理などの研究・開発に従事してきた。この採用により、完成年度末時点におけ

る平均年齢は、従前の 60.8 歳から 60.5 歳へと下がる。 
 
②助手の追加  
助手は教員組織に属さないが、以下説明する具体的計画の②と③の実現の為、教員選考・任用

及び昇任規定に則り、主にハードウェア系の業績を有し助手の資格に該当する 30 代前半の教員

を既に採用し配置する。当該教員に対し、ベテラン教員による教育を行うことで、実績を積み上

げ、教員組織の新陳代謝にも注力する。 
仮に、当該教員の業績等が急伸し、完成年度以前に助教の資格を満たしたと判断されるように

なった場合は、大学設置・学校法人審議会による教員審査（AC 教員審査）を実施して職位を見

直す。 
 
 

 
■完成年度以降の教員組織構想に向けた具体的計画について 

完成年度以降は、教育・研究の継続および教育研究の質の向上を図るとともに、若手教授・教

   (高)該当者 

  20 代 30 代 40 代 50 代 60～64 歳 65～69 歳 70 代 80 代 

教授 0 0 0 6 1 3 3 0 

准教授 0 0 0 1 1 0 0 0 

講師 0 0 0 2 0 1 0 0 

助教 0 1 0 0 0 0 0 0 

助手 0 0 0 0 0 0 0 0 
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員の積極的な採用などで適正な年齢・職位構成の教員組織を運営するように努める。具体的には、

後任者採用において以下の方針を明確にする。 
 
①公募により広く適任者を求め公正な採用を行う 
本法人や本学の採用ホームページだけではなく、民間事業者やコンサルタント会社なども利用

した公募により適任者を募る。また、教育・研究の中心となる教授については 40 代を中心に採

用することに加えて、若手教員の採用も行うことで年齢の平準化を図っていく。これにより、教

育研究の継続性の点で懸案となっている、高齢に偏っている現状の年齢構成について、徐々に解

消を図る。 
 

②学内教員の昇格によって補充する 
完成年度以降は、実績を積み上げた教員の内部昇格を行い教員組織の新陳代謝にも注力し、教

授、准教授、講師、助教授の職位のバランスに配慮した教員組織となるよう編成する。この内部

昇格に向けて、ベテラン教員による若手教員の学位取得等を支援していく。教育研究の継続性が

図られるよう、教育手法について専任の教授等が若手教員に対し直接的に指導を行うとともに、

研究水準確保や若手教員の学位取得に資するよう、専任の教授等の指導のもと、定期的に講習会

を実施する。 
 

③科目に適した教員を採用する 
 本学の教育課程の編成・体系を加味し、担当科目に適した教員を採用する。また、本学はコー

スに沿った選択科目を複数用意するため、学生の希望に添えるように教員採用を行う。 
 
 
（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類 

新 旧 
5.9 教員組織の年齢構成 
完成年度において高齢の教員が偏ることとな

るものの、完成年度以降は教育・研究の継続

および教育研究内容の質の向上を維持すると

ともに新規採用により適正な年齢構成、職位

構成で教員組織が保持できるよう努める。 
 
本学では、後任者について 
①公募により広く適任者を求め、科目に適し

た教員を公正な審査にて採用する 
②学内教員の昇格によって補充する 
を行う予定である。 
③科目に適した教員を採用する 
 
①公募により広く適任者を求め公正な採用を

行う 
本法人や本学の採用ホームページだけではな

く、民間事業者やコンサルタント会社なども

利用した公募により適任者を求める。教育・

研究の中心となる教授については 40 代の教員

を中心に採用することを検討し、また同時に

若手教員の採用も行うことで年齢の平準化を

図っていく。 
 
②学内教員の昇格によって補充する 

（追加） 



3 
 

完成年度以降は、実績を積み上げた教員の内

部昇格を行い教員組織の新陳代謝にも注力

し、教授、准教授、講師、助教授の職位のバ

ランスに配慮した教員組織となるよう編成す

る。この内部昇格に向けて、ベテラン教員に

よる若手教員の学位取得等を支援していく。

教育研究の継続性が図られるよう、教育手法

について専任の教授等が若手教員に対し直接

的に指導を行うとともに、研究水準確保や若

手教員の学位取得に資するよう、専任の教授

等の指導のもと、定期的に講習会を実施す

る。 
 
③科目に適した教員を採用する 
 本学の教育課程の編成・体系を加味し、担

当いただく科目に適した教員を採用すること

とする。加えて、本学はコースに沿った選択

科目を複数用意しているため、学生の希望に

添えるように学生のコース希望の変動も加味

した教員採用を行う。 
 

 
 

（新旧対照表）設置の趣旨等を記載した書類（添付資料） 
新 旧 

（資料14）

 

（資料14）
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